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【第３３回自治体学会堺大会日程】

日 程 内 容

第１日

月 日

金

第１日 （ ： ～ ： ）

【研究発表セッション】（ ： ～ ： ）

Ａ まちづくり

Ｂ ＳＤＧｓ・グリーン経済

Ｃ 政策法務

Ｄ 情報技術・情報システム、政策形成

Ｅ 議会、人材育成

Ｆ 地方独立行政法人・行政委員会

【特別企画】（ ： ～ ： ）

自治体とものづくりと新事業創出を考える勉強会

～堺市の事例をもとに～

【情報交換会】【自治体学会賞表彰式】 （ ： ～ ： ）

第２日

月 日

（土）

： 自治体学会総会

： 大会受付開始

第２日 午前の部（ ： ～ ： ）

【分科会】

１ 地元企画）連携・協働と簡単に言うけれど！

～高齢化する泉北ニュータウンを中心に専門家からの発信～

２ 無縁化時代の墓地行政～政策法務の視点から～

３ 「自治体戦略２０４０構想」をどう受け止めるのか？

～現場の視点を踏まえて～

４ （公募企画）ワカモノ×ヨソモノ＝職員の成長

～人材育成に必要なものとは？～

昼食・休憩

ポスターセッション・コアタイム（ ： ～ ： ）

第２日 午後の部（ ： ～ ： ）

【分科会】

５ 水をめぐる自治と責任～水道法改正を契機に考える～

６ 沖縄・辺野古と日本の地方自治～憲法保障の視点から考える～

７ ＳＤＧｓを問い直す／ＳＤＧｓで問い直す

～自治体・地域社会の新しい未来～

８ ＩＴ・ＡＩ・ビッグデータと地域社会

～「自治」の道具とするために～

【ポスターセッション】（ ～ ）

会場：堺市産業振興センター、堺商工会議所、さかい新事業創造センター
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第３３回自治体学会 堺大会 プログラム一覧
年 月 日 金 ～ 日 土）／堺市産業振興センター・堺商工会議所・さかい新事業創造センター

大会統一テーマ

「次代の自治を創る力～自由・自治都市 堺から～」  
◎第１日 ８月２３日(金) 

＜研究発表セッション      (16：15～17：45) ＞ 

会員が自治の諸課題に取り組む実践報告や研究成果などを発表し、会場の参加者と議論を深めます。 
セッションＡ：まちづくり

司会：佐賀県文化・スポーツ交流局 スポーツピラミッド推進グループ推進監 日野 稔邦

コメンテーター：東京大学（コミュニティ再生論講座）教授 小泉 秀樹

１ 岩淵 泰 まちづくりアーカイブスの編纂－岡山市西川緑道公園における市民活動の系譜－

２ 上山 肇 地域社会における多文化共生のあり方に関する研究

－東京都江戸川区の取り組みを事例として－

３ 嶋村豊一 公私空間における地域協働による観光まちづくり推進組織のあり方に関する研究

－神奈川県市町村へのアンケート調査結果から－

セッションＢ：ＳＤＧｓ・グリーン経済

司会：川崎市健康福祉局地域包括ケア推進室課長補佐 久保 眞人

コメンテーター：研究支援部会（川崎市広域行政地方分権担当課長） 鈴木 洋昌

１ 米岡秀眞 わが国の地方自治体における の取組みに関する事例分析：山口県防府市における

第五次総合計画と行政評価システムへの反映を題材に

２ 神山智美 地方債の新たな可能性としてのグリーンボンド 発行に係る法的および政策的検討

３ 山口和海 地元間伐材の有効活用事例｢木になる紙｣が展開するグリーン経済や福祉等への貢献

セッションＣ：政策法務

司会：千葉県総務部政策法務課 副主査 宇野 雄一郎

コメンテーター：中央大学法学部教授 礒崎 初仁

１ 藤島光雄 行政不服申立と苦情処理制度

２ 蓮實憲太 那須塩原市における行政リーガルドックの取組

３ 野口暢子 自治基本条例における住民投票条項のあり方

－石垣市における自衛隊配備計画の是非を問う住民発議を中心として－

セッションＤ：情報技術・情報システム、政策形成

司会：ちば自治体法務研究会 榎本 好二

コメンテーター：同志社大学政策学部嘱託講師・滋賀大学社会連携研究センター客員研究員

壬生 裕子

１ 戸川和成 住民の福利向上（ウェルビーング）に寄与する自治体の 技術の活用に関する研

究－ ・ 技術の導入に対する若者の認識を中心として－

２ 本田正美 政令市における情報システム調達ガイドラインおよびに情報システム最適化計画の公

開状況

３ 細野ゆり 「根拠に基づく政策運営」（ ）

－ の基本的な考え方と自治体の今後の対応－

セッションＥ：議会、人材育成

（議会）

司会・コメンテーター 司会：寝屋川市教育委員会事務局教育次長兼学校教育部長 荒木 和美

コメンテーター：法政大学副学長・法学部教授 廣瀬 克哉

（人材育成）

司会：青森県おいらせ町まちづくり防災課課長補佐 佐藤 啓二

コメンテーター：大阪成蹊大学マネジメント学部教授 大島 博文

１ 塚田 洋 議会図書室による政策形成支援－先進事例にみる成果と可能性
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究－ ・ 技術の導入に対する若者の認識を中心として－

２ 本田正美 政令市における情報システム調達ガイドラインおよびに情報システム最適化計画の公

開状況

３ 細野ゆり 「根拠に基づく政策運営」（ ）

－ の基本的な考え方と自治体の今後の対応－

セッションＥ：議会、人材育成

（議会）

司会・コメンテーター 司会：寝屋川市教育委員会事務局教育次長兼学校教育部長 荒木 和美
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コメンテーター：大阪成蹊大学マネジメント学部教授 大島 博文

１ 塚田 洋 議会図書室による政策形成支援－先進事例にみる成果と可能性

２ 滝本直樹 議員提案政策条例における「脱金太郎飴化」

－スポーツ条例を題材として、過密立法と先行条例の狭間で「おもい」を「かたち」にする－

３ 黒田伸太郎 越境する市町村職員に関する研究－市町村職員の業務外活動に着目して－

セッションＦ：地方独立行政法人・行政委員会

司会：静岡文化芸術大学文化政策学部専任講師 村中 洋介

コメンテーター：大阪経済大学経済学部客員教授 吉川 富夫司会・コメンテーター

１ 長谷川 裕 集団的労使紛争解決システムとしての労働委員会制度

２ 鳥山亜由美 公立大学設置の目的に関する分析－定款、学則を比較して－

 

＜特別企画・自治体とものづくりと新事業創出を考える勉強会 

～堺市の事例をもとに～(16：15～17：45) ＞ 

＜情報交換会・自治体学会賞表彰式      (18：00～20：00) ＞

                          

 

◎第２日 ８月２４日(土) 

 

＜分科会                 (午前10：30～12：30 午後13：45～15：45) ＞ 

分科会 １ （地元企画）連携・協働と簡単に言うけれど！
～高齢化する泉北ニュータウンを中心に専門家からの発信

人口減少や少子高齢化などを背景に住み続けられるまちに向けては、

様々な課題解決が求められています。そのためには、地域住民だけでなく

各分野の専門家の協力が必要です。また、未来のまちに向けては専門家の

協力のもと、次世代の担い手や新たな切り口へのアプローチが必要です。 
そこで、各分野の専門知識を活用して地域で活動（地域としては同じ地

域環境の中で様々な課題が顕著に発生している大都市郊外の街である泉

北ニュータウンを中心に）を実施されてきて、現在も実施されている専門

家から「活動のきっかけ」「活動の経過と実際の活動内容（特にどんな課

題があって、どう乗り越えてきたか、積み残しの課題は）」「今後の活動

（特に専門家の展望、地域住民、行政職員に望むこと）」について報告頂

き、今後の地域活動の今後の参考になればと思います。 

●パネリスト 
高井 逸史（大阪経済大学人間科学部教授） 
髙橋 泰宏 

（ヴァイタル・インフォメーション株式会社（嘱託）） 
谷村 昌典（堺市南区新檜尾台連合自治会役員） 
髙橋 愛典（近畿大学経営学部教授） 
田中 康仁（流通科学大学商学部准教授） 
桑原 宏明（大阪府建築士会地域貢献部門地域委員会建築士

の会「堺・高石」所属、㈱プラッツ設計） 
彦阪 聖子（堺市立西陶器小学校教諭(道徳教育推進教師)） 

●コーディネーター 
北野 哲也（大阪府建築士会地域貢献部門地域委員会建築士

の会「堺・高石」所属、堺市役所職員） 
分科会 ２ 無縁化時代の墓地行政～政策法務の視点から～
無縁化時代－従前、墓地は「家」で代々承継されることが前提であった

が、社会情勢の変化に伴い承継者のいない無縁墓が増えている。核家族

化の進展、高齢者の急増、人口の移動などにより、承継者が不在・不明

又は放置され－無縁化が進んでいる。 
一方、急速な高齢化による死亡者の急増で都市部では墓地不足が生じ

ることもあり、墓をめぐる問題は多様かつ今日的課題であり、公営墓地

を経営する自治体にとって大きな問題となっている。 
また、墓に対する意識や死生観の変化により、散骨など自然葬と言わ

れる弔いも行われるようになった。死体遺棄には当たらないとされ、意

識調査でも国民の過半数は否定しない立場であるが、実際には地域住民

とのトラブルも発生し、条例による規制を行う自治体も出てきている。 
高齢多死社会とも言われる、無縁化時代における今後の墓地行政の方

向性について、政策法務の視点から議論する。 

●パネリスト 
西村 浩（船橋市環境部環境保全課長） 
日比野 至（多治見市環境文化部環境課長） 

●コメンテーター／パネリスト 
塩浜 克也（佐倉市総務部行政管理課副主幹） 

●コメンテーター 
神崎 一郎（衆議院憲法審査会事務局総務課長） 

●コーディネーター

小島 聡（法政大学人間環境学部教授）
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●パネリスト

今井 照（地方自治総合研究所主任研究員）

金井 利之（東京大学大学院法学政治学研究科教授）

辻 琢也（一橋大学大学院法学研究科教授）

原田 賢一郎（宮崎市副市長）

●コーディネーター（兼コメンテーター）

礒崎 初仁（中央大学法学部教授）
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分科会 ４ （公募企画）ワカモノ×ヨソモノ＝職員の成長～人材育成に必要なものとは？～
次代の自治を創る力とは、新時代を担うリーダーを育成する組織づくり

にあると考える。おおさか市町村職員研修研究センター（マッセＯＳＡＫ

Ａ）では、政策形成能力、実務遂行能力の向上を図るため、「政策形成実践

研修」を通じ、モデル団体に対して政策提言を行ってきた。

平成 年６月、モデル団体となった門真市の宮本一孝市長は、若手職員

人に、市が抱える課題について自身の思いを語り、ここから本研修がス

タートした。 人は、関東学院大学法学部准教授牧瀬稔氏の指導のもと、

「ワカモノ」の熱意と「ヨソモノ」の視点を取り入れ、市の課題発見・政

策案の熟考を重ねて宮本市長に提言書を提出、事業化に至る。

本分科会では、宮本市長に、門真市の人材育成の取組や職員の成長を促

す組織づくりに対する思いを聞く。また、人材育成のプロである人事院公

務員研修所客員教授高嶋直人氏が考える「承認欲求」を満たす人材育成に

ついても取り上げ、人材育成に対するヒントを提供できる場にしたいと考

える。 

●パネリスト 
宮本 一孝（門真市長）

高嶋 直人（人事院公務員研修所客員教授）

大明 綾子（寝屋川市経営企画部

都市プロモーション課副係長）

前田 貴之（東大阪市経営企画部企画室主任）

●コーディネーター

林 宏昭（関西大学経済学部教授・おおさか市町村職員

研修研究センター（マッセＯＳＡＫＡ）所長）

●概要説明者

立田 雄（マッセＯＳＡＫＡ研究員）

 

 

（昼食・休憩） 
ポスターセッションコアタイム

（ ： ～ ： ）
分科会 ５ 水をめぐる自治と責任 ～水道法改正を契機に考える～
日本で敷設された水道管をすべてつなげるとその長さは66万キロ（地

球1周が4万キロなので、地球16周半）に及ぶ。その約15％が耐用年数40
年以上を経過しており、水道インフラの更新が必要になっている。しか

し、自治体はそのための財源を積み立てておらず、水道料金の値上げに

よる対応も非現実的である。今後一層人口減少が進む中で、安定した水

道供給をいかに実現するかが問われている。2018年末には「広域化」

と、コンセッション方式による「民営化」を通じて、「コスト」削減を

し、この問題の緩和を図ろうとする改正水道法が成立した。 
しかし、「民営化」にせよ、「広域化」にせよ、自治体の責務とし

て、地域住民に安全・安心な水の提供を持続的に行うことが求められて

いることに変わりはない。地域特性に応じた、水道事業の在り方をどの

ように考えていくべきなのか、そのヒントを議論の中で探っていく。 

●パネリスト 
白石 三千治（熊本市上下水道事業管理者） 
菊池 明敏（岩手中部水道企業団参与） 
大友 俊郎（香取市教育部生涯学習課） 

●コーディネーター

杉渕 武（藤沢市役所）

分科会 ６ 沖縄・辺野古と日本の地方自治～憲法保障の視点で考える～
国と沖縄県が対立する名護市辺野古への米軍新基地建設問題を、日本全

体の地方自治の問題としてとりあげる。特に、「国と地方の健全な政府間

関係」を念頭に、地方自治を保障する憲法の視点から考える。沖縄では、

二度の知事選に加え、今年 月の県民投票で「辺野古埋め立て反対」が

割を超えた。しかし、政府・防衛省は対話を求める沖縄県の意向を押し切

って埋め立て予定地へ土砂投入を続けている。沖縄の人口が国民の ％で

あることを利用して沖縄の自治権を一方的に制約する手法は、日本の地方

自治を揺るがす。米軍の上陸・占領から 年。普天間返還の日米合意か

ら 年。「沖縄は仕方がない」として見て見ぬふりすることが許されな

いこの問題の本質を考える。

●パネリスト 
金城 典和（沖縄県知事公室・基地対策統括監） 
大津 浩（明治大学法学部教授） 
前泊 美紀（那覇市議会議員）  
吉村 慎一（本土で沖縄の米軍基地を引き取る福岡の会、  

元福岡市職員） 
●コーディネーター 
青山 彰久（ジャーナリスト） 
 

分科会 ７ を問い直す で問い直す～自治体・地域社会の新しい未来～
自治体は、地域住民・企業・市民団体等の多様な主体と連携・協働し、

これまでも地域づくりを進めてきた。しかしながら、地域課題は相互に絡

み合い、また地域が世界とこれまで以上に深く繋がる中で、今や社会シス

テムさえ揺るがす変化をもたらすまでに至っている。こうした状況のもと、

サイロ化しパッチワーク的な国の従来型の政策展開から脱し、真に地域の

主体性を発揮した地域づくりを進める段階への移行が喫緊の課題である。

そのため、マルチステークホルダープロセスを構築し、俯瞰的で統合的な

視点や共有価値のもと、意識と行動の変革を図りつつ、新たな取組に着手

する必要がある。

そこで本分科会では、国連「持続可能な開発のための アジェンダ・

」を検討の基本的枠組みとして、従来の地域づくり事例を省察すると

ともに、将来に向けた自治体計画やアジェンダ設定に必要な理論やツール、

今後の地域づくりの姿について皆さんと考えていく。 

●パネリスト 
滝口 直樹（合同会社環境活動支援工房代表社員）

勝浦 信幸（城西大学経済学部経済学科客員教授・

勝浦法務事務所所長（行政書士））

河田 次郎（沖電気株式会社経営基盤本部エンジニアリン

グサポートセンター地球環境チーム担当課長）

塩見 昌男（堺市市長公室企画部政策企画担当課長）

●コメンテーター

畑 正夫（兵庫県立大学地域創造機構教授）

●司会進行（コーディネーター）

村山 史世（麻布大学生命・環境学部環境科学科専任講師） 
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村山 史世（麻布大学生命・環境学部環境科学科専任講師） 

分科会 ８ ・ ・ビッグデータと地域社会～「自治」の道具とするために～
自治体における の新たな活用策として、 （

）や が注目されている。また、ビッグデータの分析や活用に

よって、より住民ニーズに合致した政策の立案も可能になっている。地方

創生の支援として提供されている地域経済分析システム（ ）などもこ

うした流れの一つであろう。

しかし、 （ ＝根拠に基づいた政策決

定）が求められている中で、自治体はこうした新たな活用を十分に行って

いるであろうか。あるいは、地域における民間の活用主体と十分な連携を

とっているであろうか。 の活用は効率化の手段として注目されがちであ

ったが、これからは「自治の道具」として使いこなしていかなければなら

ない。 化の流れを読み解き、質の高い政策に結びつけていくため、自

治体は今後どのように取り組めばよいのかを、実際の取り組み事例を踏ま

えながら議論したい。 

●パネリスト 
浦田 真由（名古屋大学大学院情報学研究科

・情報学部講師）

竹部 美樹（特定非営利活動法人エル・コミュニティ代表）

坂居 雅史（草津市総合政策部草津未来研究所

アーバンデザインセンターびわこ・くさつ専門員）

●コーディネーター

岡田 英幸（愛知県衛生研究所）

ポスターセッション ８月２４日（土） ～

地域ブロック単位、個人・団体の報告書などの配布・展示、自治体の取組みの紹介、出版物の展

示・配布等を通して、参加者が交流・意見交換できる場としてポスターセッションを開催します。

エクスカーション ８月２４日（土）、２５日（日）
■Ａコース ８月２４日（土）

市民ボランティアガイドと巡る！堺臨海エリアと工場夜景バスツアーコース

■Ｂコース ８月２５日（日）

堺の古墳と歴史を深く知る！仁徳天皇陵拝観とＶＲ体験、お抹茶と博物館観覧コース
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【研究発表セッション司会・コメンテーター一覧表】

Ａ まちづくり

司会：佐賀県文化・スポーツ交流局 SAGA スポーツピラミッド推進グループ推進監
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第 回自治体学会堺大会 分科会
まちづくりアーカイブスの編纂－岡山市西川緑道公園における市民活動の系譜－

岡山大学地域総合研究センター
岩淵 泰

１．はじめに
「次代の自治を創る力」を涵養するためには、私たちが住む場所で、どのようなまちづくりが

創出されてきたのかを振り返り、そこで目指されてきたものを世代間で共有することが不可欠で
ある。まちづくりは、市民団体、行政、経済活動を含めた社会の変化によって、誕生と消滅を繰
り返している。市民活動を基にしたまちづくりの記憶は、政治や行政の公式記録に比べると失い
やすい。一方で、力強い自治を獲得するためには、まちづくりの課題と財産を明確にしておいた
ほうが良い。そのひとつの手段として、まちづくりアーカイブスがある。本発表は、西川緑道公
園を基にした西川アーカイブスの編纂から岡山市民が求めた水と緑の公共空間を紹介する。
西川緑道公園（全長 ㎞、昭和 年から昭和 年まで完成に約 年を要した）では年間
以上のイベントが開催されている。この公園の特徴は、中心市街地から南部の田畑を潤す西川

用水を改修し、市民の憩いの場を造ったことである。アーカイブスの編纂作業では、学生と 名
以上の聞取調査、新聞、報告書、パンフレットを基にして、西川の暮らしとまちづくり団体の変
遷を裏付けていった。明らかになったこと（１）明治時代から大正時代にかけて、岡山市民は西
川用水の濾水を飲んでいたこと。新鮮な水を求めて、明治 年に全国 番目の浄水場を設置した
こと。（２）昭和 年代まで子供たちが用水で泳いでいたこと。（３）地域住民が公園建設反対運
動を起こしたこと、（４）平成 年の西川パフォーマー事業の開始前まで、市民と行政の協働は
あまりなかったことである。
本発表では、以下の問いを明らかにしていく。

（１） 年代という車社会の時代に車幅を減らし、公園を建設したのはなぜか？
（２） 若手経済界（ 年代）、建築家集団（ 年代、 年代）、若者・ （ 世紀）な
ど公園に参画する団体が変わったが、何を主張してきたのか？
（３）アーカイブス編纂による地域の影響は何か？
西川は、高度経済長期に、生活ゴミが投げ捨てられ、岡山の恥部とまで言われ、議会では暗渠

にしろと提案があった。しかしながら、まちづくり関係者は、清掃をし、人が集まる空間として
再生するべきだと主張した。特筆すべきことは、西川を巡りどのようなまちづくりを展開してい
くかという当時の議論と実践は、世代を超えて現在も続けられているということだ。

２．研究目的と研究背景
岡山市は、 （持続可能な開発のための教育）、 未来都市、公民館活動などに力を入れ

ている。一方で、隣の倉敷市では美観地区・景観まちづくり、大原孫三郎や總一郎の社会篤志家
の事例が全国的に知られており、それらに比べると、岡山市に対するまちづくりのイメージは相
対的に強くない。しかしながら、本研究の関心は、市民活動の変遷を分析することで、地域に根
付くまちづくりの特色や個性を浮かび上がらせることである。まちづくりの系譜を明らかにする

研究発表セッションA
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にしろと提案があった。しかしながら、まちづくり関係者は、清掃をし、人が集まる空間として
再生するべきだと主張した。特筆すべきことは、西川を巡りどのようなまちづくりを展開してい
くかという当時の議論と実践は、世代を超えて現在も続けられているということだ。

２．研究目的と研究背景
岡山市は、 （持続可能な開発のための教育）、 未来都市、公民館活動などに力を入れ

ている。一方で、隣の倉敷市では美観地区・景観まちづくり、大原孫三郎や總一郎の社会篤志家
の事例が全国的に知られており、それらに比べると、岡山市に対するまちづくりのイメージは相
対的に強くない。しかしながら、本研究の関心は、市民活動の変遷を分析することで、地域に根
付くまちづくりの特色や個性を浮かび上がらせることである。まちづくりの系譜を明らかにする

ことで、自分のまちがどのような点でユニークであるのかを分かりやすく把握することができる。
たとえば、岡山市は、「水と緑のまちづくり」を掲げているが、市民がどのような問題に直面し、
それを乗り超えてきたのかを分析することである。

３．分析方法
西川緑道公園のまちづくりを、（１）江戸時代から第二次世界大戦後まで－西川の水と暮らし、

（２）高度経済成長期－汚れる西川とまちづくり運動、（３） 年代から 年代まで－公園
まちづくりの息吹、（４） 世紀以降－市民協働の時代からなる つの時期に分けた。その中で、
写真、記事、報告書を時系列に並べながら、各時代のまちづくりリーダーたちのインタビューを
掘り起こしていった。岡山大学地域総合研究センターでは、 年から学生と共に、約 名以
上の聞取り調査を続けた。その結果、ほとんど忘れられていた西川緑道公園の誕生背景が明らか
になった。また、時代ごとにまちづくり集団の活動目的に焦点を当てた。
たとえば、（１）西川緑道公園の誕生は、中心市街地の緑化を目指したものであったが、市民の

清掃活動や歩行者天国が追い風になっていたこと、（２） 年代と 年代に、建築家集団で
あるチーム は、 回のフリーマーケットを行ったが、その目的は、道路のモール化（歩行者
街路化）であったこと、（３） 世紀に入ると、行政は中心市街地の賑わい創出に力を入れている
が、市民は公園の活用を望むようになり、西川パフォーマー事業という協働関係が生まれること
になった。

図：建築家集団が残したポスターなど（『西川アーカイブス』 － ）

４．研究成果
研究成果は、（１）西川のまちづくりを振り返りや紹介が容易になり、情報を共有できるように

なった、（２）まちづくりアーカイブスの編纂によって、次世代にメッセージを残すことができた、
（３）中心市街地の政策立案や若者のまちづくり教育に有効であることが分かってきた。まちづ
くりアーカイブスは、地道な作業を伴うが、市民活動を強化する役割を持っている。

9研究発表セッションＡ



地域社会における多文化共生のあり方に関する研究

東京都江戸川区の取り組みを事例として

法政大学 上山 肇

キーワード：多文化共生、地域社会、コミュニティ、江戸川区

１．はじめに

近年、地域社会において、在日外国人が占める割合が年々高くなってきており、日本における

外国人数は 年度におよそ 万人に達し、 年以降に統計を取り始めてから最高となっ

た。現在、国を越えて人々の移動が活発化することにより、各地域で外国人コミュニティが形成

され、互いに暮らしやすい地域社会づくりが求められている。

特に東京においては、在日外国人が都人口の約 ％ 約 万人 に達し、多国籍化が進んでい

る状況にある。このように地域の国際化が課題になっている中で、本研究において事例として取

り上げている江戸川区では「共育」「協働」による共生社会を実現するために、 年に江戸川区

総合人生大学を開設し「国際コミュニティ学科」を創設している。

ここでは国際交流や外国人との共生のあり方について区民自ら

が考える機会を与え、その卒業生たちが共生社会構築の担い手と

なることを期待されているが、こうした施策が実を結び、区民に

よる自主的な言語教育活動や国際交流ボランティア活動によって、

地域と外国人コミュニティの相互理解は広がりつつある 写真

は江戸川区が毎年開催している外国人との交流の機会 。

しかしその一方で、災害分野をはじめとする行政情報や小中学

校における日本語学習支援など、増加し続ける外国人区民へ行政

サービスが行き届いていない実態があるなど数多くの課題もあり、

それらのことを解決していくためには、外国人区民が日本人区民

と同じレベルで行政サービス情報を得られる環境づくりを進める

ことや外国人一人ひとりが地域の一員として社会に参加し活躍で

きるまちづくりを進めていく必要性がある。

そこで本稿では、この江戸川区を事例にこれからの地域社会における多文化共生のあり方につ

いて探ることを目的に取り組んだ 年度の区の取り組みについて報告するものである。

２． 年度に行った江戸川区内部の取り組み

江戸川区では多文化共生への問題意識から、 年度にこれからの多文化共生推進に向けて次

のような調査等の取り組みを行った。

取り組み内容

区役所内部関連部署への聞き取り調査

写真 えどがわ～るどフェステ

ィバル オープニング・文化体験

（ 筆者撮影）
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直接外国人区民と関わる職場として、健康部、子ども家庭部、福祉部、生活振興部などに対し

て外国人区民への対応時の諸問題・諸課題についてヒアリングを行った。

関連区等への聞き取り調査

法人「 」、他区（新宿区）担当者にインタビューを行った。

ワークショップ

語学学校、国際交流団体、ボランティアサークル等関連団体とワークショップを行った 計 回 。

調査結果

調査の結果、以下のことがわかった。

（１）関連部署への聞き取りからは、直接外国人区民と関わる職場の職員は言語の課題に苦慮し

ている。通訳の人材や仕組みが整っている部署はほとんどなく、たまたま言語ができる職員がい

る等、個人の努力で何とか対応している状態である。その他にも外国人のニーズに合った情報提

供ができているのかといった「情報提供の課題」や町会への加入率やイベントへの参加促進とい

った「住民参加の課題」があることがわかった。

（２） からは、行政への要望として、外国人区民を生活者として受け入れていくためには、ボ

ランティアの数を増やす必要があること、専門家でないと対応できない部分を区がサポートする

必要があること等が伺えた。

（３）ワークショップは語学学校や国際交流団体、ボランティアサークル等を対象に計 回行い

出席者は計 名であった。そこで出された意見としては、①外国人交流拠点の整備 ②ボランテ

ィアの育成 ③コミュニティ形成の促進 ④災害時の共助の促進 ⑤情報提供の充実 等がある。

３．おわりに

このように多文化共生の実態と自治体の取り組みについて江戸川区を事例に見てきたが、本稿

より次のことが知見として得られ、同時に今後の課題として整理することができる。

（１）本研究で得られた知見

本研究では、多文化共生に関して江戸川区を事例に、他区の状況をみながら区役所内の担当部

署が抱えている問題・課題を整理すると同時に、関係団体へのヒアリングやワークショップを通

して今後多文化共生施策を考える上で必要とされる諸要素を知ることができた。それらを知見と

してまとめると次の様になる。①情報の不足：関連部署への聞き取りからも外国人区民は生活す

る上での情報を欲しており、行政として情報提供がまだ不足していること。②コミュニティ形成

の場の必要性：外国人区民同士のコミュニティの場と同時に地域住民（日本人含めた）とのコミ

ュニティの場が求められていること。③人手の不足：外国人区民と地域をつなぐための人手（ボ

ランティア等）が求められていること。

（２）今後の課題

多文化共生を考えるとき、上述の情報やコミュニティ形成の場、人手を整えることを含め、外

国人区民の方々が良好に生活できる環境をいかに整えるのかということが大きな課題となる。そ

のためにも自治体の取り組み姿勢と共に自治体・市民・地域（団体等）との多文化共生を推進す

るための仕組みの構築、そして具体的な実践が求められる。
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公私空間における地域協働による観光まちづくり推進組織のあり方に関する研究

―神奈川県市町村へのアンケート調査結果から―

法政大学大学院政策創造研究科 修士課程 年 嶋村豊一*

キーワード 観光まちづくり、公私空間、協働、推進組織、神奈川県

１ 研究の背景と目的

年 月に観光立国推進基本法が施行さ

れ、 年 月に国は、新たな観光立国推進

基本計画を閣議決定し、観光が日本の成長戦略

の柱として世界の観光需要を取り込む観光立

国の推進の方向性を示した。一方で、観光まち

づくりを推進する自治体においては、人口減少

や少子高齢社会の到来により、観光が自治体の

持続可能な発展と住民の生活向上に重要な役

割を担う時代を迎え、まちづくりの真価が問わ

れている。

年の年間訪日外客数 以下インバウン

ドという が、 万 千人となり過去最高

の数値 日本政府観光局 推計値

発表 となった。東京圏に位置する神奈川県で

は、新たなコンテンツの創出やインバウンドの

増加などにより、国際観光地の一部では、公私

空間が観光空間に組み込まれる構図が拡大す

るなど、様々なまちづくりの問題が明らかにな

ってきた。生活環境や観光振興の阻害要因とも

なる「オーバーツーリズム」や「観光文化の変

容」による資源管理の問題を抱える地域が出現

してきた。

本研究では「良好な生活環境の維持、自然環

境と歴史的資源の保全・活用」と「観光振興・

地域振興」の両立（地元住民、観光事業者、観

光客の満足度の向上）を、今後の持続可能な観

光まちづくりの視点として捉え、何故、これら

の問題を観光の担い手となる各主体が協働で

共有し、一体となった実効性ある解決方法が打

ち出されていないのかの問題意識がある。

神奈川県内自治体（ 団体）に観光まちづ

くりにおける協働による推進組織の実態を探

ることを目的にアンケート調査を実施し、県内

の現状や課題を明らかにするとともに、今後の

方策について考察するものである。

２ 調査内容

アンケート調査概要

調査期間 ～

調査方法 郵送（一部要請で電子メール）

調査対象 神奈川県内 市町村の観光担

当課。回答率

調査項目

「観光まちづくりの公私空間における地域

協働による推進組織に関する研究」のテーマ

のもと、①観光基本計画（観光振興計画、観

光プランなど）について ②観光の推進組織

について ③地域協働について ④広域連携

について ⑤観光産業との関連について ⑥

観光まちづくりの課題についての各項目につ

いて行った。調査項目の一部は、全国調査と

比較するため観光庁が実施した「国内の観光

地域づくり体制に関するアンケート調査

」を参考・引用した。

図 神奈川県全県及び つの地域圏区分

出典：神奈川県ＨＰ

アンケート調査結果

地域協働の項目では、観光地のオーバーツー

リズムの疲弊や住民と民間企業間の利害関係の

調整や合意形成。新たな観光資源活用による収

益確保など都市の持続可能性への認識と協働の

目指す方向を探った。
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ってきた。生活環境や観光振興の阻害要因とも

なる「オーバーツーリズム」や「観光文化の変

容」による資源管理の問題を抱える地域が出現

してきた。
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共有し、一体となった実効性ある解決方法が打

ち出されていないのかの問題意識がある。

神奈川県内自治体（ 団体）に観光まちづ

くりにおける協働による推進組織の実態を探

ることを目的にアンケート調査を実施し、県内

の現状や課題を明らかにするとともに、今後の

方策について考察するものである。

２ 調査内容

アンケート調査概要

調査期間 ～

調査方法 郵送（一部要請で電子メール）

調査対象 神奈川県内 市町村の観光担

当課。回答率
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比較するため観光庁が実施した「国内の観光

地域づくり体制に関するアンケート調査
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回答数 構成比　回答数 構成比　回答数 構成比　回答数 構成比
地域での観光事業の活性化
協働の各主体との情報共有
主体間の利害関係の調整や
合意形成
未活用だった観光資源の活用
新たな旅行商品の開発
新たな市場の開拓
貴団体や協働の各主体の収益
拡大
その他
分からない
合計　　(対象自治体32団体)

全体 政令市 市 町村

　 回答数構成比　回答数 構成比　回答数 構成比　回答数構成比
取り組んでいる
取り組んでいないが具体的に
検討している
取り組んでいないが今後必要
である
現在もこれからも取り組む予
定はない
分からない
合計

全体 政令市 市 町村

回答数 （複数回答） 回答数／回答団体数

全体 政令市 市 町村 全体 政令市 市 町村
対象団体数

同一行政内の観光まちづくり
全般について観光関連団体や
住民組織との協働
同一行政内のテーマでの観光
関連団体や住民組織との協働
行政区域を越えた共通する観
光まちづくりの協働
行政区域を越えたテーマでの
協働
その他の協働　
分からない

地域協働の取り組み状況

観光まちづくりの現状として地域協働に「取

り組んでいる」が 団体 ％ で、県内の

３分の２にあたる。「今後必要である」が

団体 ％ であり、将来的にも地域協働の必

要性は非常に高いと考える（表 ）。

表 協働の取り組み状況 単位：市町村

地域協働を進めている理由と期待する効果

地域協働に期待する効果は「地域での観光事

業の活性化」が 団体 ％ で最も高く、

協働の各主体との情報共有」「新たな旅行商品

の開発」「協働の各主体の収益拡大」がそれぞ

れ 団体 ％ と続く。「地域での観光事業

の活性化」も含めて、いずれも観光分野の地域

振興の期待として整理できる。一方、「利害関

係の調整や合意形成」「新たな市場の開拓」な

ど課題解決や創造的事業への関心は薄い

表 。

表 地域協働に期待する効果 単位：市町村

目指している協働と取り組んでいる地域協

働の形態

全体としては、「同一地域内の観光まちづ

くり全般について観光関連団体や住民組織と

の協働」が 割近くあるが、一般市では「同

一地域内のテーマでの観光関連団体や住民組

織との協働」が 団体 ％ と同様に高く

なっている 表 。

表 地域協働の形態 対象団体３２団体

（複数回答可） 単位：市町村

３ おわりに

調査から得られた知見

調査結果から、①観光まちづくりにおける

「地域協働」には実際に取り組んでおり、今

後も「地域協働」が必要不可欠であること ②

期待される効果については、「地域での観光事

業の活性化」が高い割合を占めていること

③「持続可能な観光」の要素である協働の各

主体との情報共有や利害関係の調整、合意形

成での協働は関心が低いなどが知見として得

られた。

課題

観光の推進組織の形態の一つである観光地

経営を担う神奈川県内のＤＭＯ

における「地域協

働」の実態把握が課題である。

４ 関連研究

・「神奈川県鎌倉市の観光政策の現状と課題

について－交通問題の観点から－」嶋村豊一

日本建築学会大会学術講演梗概集
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Ｂ－１ わが国の地方自治体における の取組みに関する事例分析：

山口県防府市における第五次総合計画と行政評価システムへの反映を題材に

山口大学経済学部専任講師 米岡秀眞

本研究の目的は、わが国の地方自治体における SDGs（Sustainable Development 

Goals：持続可能な開発目標）の取組みの状況を踏まえた上で、防府市の事例を題材に、

地方自治体が政策を展開する際、SDGs を中長期の総合計画に反映することの意義と

特徴を、事例分析により示すことにある。

2015 年 9 月の国連総会で、SDGs は国や地域社会における持続可能性を可視化する

ための指標として採択された。2030 年の世界的な持続可能な開発の実現を目的とした

持続可能な発展目標に対して、経済が持続可能になったかどうかを判断できる指標と

して、現在、急速に注目を浴びている。

近年においては、国レベルの取組みにとどまらず、わが国の地方自治体レベルで、

SDGs の考え方を予算編成、あるいは政策立案にまで導入しようというような動きも

見られる。ただし、このような動きの特徴として、各地域における環境問題などに対

する部分的な取組みとして、SDGs の考え方を反映させようとするケースが多いこと

が指摘できる。

本研究では、以上のような地方自治体における SDGs の取組み状況を踏まえた上で、

特徴的な取組み事例として、市の自治基本条例に基づき策定の義務付けられている総

合計画、ならびに 600 事業に対する行政評価システムに対して、SDGs の考え方を反

映しようとしている防府市の動きに着目して検討を行った。

防府市では、第四次総合計画（2011～2020 年度）において 126 施策・600 事業に対

する行政評価制度が導入されている。これに伴い、市民に対するアンケート調査から

「市民満足度指標」を把握しつつ、行政評価の成果指標や活動指標との紐づけを事務

事業ごとに行うことで、かなり綿密に行政評価システムが制度設計されている。従来

より、定量的な評価指標を主に活用した分析を行い、PDCA サイクルをまわして、政

策立案に反映するような仕組みを構築してきた。

現在、第五次総合計画（2021 年度～）の策定作業が進められているが、そこにおい

て、市民アンケート調査の方法を大幅に見直した上で、従来の指標に加えて SDGs 指

標を設定することで「地域の持続可能性」をモニタリング可能として、政策立案にま

研究発表セッションＢ
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山口大学経済学部専任講師 米岡秀眞 

 

本研究の目的は、わが国の地方自治体における SDGs（Sustainable Development 

Goals：持続可能な開発目標）の取組みの状況を踏まえた上で、防府市の事例を題材に、

地方自治体が政策を展開する際、SDGs を中長期の総合計画に反映することの意義と

特徴を、事例分析により示すことにある。  

2015 年 9 月の国連総会で、SDGs は国や地域社会における持続可能性を可視化する

ための指標として採択された。2030 年の世界的な持続可能な開発の実現を目的とした

持続可能な発展目標に対して、経済が持続可能になったかどうかを判断できる指標と

して、現在、急速に注目を浴びている。  

近年においては、国レベルの取組みにとどまらず、わが国の地方自治体レベルで、

SDGs の考え方を予算編成、あるいは政策立案にまで導入しようというような動きも

見られる。ただし、このような動きの特徴として、各地域における環境問題などに対

する部分的な取組みとして、SDGs の考え方を反映させようとするケースが多いこと

が指摘できる。 

本研究では、以上のような地方自治体における SDGs の取組み状況を踏まえた上で、

特徴的な取組み事例として、市の自治基本条例に基づき策定の義務付けられている総

合計画、ならびに 600 事業に対する行政評価システムに対して、SDGs の考え方を反

映しようとしている防府市の動きに着目して検討を行った。 

防府市では、第四次総合計画（2011～2020 年度）において 126 施策・600 事業に対

する行政評価制度が導入されている。これに伴い、市民に対するアンケート調査から

「市民満足度指標」を把握しつつ、行政評価の成果指標や活動指標との紐づけを事務

事業ごとに行うことで、かなり綿密に行政評価システムが制度設計されている。従来

より、定量的な評価指標を主に活用した分析を行い、PDCA サイクルをまわして、政

策立案に反映するような仕組みを構築してきた。 

現在、第五次総合計画（2021 年度～）の策定作業が進められているが、そこにおい

て、市民アンケート調査の方法を大幅に見直した上で、従来の指標に加えて SDGs 指

標を設定することで「地域の持続可能性」をモニタリング可能として、政策立案にま

で反映させる仕組みを構築することが検討されている。 

これまでの SDGs に対するわが国における地方自治体の取組みの特徴として、①

SDGs に取り組んだとしても、地域における環境問題に焦点を当てた部分的なもので

あることが多い（福岡県、北九州市など）、②予算編成に反映したとしても、部分的な

反映にとどまっている（久山町など）、以上の二点を主に指摘できる。さらに、「SDGs

未来都市」（自治体 SDGs モデル事業）のような国との連携事業などを含めたとしても、

地方自治体の総合計画に SDGs の考え方を実装するケース（下川町）がわずかに存在

してはいるものの、行政評価システムの評価指標自体に SDGs 指標を設定するような

動きまでは見られない。  

防府市における取組みは、SDGs 指標を導入することで「地域の持続可能性」をモ

ニタリング可能とするものであり、これまでの他自治体における SGDs の取組みとは、

異なる性質を持ったものとなる。今後のわが国の地方自治体における行政評価システ

ム、PDCA サイクル、さらには政策立案のあり方に対しても、少なくない示唆が含ま

れる。 

15研究発表セッションＢ



地方債の新たな可能性としてのグリーンボンド（ ）発行に係る法的および政策的検討

神山 智美／富山大学

Keyword：グリーンボンド（GB）、国連責任投資原則（PRI）、地方債、ESG 投資、ソフトロー  
１．はじめに 

本研究は、地方公共団体による、自然資源を含む地域資源を生かすためのグリーンボン

ド（GB）発行可能性を検討するものである。SDGs（持続可能な開発目標）の理念に基づ

き、ESG 経営（E 環境、S 社会、G ガバナンス）が重視されはじめた投資領域において、

日本および世界の機関投資家は、投資先を求めている。地球規模でのグリーン経済が標榜

されており、地方公共団体の可能性を広げるものとして提案する。  
２．ソフトローとしての SDGs、ESG、国連投資原則（PRI） 

はじめに、ソフトローとしての SDGs、ESG、国連投資原則（PRI）を検討し、現代にお

ける債券（ボンド）の発行および取引実態を検討する2。グリーンボンド（GB）、ソーシャ

ルボンド、および SDGs 債等というものが現れており、それらは発行のみならず、保持し

ていることにも社会的意義が認められているからである。  
なかでもグリーンボンドは注目を浴びており（イメージは図表参照）、その市場規模は、

2018 年度は世界規模で 20 兆円程度である3。 

 
1 富山大学経済学部経営法学科・准教授および研究推進機構兼任教員（極東地域研究センター）。  

〒930-8555 富山県富山市五福 3190 富山大学経済学部、E-Mail:kohyama@eco.u-toyama.ac.jp。  
2 検討の詳細については、拙稿（2019）「ソフトローとしての SDGs，ESG, 責任投資原則～ボンドの

広がりとその活用を考える～」国際商事法務 Vol.47,No.4 459-465 頁を参照されたい。  
3 国際 NPO の CBI（Climate Bonds Initiative、気候債券イニシアチブ）が発行する「2018 Green 
Bond Market Summary」によれば、CBI 基準に適合するグリーンボンド発行額は世界全体で 1,673 億

米ドル（約 18.3 兆円）、ソーシャルボンドやサステナビリティボンドも加えると 2,025 億米ドル（22.2
兆円）である。日本のグリーンボンドの発行状況については、グリーンボンド発行促進プラットフォー

ム〈http://greenbondplatform.env.go.jp/〉を参照されたい。  
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地方債の新たな可能性としてのグリーンボンド（ ）発行に係る法的および政策的検討

神山 智美／富山大学

Keyword：グリーンボンド（GB）、国連責任投資原則（PRI）、地方債、ESG 投資、ソフトロー  
１．はじめに 

本研究は、地方公共団体による、自然資源を含む地域資源を生かすためのグリーンボン

ド（GB）発行可能性を検討するものである。SDGs（持続可能な開発目標）の理念に基づ

き、ESG 経営（E 環境、S 社会、G ガバナンス）が重視されはじめた投資領域において、

日本および世界の機関投資家は、投資先を求めている。地球規模でのグリーン経済が標榜

されており、地方公共団体の可能性を広げるものとして提案する。  
２．ソフトローとしての SDGs、ESG、国連投資原則（PRI） 

はじめに、ソフトローとしての SDGs、ESG、国連投資原則（PRI）を検討し、現代にお

ける債券（ボンド）の発行および取引実態を検討する2。グリーンボンド（GB）、ソーシャ

ルボンド、および SDGs 債等というものが現れており、それらは発行のみならず、保持し

ていることにも社会的意義が認められているからである。  
なかでもグリーンボンドは注目を浴びており（イメージは図表参照）、その市場規模は、

2018 年度は世界規模で 20 兆円程度である3。 

 
1 富山大学経済学部経営法学科・准教授および研究推進機構兼任教員（極東地域研究センター）。  

〒930-8555 富山県富山市五福 3190 富山大学経済学部、E-Mail:kohyama@eco.u-toyama.ac.jp。  
2 検討の詳細については、拙稿（2019）「ソフトローとしての SDGs，ESG, 責任投資原則～ボンドの

広がりとその活用を考える～」国際商事法務 Vol.47,No.4 459-465 頁を参照されたい。  
3 国際 NPO の CBI（Climate Bonds Initiative、気候債券イニシアチブ）が発行する「2018 Green 
Bond Market Summary」によれば、CBI 基準に適合するグリーンボンド発行額は世界全体で 1,673 億

米ドル（約 18.3 兆円）、ソーシャルボンドやサステナビリティボンドも加えると 2,025 億米ドル（22.2
兆円）である。日本のグリーンボンドの発行状況については、グリーンボンド発行促進プラットフォー

ム〈http://greenbondplatform.env.go.jp/〉を参照されたい。  

３．地方公共団体における債券発行について  
日本における債権関連法、地方財政法改正、地方債の「ラベリング」「差別化」「見せ方」

の重要さ、地方公共団体におけるグリーンボンド発行の仕組み等を踏まえる。  
2016 年度からは、地方財政法改正による届出基準の一部緩和により、公的資金債の一部

（特別転貸債・国の予算等貸付金債）に事前届出制が導入されている。発行の仕組みとし

ては、複数の地方公共団体による発行スキームも提示されている4。 
「一地方公共団体が世界の投資市場で太刀打ちできるのか」という疑問が呈されること

が予測できる。竹林正人氏（サスティナリティクス社東京オフィス：SRI およびコーポレ

ート・ガバナンス分野の独立系調査会社）によれば、「GBP(グリーンボンド原則)に適うと

第三者機関に認証されたグリーンボンドは、世界市場にそのように提示されるため、世界

の投資家が注目する（2019 年 2 月 18 日の研究会にて）」と回答された。地方公共団体は、

その存在の公益性と持続性からも優良投資先と考えられているようである。  
報告者が、環境省のグリーンボンド発行支援部局およびグリーンボンドの承認を行う第

三者機関との研究会、ESG 金融ハイレベル・パネルの傍聴等を経て検討した限りでは、日

本の地方公共団体であっても、十分に資金確保が可能と予測している。  
４．国内のグリーンボンド発行事例

次に、地方公共団体のグリーンボンド発行事例として、国内事例をいくつか紹介する。

グリーンボンドのタイトルを冠したものとしては東京都のものがあるが、ラベリングして

いないがグリーンボンドと分類できるものは従前からいくつかあることが確認できる。

加えて、グリーンボンドは気候変動対策や再エネルギー発電事業が現在まででは一般的

であるが、報告者は、自然資源の保全に対しても活用可能であると考えており、そうした

数少ない発行事例（国内外）を紹介する。

５．考察

これらを踏まえ、報告者からの提言を行う。ここでは、自然資源の保全に関連するもの、

および地域の環境リスクを低減する仕組みを構築するための運用を提案する。

６．むすび

グリーンボンドに特有の問題である「グリーンボンド発行事業体がグリーン（環境配慮

型自治体）であるべきか」「グリーンな事業と聞いていたから投資したのにそうではないら

しい」等という事態に陥った場合についての検討を行う。報告者は、前者については、グ

リーンではない企業（いわゆる「ブラウン企業」）がグリーン化を目指すのであれば受容・

推奨するべきと考えている。

なお、このテーマ関連して、「グリーンボンドを発行したいのですが、何をテーマにする

とよいでしょうか」という集金目的の問いに遭遇する。しかし、それは目的と手段が入れ

替わっていると報告者は考えており、グリーンボンドの発行を主眼に置いてはいない。

謝辞：本研究は、内閣府の 2018 年度「自治体 SDGs モデル事業」の一つである「富山市 SDGs 推進プ

ロジェクト～地域再生可能エネルギー導入による地産地消及び ESD 推進～」からの助成をうけたもの

である。  

 
4 前掲注 3）グリーンボンド発行促進プラットフォームの「グリーンボンド発行モデル」

〈http://greenbondplatform.env.go.jp/greenbond/project.html〉を参照されたい。  
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研究発表 【セッション 】 ＳＤＧｓ・グリーン経済

Ｂ－３ 地元間伐材の有効活用事例「木になる紙」が展開するグリーン経済や福祉等への貢献

2019 年 8 月 23 日(金)
佐賀市役所 循環型社会推進課 山口和海

１．研究背景

少子高齢化の進展によって、佐賀市の人口は 2010 年を基準にすると、15 年後の 2025 年

には 91％にまで減少する。その一方で、65 歳以上の高齢化率は 7.1％増（全人口比 30.2％占

有）と推計されており、特に中山間地域ではその傾向が顕著に表れており、地域コミュニテ

ィ崩壊（限界集落化）の危機が迫っている。

佐賀市の中山間地域の山々の多くは、全国と同様に整備が行き届かずに荒れている。この

ような中山間地域を研究フィールドとして捉え、「林業再生」を切り口に、商品価値の低い「

間伐材」を有効活用して商品開発に繋げ、社会的需要の創出を通して林業を支援する取組み

に着目している。この取組みを象徴する商品ブランド名が「木になる紙」である。代表的な

商品は「コピー用紙」であるが、現在では封筒、ファイル、印刷用紙などに拡大している。

２．取組みの概要

佐賀市は「木になる紙」を全国に先駆けて 2009 年度から導入し、今年で 年が経過して

いる。現在も取組みは継続中である。

「木になる紙」による林業再生支援の手法には、森林保全、環境保護や地産地消を循環させ

る仕組みが採用されている。それはまず、一般市民誰もが使用する「紙」に着目したもので、

「間伐材」を山々に放置したままにせず、これをバージンパルプ化して「紙」の原料として

商品開発し、有効活用することにある。

「木になる紙」が商品化された時点で、森林整備と CO２削減を推進することに貢献してい

る。さらに、これを地元で消費、すなわち「地産地消」に基づく環境に優しい消費行動（グ

リーン購入）を充実させることで、社会的な普及利用を促すものである。佐賀市はこのリー

ディングプロジェクトとして取組みを開始し、現在に至っている。

林業従事者には、「木になる紙」の原料として拠出した「間伐材」を買い取るという行為で

、経済的な支援を最初に行っている。さらに、最終消費者への販売代金の一部が、「間伐材」

を拠出した量に応じて、林業従事者に対し「還元金」という形で支給される仕組み（第２の

支援金）が、「木になる紙」には内包されている。

の仕組みは、「間伐材」有効活用と拡大再生産を目指したものであり、「木になる紙」の

誕生は、生産・流通・消費という市場メカニズムの循環作用の中で、かつては廃材扱いであ

った地元の「間伐材」を社会的に有効活用できる事例を世に生み出したもので意義がある。

佐賀市では取組みを通して、林業経済支援のみならず、森林保全や環境保護・教育等も盛

り込んだ総合的な地域活性化策に結び付けている。⇒⇒⇒ ＳＤＧｓの実現へ

３．研究目的

森林・環境政策に視点を置いた社会経済システムの整備が、地域課題の解決策の一つとして

役立つということを論証するために、『木になる紙』の先行事例（佐賀市、佐賀県全体への波及

）及び全国展開しつつある現状に着目した実証的研究とする。

４．分析方法

経済的支援の側面（還元金の額）、森林保全の面（間伐推進面積）、環境保護の側面（CO２吸

収量・削減量）において、各指標の実績値が一定の政策効果をもたらしていることを検証する。

さらに、元々は紙業界内の協調・協力関係で始めた取組みが、今や環境教育、福祉部門など、

他の全く異なる分野との連携・協働が生み出され、新たな社会貢献の仕組みが形成されつつあ

ることに言及する。
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研究発表 【セッション 】 ＳＤＧｓ・グリーン経済

Ｂ－３ 地元間伐材の有効活用事例「木になる紙」が展開するグリーン経済や福祉等への貢献

2019 年 8 月 23 日(金)
佐賀市役所 循環型社会推進課 山口和海

１．研究背景

少子高齢化の進展によって、佐賀市の人口は 2010 年を基準にすると、15 年後の 2025 年

には 91％にまで減少する。その一方で、65 歳以上の高齢化率は 7.1％増（全人口比 30.2％占

有）と推計されており、特に中山間地域ではその傾向が顕著に表れており、地域コミュニテ

ィ崩壊（限界集落化）の危機が迫っている。

佐賀市の中山間地域の山々の多くは、全国と同様に整備が行き届かずに荒れている。この

ような中山間地域を研究フィールドとして捉え、「林業再生」を切り口に、商品価値の低い「

間伐材」を有効活用して商品開発に繋げ、社会的需要の創出を通して林業を支援する取組み

に着目している。この取組みを象徴する商品ブランド名が「木になる紙」である。代表的な

商品は「コピー用紙」であるが、現在では封筒、ファイル、印刷用紙などに拡大している。

２．取組みの概要

佐賀市は「木になる紙」を全国に先駆けて 2009 年度から導入し、今年で 年が経過して

いる。現在も取組みは継続中である。

「木になる紙」による林業再生支援の手法には、森林保全、環境保護や地産地消を循環させ

る仕組みが採用されている。それはまず、一般市民誰もが使用する「紙」に着目したもので、

「間伐材」を山々に放置したままにせず、これをバージンパルプ化して「紙」の原料として

商品開発し、有効活用することにある。

「木になる紙」が商品化された時点で、森林整備と CO２削減を推進することに貢献してい

る。さらに、これを地元で消費、すなわち「地産地消」に基づく環境に優しい消費行動（グ

リーン購入）を充実させることで、社会的な普及利用を促すものである。佐賀市はこのリー

ディングプロジェクトとして取組みを開始し、現在に至っている。

林業従事者には、「木になる紙」の原料として拠出した「間伐材」を買い取るという行為で

、経済的な支援を最初に行っている。さらに、最終消費者への販売代金の一部が、「間伐材」

を拠出した量に応じて、林業従事者に対し「還元金」という形で支給される仕組み（第２の

支援金）が、「木になる紙」には内包されている。

の仕組みは、「間伐材」有効活用と拡大再生産を目指したものであり、「木になる紙」の

誕生は、生産・流通・消費という市場メカニズムの循環作用の中で、かつては廃材扱いであ

った地元の「間伐材」を社会的に有効活用できる事例を世に生み出したもので意義がある。

佐賀市では取組みを通して、林業経済支援のみならず、森林保全や環境保護・教育等も盛

り込んだ総合的な地域活性化策に結び付けている。⇒⇒⇒ ＳＤＧｓの実現へ

３．研究目的

森林・環境政策に視点を置いた社会経済システムの整備が、地域課題の解決策の一つとして

役立つということを論証するために、『木になる紙』の先行事例（佐賀市、佐賀県全体への波及

）及び全国展開しつつある現状に着目した実証的研究とする。

４．分析方法

経済的支援の側面（還元金の額）、森林保全の面（間伐推進面積）、環境保護の側面（CO２吸

収量・削減量）において、各指標の実績値が一定の政策効果をもたらしていることを検証する。

さらに、元々は紙業界内の協調・協力関係で始めた取組みが、今や環境教育、福祉部門など、

他の全く異なる分野との連携・協働が生み出され、新たな社会貢献の仕組みが形成されつつあ

ることに言及する。

 

５．研究成果

経済面

取組み開始から 2018 年度までの 年間で、佐賀市の「還元金」の支給額は約 万円。

環境面

間伐推進やカーボン・オフセットによる、佐賀市の CO２吸収量・削減量は約 t。
環境・消費者教育面

取組みが地産地消型の複合的な政策効果を目指したものであることから、民間主導で啓発

イベントが開催されるなど、地元産を愛する心を養う環境教育や消費者教育の面において効

果が出ている。

雇用創出面

佐賀市内の中山間地域における林業の若手新規就労者が現在 25 名程度おり、雇用創出面で

も定住促進を含めた中山間地域支援への成果は出ているものと分析している。

協働面

① 当初は佐賀市の調達行政（グリーン購入）として開始した取組みが、今では森林行政部

門からも「紙」用木材の優先拠出という市の組織一体型の強い後押しを受けており、地域

ブランド商品『佐賀の森の木になる紙』が民間主導で誕生するまでの市場規模である。

② 佐賀市が 2009 年の導入時から並行して県内外の他の自治体（主に九州北部地域内の自

治体が多い）にも協調して調達を呼びかける活動（協働）をしてきたことが、結果的に『木

になる紙』製品の地域内流通量の増加をもたらしている。

③ ②の市場の動向を、民間の紙業界関係者（木材商社・製紙メーカー・紙卸商社等）が注

目し、現在では製紙メーカー間競争が誘発され、九州内ではいくつものご当地版『木にな

る紙』（「九州」・「佐賀」・「福岡」・「熊本」）が誕生している。さらには、佐賀市から取組み

のノウハウを伝授した「滋賀」・「愛媛」など九州以外でも誕生し、現在では西日本から東

日本にかけて、全国展開中である。

６．結論と考察

グリーン購入がもたらす複合的価値（教育・福祉等他分野への影響）の創造

① 元々「グリーン購入」という消費行動を出発点として始めた「木になる紙」の取組みが

、今では複合的な価値を創造するまでの影響を及ぼしている。他県での「木になる紙」の

取組みでは、製品の製造工程や配達納品等に、就労継続支援Ａ型事業所を活用する動きも

出始めている。

② 官民協働プロジェクト（事業型協働）である「木になる紙」の取組みが、森林保全や環

境対策等の社会経済システムの改善に意義のある取組みとして成功し、社会的に認知され

ると、他分野（環境教育、障害者就労支援、新産業支援等）においても、「地域資源」を

活用しようとする機運の高まりに好影響を与えている。

ソーシャルビジネスモデル（新たな担い手の登場）の推奨

「木になる紙」による地域間伐材活用の視点が、他の地域資源（例；放置竹林他）の有効活

用の事業化による社会的課題の解決を目指そうとする民間人に対しても、活動のヒントを与

えており、ソーシャルビジネスの社会的認知度の向上にも貢献している。このような価値の

一般化は、森林・環境政策に視点を置いた社会経済システムの整備が地域課題の解決策の一

つとして役立つということの普遍化に寄与している。

ＳＤＧｓの実現へ

「木になる紙」は、各地域での取組みを通して、林業の再生支援の他、森林保全や環境保

護・教育、福祉との連携等、総合的な地域活性化策に結び付けられており、環境省が提唱す

る「地域循環共生圏」の一つの事例を演じている。正しく、環境・経済・その他の社会問題

を統合的に解決することを目指していることから、ＳＤＧｓの実現にも寄与している。

今後の課題

一般消費者へ「木になる紙」の取組みをさらに普及させるには、誰もが環境に優しいエシ

カル消費を意識した消費者市民社会づくりの推進が必要である。
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Ｃ－１ 「行政不服申立てと苦情処理制度」【発表要旨】

大阪経済法科大学 藤島光雄

１ はじめに

「行政不服申立て」に関する一般法として、行政不服審査法（平成 年法律第 号。以下
「新行審法」という。）があり、その 条には、「この法律は、行政庁の違法又は不当な処分そ
の他公権力の行使に当たる行為に関し、国民が簡易迅速かつ公正な手続の下で広く行政庁に対
する不服申立てをすることができるための制度を定めることにより、国民の権利利益の救済を
図るとともに、行政の適正な運営を確保することを目的とする」（同条 項）と規定されている。

一方で、「苦情処理制度」に関する一般法はない。しかしながら、国においては、行政相談委
員法 昭和 年法律第 号 があり、その 条で「この法律は、国民の行政に関する苦情の解
決の促進に資するため、苦情の相談に関する業務の委嘱について必要な事項を定め、もつて行
政の民主的な運営に寄与することを目的とする」として、行政相談委員制度が設けられている。
ただ、対象はあくまでも国の行政に関するものであり自治体の苦情を受け付けるものではない。
このため、 年の地方分権改革を経て、自治体においては、住民参加・地方自治等の推進

施策として、広報広聴制度の中で、ひろく住民の声を聴く制度を設け、苦情処理もその一環と
して機能してきたが、近年条例を制定するなど新しい動きがみられる。
本報告では、新行審法施行後の状況と地方分権改革後、苦情処理制度を自治体において条例

等において制度化する動きについて概観し、両制度の課題について検討を行うものである。
２ 行政不服申立て

新行審法は、平成 年６月 日に公布され、平成 年４月１日から施行されたが、昭和
年に制定された行政不服審査法（昭和 年法律第 号。以下「旧行審法」という。）を全

部改正したもので、その改正の趣旨は、①公正性の向上、②使いやすさの向上、③国民の救済
手段の充実・拡大の観点から、 審理の見える化、 国民の利便性を図ったものである。

具体的には、ア 審理員による審理手続・第三者機関への諮問制度の導入、イ 審理手続に
おける審査請求人の権利を拡充、ウ 審査請求への一元化、エ 審査請求期間の延長、オ 迅
速な審理の確保、カ 不服申立前置の見直し、が行われた結果、これまでの各種調査結果では、
概ね「公正性の向上」、「使いやすさの向上」は図られたが、「迅速な審理の確保」はその効果は
未だあらわれてはいない。一方で、行政不服審査法による不服申立ての認容率の低いことは、
旧法下の時代から指摘されてきたところであり、特に不当性を理由に処分の取消しを行った例
はほとんど見られず、従前から不当性の審査が十分に機能していないことが指摘されている 。

東京弁護士会行政法研究部において、平成 年７月に裁決事例について調査を行った結果に

よると、「裁決において『不当』を理由に取り消しているように読めるものも一定数あるが、実

体としては『違法』を理由に取り消したと評価されるものがほとんどである」とし、認容裁決

は 件あり、うち何らかの形で『不当』と言及しているものは 件あったが」、「いずれも『違
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Ｃ－１ 「行政不服申立てと苦情処理制度」【発表要旨】

大阪経済法科大学 藤島光雄

１ はじめに

「行政不服申立て」に関する一般法として、行政不服審査法（平成 年法律第 号。以下
「新行審法」という。）があり、その 条には、「この法律は、行政庁の違法又は不当な処分そ
の他公権力の行使に当たる行為に関し、国民が簡易迅速かつ公正な手続の下で広く行政庁に対
する不服申立てをすることができるための制度を定めることにより、国民の権利利益の救済を
図るとともに、行政の適正な運営を確保することを目的とする」（同条 項）と規定されている。

一方で、「苦情処理制度」に関する一般法はない。しかしながら、国においては、行政相談委
員法 昭和 年法律第 号 があり、その 条で「この法律は、国民の行政に関する苦情の解
決の促進に資するため、苦情の相談に関する業務の委嘱について必要な事項を定め、もつて行
政の民主的な運営に寄与することを目的とする」として、行政相談委員制度が設けられている。
ただ、対象はあくまでも国の行政に関するものであり自治体の苦情を受け付けるものではない。

このため、 年の地方分権改革を経て、自治体においては、住民参加・地方自治等の推進
施策として、広報広聴制度の中で、ひろく住民の声を聴く制度を設け、苦情処理もその一環と
して機能してきたが、近年条例を制定するなど新しい動きがみられる。

本報告では、新行審法施行後の状況と地方分権改革後、苦情処理制度を自治体において条例
等において制度化する動きについて概観し、両制度の課題について検討を行うものである。

２ 行政不服申立て

新行審法は、平成 年６月 日に公布され、平成 年４月１日から施行されたが、昭和
年に制定された行政不服審査法（昭和 年法律第 号。以下「旧行審法」という。）を全

部改正したもので、その改正の趣旨は、①公正性の向上、②使いやすさの向上、③国民の救済
手段の充実・拡大の観点から、 審理の見える化、 国民の利便性を図ったものである。

具体的には、ア 審理員による審理手続・第三者機関への諮問制度の導入、イ 審理手続に
おける審査請求人の権利を拡充、ウ 審査請求への一元化、エ 審査請求期間の延長、オ 迅
速な審理の確保、カ 不服申立前置の見直し、が行われた結果、これまでの各種調査結果では、
概ね「公正性の向上」、「使いやすさの向上」は図られたが、「迅速な審理の確保」はその効果は
未だあらわれてはいない。一方で、行政不服審査法による不服申立ての認容率の低いことは、
旧法下の時代から指摘されてきたところであり、特に不当性を理由に処分の取消しを行った例
はほとんど見られず、従前から不当性の審査が十分に機能していないことが指摘されている 。

東京弁護士会行政法研究部において、平成 年７月に裁決事例について調査を行った結果に

よると、「裁決において『不当』を理由に取り消しているように読めるものも一定数あるが、実

体としては『違法』を理由に取り消したと評価されるものがほとんどである」とし、認容裁決

は 件あり、うち何らかの形で『不当』と言及しているものは 件あったが」、「いずれも『違

法』を理由に取り消したと評価されるものであった」としており、その 年後、報告者が行った

調査でも同様のことが伺える。なぜ、 不当性審査が十分に機能しないのか、その理由には、①

「違法」と「不当」との区別の不明確性、②不当性審査基準の不明確性、③行政不服申立てに

対する審査機関の課題等があげられている。

３ 自治体における苦情処理制度

多くの自治体では、広聴制度の一環として、住民からの苦情処理を位置付けているが、なか

には、積極的に条例等を制定し、制度化を行う自治体も少しずつではあるが増えてきている。

例をあげると、自治体における最初のオンブズマンの制度化は、平成２年に制定された「川

崎市市民オンブズマン条例」であり、同年 月１日から施行されている。この条例は、①苦情

処理、②行政監視、③行政改善の３つの機能を有しており、その後、多くの自治体でもオンブ

ズマン制度が導入されたが、一方で、費用対効果・コスト面から廃止された自治体もある。

このほか、多治見市是正請求制度（多治見市是正請求手続条例）、ニセコまちづくり基本条例

条（意見・要望・苦情等への応答義務）・ 条 対応のための機関 、京都府府民簡易監査制度

京都府府民簡易監査規程 、鳥取県「県民の声」（鳥取県広聴活動実施要領）、新宿区区民の声

委員会条例など、自治体独自の取り組みが行われており、一定の成果を上げている。

４ 自治体における不服申立てと苦情処理制度の意義と課題
行政不服申立て制度は、行政救済制度として法的に整備されたものであり、その対象も「行

政庁の違法又は不当な処分その他公権力の行使に当たる行為」である。一方の苦情処理制度は、
一般的には法的な根拠もなく、その対象も行政に対するクレームも含め、ある意味何でもあり
であり、両者は、似て非なるものである。しかしながら、両制度の目的は、国民の権利利益の
救済を図るとともに、行政の適正な運営を確保することであり、国民の行政に対する信頼を回
復し、行政活動の改革や改善に役立つ一面を有する。
両制度の機能や実態を概観し比較したときに、新行審法は、全国大小 余りの全ての自治

体一律に課せられた制度で、これほど重厚な屋上屋を架すような制度が本当に必要なのかどう
か、特に小規模の自治体を想定したときは、はなはだ疑問である。このため、違法な処分に対
しては、行政事件訴訟法で対応し、訴訟が多くなると困るような処分に対しては、国税処分と
同じような審査請求前置主義を採用すればよい。先の京都府府民簡易監査制度では、申立内容
については、苦情が多く、本来の財務に対する監査に結びつけるという目的から逸れてしまっ
ているとの意見もあるが、本来の目的のひとつが、「住民自治」による府政チェックであり、そ
の意味ではオンブズマンではないものの、第三者の立場として苦情申立があった場合、担当部
署に対して要望・意見が言えること、処分権限はないが促すことができる点では、有効に機能
している。不服審査の前段階として申立てがある場合等もあり、第三者的役割として、部局と
して担当部長に対して意見等を直接言える立場にもある、として一定の評価もある。
新行審法においても、不当性の審査が有効に機能していないと思われる現状においては、監

査を財務に限定せずに、広く公権力の行使としての処分等にまでその対象を拡大し、現行の監
査制度と行政救済制度が一体となった制度の再構築など、行政不服申立てと苦情処理制度が一
体となった制度の再構築が必要ではないかと思われる。
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(hasumi.kenta@silver.plala.or.jp) 
１ 取組に至る経緯

筆者は、平成 年度から栃木県那須塩原市の

法規担当として、行政手続法（条例）を担当する

こととなった。

折しも、行政不服審査法が全部改正され、併せ

て行政手続法が一部改正された。これを受け、行

政手続条例の一部改正や、改正行政不服審査法の

施行に向けた例規整備などをすることとなった。

これら一連の作業の中で、原課 が発出した処

分通知書を確認する機会があり、行政手続法（条

例）が求める「理由の提示」について、単に根拠

法令の条項を記載するなど、適切になされていな

いことが分かった。

行政手続法（条例）は、規制規範と解されてい

る 。そうであるならば、市民や事業者に法令遵

守を求めている以上、市自らが行政手続法（条

例）を遵守しなければならないだろう 。職員の

行政手続法（条例）の理解を高め、法令遵守を徹

底することが課題ととらえていたところ、行政リ

ーガルドックの提唱者である上智大学の北村喜宣

教授の協力を得て、平成 年度から行政リーガ

ルドックに取り組むこととなった。

 
２ 取組内容

（１）診査方法

平成 年度は、「不利益処分」を対象とした。

具体的には、

①老人福祉法 条１項に基づく養護老人ホー

ム等への入所措置

②生活保護法 条１項に基づく不正受給者か

らの費用徴収

の２事務を対象とし、 項目にわたる「行政リ

ーガルドックチェックシート」に基づき、診査を

行った。チェックシートの主な項目としては、

○処分基準を定めているか

○処分基準を公にしているか

○聴聞又は弁明の機会の付与を行っているか

○不利益処分の理由について処分の相手方が

それを明確に確認しうる程度に、根拠規

定、処分基準、原因となる事実等が個別具

体的に提示されているか

○不服申立てができる旨や不服申立てをすべ

き行政庁、不服申立期間を書面で教示して

いるか

が挙げられる。

診査は、チェックシート、処分基準、事務マニ

ュアル、処分通知書とその起案文書の写し等を参

照しながら、担当課の課長、係長にヒアリングす

る方法により行った。

（２）対象事務の概要と診査結果

① 老人福祉法 条１項に基づく養護老人ホ

ーム等への入所措置

事務の概要は、環境上の理由及び経済的理由に

より、あるいは常時介護を必要とするが、虐待等

やむを得ない理由により居宅において養護を受け

ることができない高齢者を養護老人ホームや特別

養護老人ホームに入所させるものである。

指摘された主な問題点は、次のとおりである。

・事務の性質上、対象者が認知症を患っているこ

とが稀ではなく、意思能力に欠けるなど受領能

力がないような場合でも、本人に通知している

のであれば、措置決定の有効性に疑問が残るの

ではないか。

・処分の理由は、「環境上の理由及び経済的理由

に該当するため」「やむを得ない理由による」
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(hasumi.kenta@silver.plala.or.jp) 
１ 取組に至る経緯

筆者は、平成 年度から栃木県那須塩原市の

法規担当として、行政手続法（条例）を担当する

こととなった。

折しも、行政不服審査法が全部改正され、併せ

て行政手続法が一部改正された。これを受け、行

政手続条例の一部改正や、改正行政不服審査法の

施行に向けた例規整備などをすることとなった。

これら一連の作業の中で、原課 が発出した処

分通知書を確認する機会があり、行政手続法（条

例）が求める「理由の提示」について、単に根拠

法令の条項を記載するなど、適切になされていな

いことが分かった。

行政手続法（条例）は、規制規範と解されてい

る 。そうであるならば、市民や事業者に法令遵

守を求めている以上、市自らが行政手続法（条

例）を遵守しなければならないだろう 。職員の

行政手続法（条例）の理解を高め、法令遵守を徹

底することが課題ととらえていたところ、行政リ

ーガルドックの提唱者である上智大学の北村喜宣

教授の協力を得て、平成 年度から行政リーガ

ルドックに取り組むこととなった。

 
２ 取組内容

（１）診査方法

平成 年度は、「不利益処分」を対象とした。

具体的には、

①老人福祉法 条１項に基づく養護老人ホー

ム等への入所措置

②生活保護法 条１項に基づく不正受給者か

らの費用徴収

の２事務を対象とし、 項目にわたる「行政リ

ーガルドックチェックシート」に基づき、診査を

行った。チェックシートの主な項目としては、

○処分基準を定めているか

○処分基準を公にしているか

○聴聞又は弁明の機会の付与を行っているか

○不利益処分の理由について処分の相手方が

それを明確に確認しうる程度に、根拠規

定、処分基準、原因となる事実等が個別具

体的に提示されているか

○不服申立てができる旨や不服申立てをすべ

き行政庁、不服申立期間を書面で教示して

いるか

が挙げられる。

診査は、チェックシート、処分基準、事務マニ

ュアル、処分通知書とその起案文書の写し等を参

照しながら、担当課の課長、係長にヒアリングす

る方法により行った。

（２）対象事務の概要と診査結果

① 老人福祉法 条１項に基づく養護老人ホ

ーム等への入所措置

事務の概要は、環境上の理由及び経済的理由に

より、あるいは常時介護を必要とするが、虐待等

やむを得ない理由により居宅において養護を受け

ることができない高齢者を養護老人ホームや特別

養護老人ホームに入所させるものである。

指摘された主な問題点は、次のとおりである。

・事務の性質上、対象者が認知症を患っているこ

とが稀ではなく、意思能力に欠けるなど受領能

力がないような場合でも、本人に通知している

のであれば、措置決定の有効性に疑問が残るの

ではないか。

・処分の理由は、「環境上の理由及び経済的理由

に該当するため」「やむを得ない理由による」

と老人福祉法の条文上の文言を記載しているだ

けのものであった。措置に至るこういう事実が

あり、これを処分基準に当てはめるとこうな

る、という三段論法で書く必要がある。

・平成 年 月にした入所措置であったにもか

かわらず、教示内容は旧法下のものであり、ま

た取消訴訟に係る教示がなされていない。

② 生活保護法 条１項に基づく不正受給者

からの費用徴収

事務の概要は、生活保護法 条による収入の

届出の義務に反し、生活保護受給者が福祉事務所

長に申告しなかったときに、同法 条１項によ

り、不正に受給した費用を徴収するものである。

平成 年度には、 件の費用徴収決定を行っ

ており、そのうち９件をサンプルに診査を行っ

た。

指摘された主な問題点は、次のとおりである。

・処分理由について、９件の処分通知書全てに記

載されているのは、理由ではなく単に事実で、

理由提示の程度が不十分ではないか。

・不正受給者からの費用徴収に関する争訟手段に

ついて自由選択主義がとられているが、不服申

立前置主義がとられている教示文を付すなど不

適切である。

・処分通知書の柱書に、「返還するよう指示しま

す」とするものがあるが、不利益処分である以

上、「命じます」とすべきである。

（３）診査後の対応

診査を受けた２課は、それぞれ処分通知書の様

式の制定や改正、処分理由の記載例の作成に取り

組み、業務改善を図った。

また、行政リーガルドックで確認された問題点

は、診査対象とした２事務に限ったものではな

い。理由提示の不十分さ、教示文の誤りなどは、

同種の事務にも共通した問題と推測される。その

ため、庁内に水平展開するべく、庁内向け説明会

を実施し、係長級の職員を中心に約 名が受講

した。

説明会では、各課において、①診査対象とした

２事務と同種の事務の点検作業（根拠条項が適切

に示されているか、理由提示は十分か、教示文は

適切か、根拠条文が最新のものか、など）、②処

分の件数が多いもので、例規上様式が制定されて

いないものについて様式整備、③処分理由の記載

例の作成を要請した。

 
（４）取組の効果 
導入に当たって、ほとんどコストは掛かってい

ないにもかかわらず、抽象的な座学の研修に比

べ、具体的に行政手続法（条例）にどのように反

しているかを学べ、研修効果は格段に高い。 
 
３ 今後の課題

行政手続法（条例）が適用される事務は数多

く、

法規担当のみで行政リーガルドックを行うのは不

可能である。そこで、各課に起点となる人材が必

要となる。

那須塩原市では、各課における例規審査をする

ため、「政策法務主任」を配置している。今後

は、法規担当と政策法務主任が連携し、行政リー

ガルドックを水平展開していく仕組みづくりと政

策法務主任の能力向上が課題であると考えてい

る。

【注】

国や自治体では、法令や事務を所管する担当課を

「原課」と呼称している。

阿部泰隆『行政法解釈学Ⅰ〔初版補訂〕』（有斐閣、

年） 頁参照。

蓮實憲太「那須塩原市における行政リーガルドック

の取組み～行政手続コンプライアンスの向上を目指

して」自治実務セミナー 年 月号 頁
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C-3 自治基本条例における住民投票条項のあり方 

－石垣市における自衛隊配備計画の是非を問う住民発議を中心として 

 

                        長野県立大学グローバルマネジメント学部 

                              講師 野口 暢子 

 

防衛省は南西諸島への自衛隊配備を着々と進めている。尖閣諸島を有する石垣市でも、建設予

定地の一部であるジュマール楽園の土地が売却されたことを受け、2019年 3月に「陸上自衛隊

石垣島駐屯地（仮称）」の建設が始まった。  

石垣市では、自衛隊の配備に関し、市長は賛成の姿勢をとっており、議会でも賛成の立場を表

明している議員がやや優勢な状況である。住民の意見は割れている。 

そのような状況の中、住民は、「石垣市平得大俣地域への陸上自衛隊配備計画の賛否を問う住民

投票」を住民発議する運動を行い、石垣市自治基本条例で定められている「有権者の4分の1以

上の署名」という条件をクリアする14,263筆の署名を集め、市に住民投票の実施を求めた。  

「石垣市自治基本条例」第 2８条は「市民のうち本市において選挙権を有する者は、市政に係

る重要事項について、その総数の４分の１以上の者の連署をもって、その代表者から市長に対し

て住民投票の実施を請求することができる」という住民発議による住民投票についての条文であ

る。しかし、条例の解説では、地方自治法に定められている直接請求のしくみを使って住民投票

条例の制定を求めることになっており、「自治基本条例」第2８条の条文は死文化している。 

石垣市と同様に、「自治基本条例」の中に住民発議による住民投票の条文を定めている自治体は

多数存在する。5年前のデータであるが、安藤愛の調べによれば、2014年 4月1日までに施行

された314自治体の「自治基本条例」のうち、274自治体で「自治基本条例」の中になにかし

らの住民投票に関する規定があるとのことだ1。しかしながら、住民発議による住民投票は、その

手続きを条例や規則で定めていない場合、実際に住民発議が行われた際に石垣市と同じような条

例の解説がなされ、結局、地方自治法に定められている条例の直接請求のしくみを使って住民投

票条例制定を求めざるを得ず、有権者の何分の1かの署名があれば、議会での議決を経ずにでき

るはずの住民発議による住民投票が、住民投票条例を作成し、有権者の50分の1の署名を集め、

議会の議決を経て、やっと住民投票を行えることとなってしまう可能性がある。 

自治基本条例における住民発議による住民投票条項を使えるものにするためにはどうすればよ

いのか。例えば、静岡県掛川市では、「自治基本条例」の第6章で住民発議による住民投票につい

ての定めを置き、有権者の6分の1以上の署名による住民発議の内容を「住民投票条例」の中で

制定し、「住民投票条例施行規則」で住民投票に関する細かな手続きや住民発議に必要な書類一式

 
1 沼田良・安藤愛「自治基本条例の現段階と可能性（上）」『自治総研』第42巻2号、2016年2月、81頁 
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－石垣市における自衛隊配備計画の是非を問う住民発議を中心として 

 

                        長野県立大学グローバルマネジメント学部 

                              講師 野口 暢子 

 

防衛省は南西諸島への自衛隊配備を着々と進めている。尖閣諸島を有する石垣市でも、建設予

定地の一部であるジュマール楽園の土地が売却されたことを受け、2019年 3月に「陸上自衛隊

石垣島駐屯地（仮称）」の建設が始まった。  

石垣市では、自衛隊の配備に関し、市長は賛成の姿勢をとっており、議会でも賛成の立場を表

明している議員がやや優勢な状況である。住民の意見は割れている。 

そのような状況の中、住民は、「石垣市平得大俣地域への陸上自衛隊配備計画の賛否を問う住民

投票」を住民発議する運動を行い、石垣市自治基本条例で定められている「有権者の4分の1以

上の署名」という条件をクリアする14,263筆の署名を集め、市に住民投票の実施を求めた。  

「石垣市自治基本条例」第 2８条は「市民のうち本市において選挙権を有する者は、市政に係

る重要事項について、その総数の４分の１以上の者の連署をもって、その代表者から市長に対し

て住民投票の実施を請求することができる」という住民発議による住民投票についての条文であ

る。しかし、条例の解説では、地方自治法に定められている直接請求のしくみを使って住民投票

条例の制定を求めることになっており、「自治基本条例」第2８条の条文は死文化している。 

石垣市と同様に、「自治基本条例」の中に住民発議による住民投票の条文を定めている自治体は

多数存在する。5年前のデータであるが、安藤愛の調べによれば、2014年 4月1日までに施行

された314自治体の「自治基本条例」のうち、274自治体で「自治基本条例」の中になにかし

らの住民投票に関する規定があるとのことだ1。しかしながら、住民発議による住民投票は、その

手続きを条例や規則で定めていない場合、実際に住民発議が行われた際に石垣市と同じような条

例の解説がなされ、結局、地方自治法に定められている条例の直接請求のしくみを使って住民投

票条例制定を求めざるを得ず、有権者の何分の1かの署名があれば、議会での議決を経ずにでき

るはずの住民発議による住民投票が、住民投票条例を作成し、有権者の50分の1の署名を集め、

議会の議決を経て、やっと住民投票を行えることとなってしまう可能性がある。 

自治基本条例における住民発議による住民投票条項を使えるものにするためにはどうすればよ

いのか。例えば、静岡県掛川市では、「自治基本条例」の第6章で住民発議による住民投票につい

ての定めを置き、有権者の6分の1以上の署名による住民発議の内容を「住民投票条例」の中で

制定し、「住民投票条例施行規則」で住民投票に関する細かな手続きや住民発議に必要な書類一式

 
1 沼田良・安藤愛「自治基本条例の現段階と可能性（上）」『自治総研』第42巻2号、2016年2月、81頁 

の形式を指定している。このように住民発議による住民投票に関する手続きは丁寧に定めておか

なければならない。 

「石垣市自治基本条例」に定められている「有権者の 4 分の 1 以上」である 14,263 筆の署

名は、地方自治法の条例の直接請求と同じく、住民投票条例案をつけて請求され、石垣市議会で

賛成１0、反対10、退席１となり、議長採決で2019年 2月 1日に否決された。その後、議員

提案で再度、住民投票条例案が提出されたが、「平得大俣地域への陸上自衛隊駐屯地配備に関する

特別委員会」で審議されたのち、賛成８、反対１１、退席１、欠席１で同年6月 17日に否決さ

れた。石垣市では、新たな手を打たないと、自衛隊配備に関する住民投票ができない状況である。 

2016年 10月には、石垣市は「自治基本条例」の解説で住民投票条例を制定しなくても住

民発議で住民投票が実施できる。有権者の４分の１以上の連署→住民投票の実施を請求→市

長は「所定の手続き」（①署名簿の審査、②選挙管理委員会への事務委託、③住民投票の形式

確認、④投票用紙の記載方法、⑤投票日の設定）を経て実施しなければならない。「所定の手

続き」については条文に明確な規定はないが、「議会の議決を必要とする条例の制定は含ま

れていない」との解釈を示し、「その数の署名が集まれば、市議会に諮ることなく、必ず住民

投票を実施するというもの」と説明していた2。 

地方自治法第 74 条で有権者の 50 分の１以上の署名で条例の制定請求ができると規定さ

れており、これに基づき、住民投票条例を制定して、住民投票が実施される場合が多い。し

かし、石垣市では自治基本条例に署名数について有権者の４分の１以上という高いハードル

を設けることで、議会の議決を経ずに住民投票そのものの実施を請求できるはずであった。

「住民投票は市の将来を左右するような重大な事項に関して、市民が自らの意思を直接表明

する権利を保障するもの。この権利をより強く保障するため、市民から有権者の４分の１の

連署により住民投票実施の請求があったときは、市議会の議決に付することなく、必ず住民

投票を実施するものとしている」と当時の市は解説していたのである。それが、前述のよう

な解釈に変更されてしまった。 

与那国島では、議会が2008年に自衛隊の誘致を決議したが、住民の意見は割れ、約7年にわ

たり議論が行われたのち、中学生以上の有権者による住民投票を行った結果、「配備賛成」が

58.7％を占め、陸上自衛隊の駐屯地が配備されている。宮古島でも、自衛隊基地の建設が着々と

進んでいる。そのような中で、「南西シフト」の最後の砦である石垣市は住民発議による住民投票

を行って決めたいという住民の思いを「自治基本条例」では救えなかった。 

「自治基本条例」における「住民投票条項」を使えるものにするためには、何をしておかなけ

ればならないのだろうか。掛川市のように3点セットをつくる以外の方法はあるのだろうか。 

本報告では、石垣市の事例を教訓として、「自治基本条例における住民投票条項」のあり方を考

察する。                                    以 上 

 
2 「八重山毎日新聞」2016年 10月9日（http://www.y-mainichi.co.jp/news/30560 最終閲覧日

2019年 7月 26日） 
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住民の福利向上（ウェルビーング）に寄与する自治体の 技術の活用に関する
研究－ ・ 技術の導入に対する若者の認識を中心として

戸川和成

．研究背景

日本は現在、人口減少、少子化、超高齢化、財
政制約の拡大という大きな課題を背負っている。
山積した問題を打破すべく、中長期的な改革プラ
ンとして、日本は 年代に向けた「 」
の成長戦略を掲げている。これを受け、自治体行
政は変容するべく 技術の活用戦略を行って
いる。これは、財政制約の中、行政が法令に基づ
く公共サービスを的確に実施するという「自治体
行政の標準化」が期待される。今後は自治体行政
に 技術を活用し、行政内部の事務作業を省略
化（行政内部の人的リソース削減）し、経営資源
を効率的に活用し、簡素化することで、市民の利
便性の向上を謳う施策が実施されると予想される。

．研究目的

この様な社会変化を目の当たりにし、私たち市
民、とりわけ将来を担う若者はどのような認識を
抱いているのであろうか。この問題意識に基づき、
稲葉（ ）は、 年に「 の影響に関する
調査」という 調査を実施し、 の影響に関
する市民意識の調査を行った。これは、 ・
技術の影響を、市民の意識から把握しようとした
日本の数少ない貴重なデータといえる。
本研究は、このデータを用いて、１）将来の日

本を支える若者は簡素化し効率化を進める行政運
営をどのように受け止めるのであろうか、２）

および 政策が進むことによって、中長期
的には市民の福利向上（ウェルビーング）を高め
るものであろうかという問題に取り組む。

実施は日本大学法学部稲葉陽二研究室が（株）クロス
マーケティングに委託して行った。また、倫理審査は東
北大学調査・実施倫理委員会に受審し、承認（ 年
月 日承認 承認 文倫 ）を得て

．分析方法

具体的には、 ・ 技術の導入に対する若
者の認識の設問を従属変数に設し、 技術を導
入した行政への評価と市民の福利向上への認識に
対する影響の分析を行った。具体的な設問項目の
詳細は表１の通りである。従属変数は「政策立案
における 導入への意見」および、「 技術

の発展により幸せになれると思う」という変数を
設定した。なお、若者の認識を推計するために、
稲葉（ ）が実施した「 の影響に関する調
査（ ）」のうち、年齢層を「 代」
に限定（ ）して分析を行った。独立変数
には、属性要因のうち、「性別」、「最終学歴」、
「専攻」、「職種」を統制している。加えて、若者

いる。なお、本稿は文部科学研究費補助金 挑戦的研究
（開拓）（課題番号 、研究代表者稲葉陽二）に
よるものです。また、稲葉陽二氏からデータの提供を受
け、ここに記して謝意を表します。

表 分析に用いる変数一覧
変
数

項目 値名

従
属
変
数

政策立案における
導入への意見

＝政治・行政の議論を通じて政策を立て
るべき
政策を客観的に立案できる に任せた

方が良い

技術の発展によ
り幸せになれると思う

＝あまり幸せになれない＋決して幸せに
なれない
変わらない
ずっと幸せ（やや幸せ）になれる

独
立
変
数

性別 男性、 女性

最終学歴
中学校、 高校、 短大・高専・専門
大学、 大学院

専攻 文系、 理系、 その他

職種
専門職、 管理職、 事務職、
販売職、 サービス職、 生産工程・労

務・保安職、 農林漁業
年齢 ・ 代に限定して分析（ ）
技術が発展した社

会への意見：
技術による情報

の利用

人工知能の言いなりになる
個人の好みに合った快適なサービスが

可能

技術による監視
細かいところまで監視されて窮屈
犯罪の少ない安全な世の中になる

格差への対応
格差が拡大する
格差は縮小する

技術の利用への意
見：
地域コミュニティの

見回り

住民が協力して見回りを行うのが良い
監視能力の高い に任せるのが良い

社内人事

主観が入り込んだとしても上司の判断
が良い
客観的な適正配置を可能とする の方

が良い
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の認識のうち、 技術が発展した社会への認
識、例えば「 技術による情報の利用」、
「 技術による監視」、「 格差への対応」
という設問を用いた。加えて、 技術の利用へ
の認識、例えば「地域コミュニティの見回

り」、「社内人事」の変数を独立変数に設定した。
自治体では、住民サービスの向上を目的とし

て、または防犯ないし情報（音声、画像、文章
等）に基づく状況への的確な判断の手段として
技術が応用されることが考えられる（稲継
： ）。その視点を踏まえ、筆者は、

技術が、行政の、例えば公共サービスの供給
や、地域社会の中でのコミュニティへの対応、ま
たは経済格差の問題や社内（庁内）人事の判断に
利用され、社会へ浸透した状況に対する賛否が、
技術を導入した政策形成への賛否とどのよう

に関係するのかを確認した。さらに、 技術を
導入した政策形成が、人々の内面にどのように受
容されうるのかという問題を考えるべく、「 技
術の発展により幸せになれると思う」意識を代理
指標に代えて考察を図った。

．結果の考察

表 カテゴリカル回帰分析結果

要約すると、女性で、短大卒・専門学校既卒
者、大学既卒者、理系、専門職や管理職、農林漁
業の従事者であるほど、 技術を導入した政策
形成に肯定的である。また、男性、大学既卒者、
専門職、管理職、事務職、農林漁業従事者である
ほど、 技術の発展により幸せになれると思う
と回答する傾向にある。加えて、地域コミュニテ
ィの見回りや社内人事への対応が 技術を導入
した政策形成への肯定的認識と関連している。加
えて、 技術による情報利用、監視、地域コミ
ュニティの見回り、社内人事、政策立案に対する
技術の応用への認識が 技術を導入した社会

におけるウェルビーングと正に関連している。

．結論

技術の導入への見解は性差や教育差または
職種に応じ違いがある。さらに、人材を適正に判
断する手段として 技術を活用することは
技術を行政で導入することへの賛成の態度と関連
する。また、本分析の結果は、今日、過疎化およ
びコミュニティの希薄化が叫ばれ、自治会活動が
難しくなる現在、コミュニティの防犯政策に
技術が利用され、地方行政の政策形成に 技術
が導入されることは人々の幸福感を高める手段の
一つにもなり得ることを示唆している。一方で、
導入への見解は属性による差が存在してい

る。 技術が導入した社会に対し遍く人々が満
足するためには、この差を埋める取り組みを社会
科学的観点から議論し、政策に反映する取り組み
が必要と考えられる。

参考文献

総務省自治行政局行政経営支援室（ ）「地方
自治体における業務プロセス・システムの標準
化及び ・ロボティクスの活用に関する研究
会（第一回）・事務局提出資料」

稲継祐昭（ ）『 で変わる自治体業務―残る
仕事、求められる人材』ぎょうせい。

従属変数 導入：政策
立案

ウェルビー
ング

統制要
因

性別
最終学歴
専攻
職種

導入
要因

技術が発展し
た社会への意見：

技術による
情報の利用

技術による
監視

格差への対応

技術の利用へ
の意見：
地域コミュニテ

ィの見回り
社内人事
政策立案に

を利用

精度
判別率

出所）稲葉陽二（ ）「 の影響に関する調査」データ
注） ：漸近有意確率（両側） 水準、 ：漸近有意確率（両側）
水準で有意
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政令市における情報システム調達ガイドラインおよびに

情報システム最適化計画の公開状況

本田正美（東京工業大学環境・社会理工学院 研究員） 
 

１．研究の背景と目的 
自治体において、情報システム調達の適正化を図るために、情報システム調達ガイドラインを

策定する動きがあった。IPA によって行われた自治体の情報化に関わる調査では、2012 年段階で

8 割を超える都道府県でガイドラインが策定済であったのである(IPA 2012)。しかし、IPA による

自治体における情報化に関する調査は継続されたものの、2013 年以降は情報システム調達ガイド

ラインの策定状況に関する質問はなされていない。2013 年以降について、自治体における情報シ

ステム調達ガイドラインの策定状況や運用状況が詳らかではないというのが現状である。 
この状況を捉えて、本田(2018)では、都道府県における情報システム調達ガイドラインの策定

状況を調査した。その結果、47 都道府県中 10 道県でその存在を Web 上で確認した。ガイドライ

ンは策定されているのかもしれないが、それが外部から確認できる状況にあるのかというと、必

ずしもそうではないということである。 
その本田(2018)の調査過程で、情報システム調達ガイドラインの策定に代わるようにして、情

報システム最適化計画の策定がなされるようになっていることを確認した。そこで、本田(2019)
では、都道府県における情報システム最適化計画の公開状況を調査した。その結果、47 都道府県

中 19 都道県でその存在を Web 上で確認した。こちらも、策定自体はされているとしても、外部

から確認出来る状況では必ずしもないということになる。 
上記の二つの調査は都道府県を対象に行ったものである。2019 年 3 月には、神奈川県川崎市が

川崎市情報システム全体最適化方針を策定した。かように、都道府県のみならず政令指定都市に

おける動向にも目を向ける必要があり、本研究はその調査を行うことを目的とする。 
 

２．研究の対象 
本研究では、20 の政令指定都市における情報システム調達ガイドラインおよびにシステム全体

最適化計画の公開状況について調査を行う。その方法は、本田(2018・2019)を踏襲して、Web 検

索を主体とするものである。具体的には、「情報システム調達ガイドライン、自治体名」「システ

ム全体最適化計画、自治体名」と打ち込んで Google 検索を行い、その結果表示された上位 10 番

目以内に当該自治体における各情報が存在するか否かを確認した。その際、その情報が発見出来

た場合、その URL を記録しておく。さらに、各自治体の情報政策部門の Web ページにもアクセ

スし、情報システム調達ガイドラインやシステム全体最適化計画に関する情報が掲載されている

か否か確認を行い、この際にも情報が発見できた際にはその URL を記録した。この一連の作業

を事前に行い、あらためて 2019 年 5 月 4 日に、その全ての URL を再確認する作業を行った。 
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政令市における情報システム調達ガイドラインおよびに

情報システム最適化計画の公開状況

本田正美（東京工業大学環境・社会理工学院 研究員） 
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中 19 都道県でその存在を Web 上で確認した。こちらも、策定自体はされているとしても、外部

から確認出来る状況では必ずしもないということになる。 
上記の二つの調査は都道府県を対象に行ったものである。2019 年 3 月には、神奈川県川崎市が

川崎市情報システム全体最適化方針を策定した。かように、都道府県のみならず政令指定都市に

おける動向にも目を向ける必要があり、本研究はその調査を行うことを目的とする。 
 

２．研究の対象 
本研究では、20 の政令指定都市における情報システム調達ガイドラインおよびにシステム全体

最適化計画の公開状況について調査を行う。その方法は、本田(2018・2019)を踏襲して、Web 検

索を主体とするものである。具体的には、「情報システム調達ガイドライン、自治体名」「システ
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か否か確認を行い、この際にも情報が発見できた際にはその URL を記録した。この一連の作業

を事前に行い、あらためて 2019 年 5 月 4 日に、その全ての URL を再確認する作業を行った。 
 

３．結果 
調査の結果、情報システム調達ガイドラインについては大阪市・堺市・広島市の 3 市でその存

在を確認した。また、システム全体最適化計画(あるいは方針)については、仙台市・さいたま市・

千葉市・川崎市・横浜市・名古屋市・堺市・神戸市・岡山市・広島市の 10 市でその存在を確認し

た。両方を確認出来たのは広島市のみであった。 
情報システム調達ガイドラインよりもシステム全体最適化計画の方が確認された数が多いとい

うのは、本田(2018・2019)における都道府県を対象にして行った調査の結果と同様である。シス

テム全体最適化計画は近時に策定が進められているものであり、それだけ Web 上でも確認が容易

である可能性があるが、それでも、IPA(2012)においては人口 30 万人以上の自治体の 55.3%が調

達方法に関するガイドラインを策定していると回答していたことを考えると、情報システム調達

ガイドラインが公開されている政令指定市が三つに留まったのは数として少ないと評価されよう。 

４．考察と結論 
都道府県と同様に政令市においても情報システム調達ガイドラインやシステム全体最適化計画

は Web 上で公開されているものの、その数は必ずしも多くはなかった。

その理由には三つの可能性が想定される。その第一は、それらガイドラインや計画を策定して

いないという可能性である。第二は、策定はしているものの、内部資料に留まり、Web 上を始め

とした外部への情報提供が進んでいないという可能性である。第三は、情報化計画の中で情報シ

ステム調達や最適化に言及し、別途ガイドラインや計画は策定していない可能性である。

それらいずれの理由により今回のような調査結果になったのかは、本研究による方法では詳ら

かとはならない。ただし、調査結果からは、全般的な傾向として、システム全体最適化計画の策

定と公開に重心が置かれている様子がうかがえる。なお、システム全体最適化計画が策定された

ものの、その計画年限が到来して以後、更新がなされていないと思しき事例も見受けられた。公

開数の少なさとも相まって、自治体における情報政策に関わる潮流として、情報システム調達や

最適化に関わる取り組みへの関心が薄れてきている可能性が指摘出来るところである。

対して、2018 年 3 月に、日本政府は政府情報システムの整備及び管理などに関わる「デジタル・

ガバメント推進標準ガイドライン」を策定し、さらに、その他にも電子政府政策分野に関わる各

種ガイドラインなどを断続的に策定や改訂して、それらを標準ガイドライン群として公開してい

る。政令指定都市では関心が低下している可能性のある政策課題であっても、国では重点的な取

り組みがなされており、この中央地方間での対応の相違について検証を加えていく必要がある。

参考文献

IPA(2012)「第 5 回地方自治体における情報システム基盤の現状と方向性の調査」https://www.ipa.go.jp/files/000002364.pdf 

本田正美(2018)「自治体における情報システム調達ガイドライン策定の現状と課題」『情報システム学会 第 14 回

全国大会・研究発表大会発表予稿』S2-B3 

本田正美(2019) 「自治体における情報システム調達ガイドラインおよびに情報システム最適化計画の策定状況」

『情報処理学会第 81 回全国大会講演論文集』1 号、pp.417-418
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Ｄ-３ 「根拠に基づく政策運営」（Evidence-based Policy Making） 

－ＥＢＰＭの基本的な考え方と自治体の今後の対応－ 

神奈川県政策研究センター 細野 ゆり 

１．ＥＢＰＭとは何か 

近年、データを積極的に利活用しながら合理的に政策判断を行う方策－『ＥＢＰＭ（「証拠に基

づく政策立案」、Evidence-based Policy Making）』－を政策のプロセスに意識的に取り入れなが

ら、行政を運営していくことが強く求められてきている。 

ＥＢＰＭについては、論者によって力点は異なるが、概ね「政策運営において、政策課題の発

見から、政策立案と実施、成果の検証までのつながりを、因果関係の明確化やデータによる検証

等を行うことによって、根拠をより強く意識するための仕掛け」と定義することができる。端的

には、ＥＢＰＭとは「根拠(evidence) に基づいて、政策を運営(manage)すること」だと言える。 

ＥＢＰＭのキーワ

ードは、「①データ分

析」「②根拠／因果関

係」「③成果／検証」

の３つであるが、ＥＢ

ＰＭの目指している

ことは、「政策の根拠

や成果を意識する」と

いう行政としては至

極当たり前のことで

あり、これまでの仕事

の進め方と本質的に

異なるものではない。 

 

２．ＥＢＰＭを理解するための基本的な概念や用語 

（１）因果関係、ランダム化比較試験（ＲＣＴ） 

 「因果関係がある」というのは、ＸとＹとの間に『Ｘが起きたら（原因）、Ｙが起こる（結果）』

という「原因と結果の関係」があることをいう。ただ、世の中の事象では、一見すると因果関係

がありそうに見えながら、実は「疑似相関」しかないものも多数あり、ＥＢＰＭを進めていく上

では、両者の見極めをしていくことが重要となる。 

例えば、「あるグループの子供について、牛乳を飲んだら（政策）、背が伸びた（効果）」といっ

た場合、牛乳以外の要因が影響していないか等を確認しながら、政策効果を評価していくことは

当然必要とされよう。そうした中では、「ランダム化比較試験（ＲＣＴ）」－上記事例であれば、

（「牛乳を飲む」という点を除いて）同一の条件のグループ同士で身長の伸び方を比較する方法－

が、因果関係や政策効果を示す手法としては最も科学的な方法とされる。 

もっとも、実務においてはＲＣＴを適用できない、あるいは適用することが適当でない場面は

少なからずある。こうしたことから、実際の行政運営に当たっては、与えられた状況に応じて、

政策効果の根拠を示すと考えられる最も適切な手法を選択して、政策効果を測定・評価していく

ことが重要となる。 

また、実際の政策立案の過程において、全ての因果関係を自力で証明することが困難な場合等

には、先行研究等を援用するといった工夫を行うといったことも考えられる。 

（２）ロジック・モデル 

「ロジック・モデル」とは、「政策課題―政策」あるいは「政策－期待される効果」との間の因

果関係をわかりやすく一枚紙などにまとめ、視覚的に把握しやすくしたものである。これは、Ｅ

  

課題の発見/整理           成果（課題の解決） 
 

          効果的な政策 

     ↑                       ↑           ↑ 

(A)データ等の入手   (C)立案（因果関係等の検討） (F)評価（効果の検証） 

               （指標の設定） 

(B)データ等の分析   (D)予算化（同上） 

(E)実施（進捗管理と軌道修正） 

 データ分析重視  根拠／因果関係重視  成果／検証重視 
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Ｄ-３ 「根拠に基づく政策運営」（Evidence-based Policy Making） 

－ＥＢＰＭの基本的な考え方と自治体の今後の対応－ 

神奈川県政策研究センター 細野 ゆり 

１．ＥＢＰＭとは何か 

近年、データを積極的に利活用しながら合理的に政策判断を行う方策－『ＥＢＰＭ（「証拠に基

づく政策立案」、Evidence-based Policy Making）』－を政策のプロセスに意識的に取り入れなが

ら、行政を運営していくことが強く求められてきている。 

ＥＢＰＭについては、論者によって力点は異なるが、概ね「政策運営において、政策課題の発

見から、政策立案と実施、成果の検証までのつながりを、因果関係の明確化やデータによる検証

等を行うことによって、根拠をより強く意識するための仕掛け」と定義することができる。端的

には、ＥＢＰＭとは「根拠(evidence) に基づいて、政策を運営(manage)すること」だと言える。 

ＥＢＰＭのキーワ

ードは、「①データ分

析」「②根拠／因果関

係」「③成果／検証」

の３つであるが、ＥＢ

ＰＭの目指している

ことは、「政策の根拠

や成果を意識する」と

いう行政としては至

極当たり前のことで

あり、これまでの仕事

の進め方と本質的に

異なるものではない。 

 

２．ＥＢＰＭを理解するための基本的な概念や用語 

（１）因果関係、ランダム化比較試験（ＲＣＴ） 

 「因果関係がある」というのは、ＸとＹとの間に『Ｘが起きたら（原因）、Ｙが起こる（結果）』

という「原因と結果の関係」があることをいう。ただ、世の中の事象では、一見すると因果関係

がありそうに見えながら、実は「疑似相関」しかないものも多数あり、ＥＢＰＭを進めていく上

では、両者の見極めをしていくことが重要となる。 

例えば、「あるグループの子供について、牛乳を飲んだら（政策）、背が伸びた（効果）」といっ

た場合、牛乳以外の要因が影響していないか等を確認しながら、政策効果を評価していくことは

当然必要とされよう。そうした中では、「ランダム化比較試験（ＲＣＴ）」－上記事例であれば、

（「牛乳を飲む」という点を除いて）同一の条件のグループ同士で身長の伸び方を比較する方法－

が、因果関係や政策効果を示す手法としては最も科学的な方法とされる。 

もっとも、実務においてはＲＣＴを適用できない、あるいは適用することが適当でない場面は

少なからずある。こうしたことから、実際の行政運営に当たっては、与えられた状況に応じて、

政策効果の根拠を示すと考えられる最も適切な手法を選択して、政策効果を測定・評価していく

ことが重要となる。 

また、実際の政策立案の過程において、全ての因果関係を自力で証明することが困難な場合等

には、先行研究等を援用するといった工夫を行うといったことも考えられる。 

（２）ロジック・モデル 

「ロジック・モデル」とは、「政策課題―政策」あるいは「政策－期待される効果」との間の因

果関係をわかりやすく一枚紙などにまとめ、視覚的に把握しやすくしたものである。これは、Ｅ

  

課題の発見/整理           成果（課題の解決） 
 

          効果的な政策 

     ↑                       ↑           ↑ 

(A)データ等の入手   (C)立案（因果関係等の検討） (F)評価（効果の検証） 

               （指標の設定） 

(B)データ等の分析   (D)予算化（同上） 

(E)実施（進捗管理と軌道修正） 

 データ分析重視  根拠／因果関係重視  成果／検証重視 

ＢＰＭ的な発想の下で、因果関係などを事前に十分意識しながら政策を立案しやすくするための

「補助的なツール」の一つといえる。 

「ロジック・モデルの策定」とは、聞きなれない用語ではあるが、決して特殊なことではない。

政策立案の過程で政策の根拠や期待される効果等をきちんと検討し、整理できていれば、それら

を簡明なかたちにまとめて一枚紙などにまとめていく作業をしていくことに過ぎないのである。 

３．ＥＢＰＭを推進していく上での対応の柱 

（１）根拠・成果を重視するような政策プロセス上の工夫 

 自治体がデータを利活用する庁内文化を醸成し、ＥＢＰＭを推進していくに当たっては、まず

は「①データ」「②因果関係」「③成果」を重視した政策立案や政策評価を行いやすいように、政

策運営のプロセスを整えていくことが重要となる。 

具体的には、（１）正しいデータに基づき、多面的に分析して政策課題を明確化すること（前頁

図(A)～(B)に該当)、（２）ロジック・モデル等も使いながら、政策目標に照らして、根拠があっ

て成果達成に最も有効と考えられる政策を選択すること（同(C)～(E)）、（３）あらかじめ設定し

ていた成果指標に基づき、政策の成果を極力定量的に検証し、次の政策立案にも活用していくこ

と（同(E)～（F））が重要となる。 

（２）データを利活用しやすい環境の整備 

また、職員がデータを利活用しやす

くなるような環境整備も重要である。 

具体的には、（A）庁内外の官民データ

を職員が入手しやすく、使いやすくす

ること、（B）データ分析のできる人材

を育成すること、（C）事業課の具体的

なデータ分析作業を専門人材が支援す

る体制を作ること、また、(A)～(C)を進

めていく上で（D）外部組織と連携・協

力することなどが有用と考えられる。 
 

４．神奈川県におけるＥＢＰＭ推進の取組み 

本県では、これまでもできる限り統計データなど客観的な指標を活用した政策運営に努めてき

たが、2018 年度からは、ＥＢＰＭという発想を明確に政策プロセスに組み込み、少しでも因果関

係を重視し、データを活用するという新しい組織文化を定着させようとしているところである。 

具体的には、（１）ＥＢＰＭの基本概念等にかかる情報提供（職員研修等）、（２）政策プロセス

の実務におけるＥＢＰＭ的な発想の取込み（政策レビュー、予算査定時の様式の見直し等）、（３）

データ分析をしやすいシステム環境の整備、（４）データ整備・分析業務の支援体制の整備など、

多くの関係部署が連携しながらＥＢＰＭの推進に向けて幅広く対応をしている。 

当センターは、神奈川県庁内の調査セクションとして、県庁内の関係部局と連携しながら、政策の企画

立案や具体的施策の遂行に資する調査・分析を行っている。調査にあたっては、「学術的な『研究』では

なく、足許の政策の立案・遂行に直接役立つこと」を目指しており、県政の重要課題を中心に、内外の事

例の調査、論点整理や政策提言などを行っている。各種報告書は、神奈川県ホームページ（政策研究セン

ター）に掲載しているので、是非ご覧いただきたい。 

【最近の主な調査テーマ】 

人生 100 歳時代         疾病・医療費データの分析 

未病の改善               若者の起業支援 

自治体における ICT 推進の条件          性的マイノリティ(LGBT)支援 

人口減少・労働力減少問題への対応       ソーシャル・インパクト・ボンド 

 

(A)データの整備     (B)人材の育成 

 

 

 

 

(C) データ分析の支援体制の整備 

 
 
 
 

      (D)外部組織との連携・協力        
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地方議会図書室による政策形成支援－先進事例にみる成果と可能性－

国立国会図書館 塚田洋

１．問題の所在

人口減少・少子高齢化による財源不足等を背景に、地方自治体では、前例のない地域課題への

対処を求められる場面が増え、政策形成力の向上が課題となっている。条例制定や予算の議決権

を持つ地方議会は、地方自治体の政策形成プロセスにおいて重要な役割を担うことから、地方議

会の政策形成力の向上もまた喫緊の課題となっている。

地方自治法第 100 条は、議員の調査研究活動を支える議会独自の情報源として、議会図書室の

設置を義務付けている。ただし、これは議会図書室単独で審議に必要な資料を整備することを意

味しているわけではなく、政府から一定範囲の刊行物の送付を受けるほか（地方自治法第 100
条）、公共図書館との資料相互貸借（図書館法第 3 条）や、大学図書館との協力（大学基準協会

による大学図書館基準）が想定されている。

一方、このような制度設計が行われた昭和 20 年代（大学は昭和 50 年代）と現在では、情報環

境が劇的に変化している。インターネットを通じて最新の行政情報、学術情報等を容易に入手で

きるようになっただけでなく、昨今ではビッグデータの活用可能性が高まり、地方自治体におい

ても「証拠に基づく政策形成」(EBPM）の導入が試みられている。

議会図書室を起点とした文献調査は、政策形成手法として陳腐化したのであろうか、それとも

今日においても意義を有するのであろうか。本報告は、先進事例の分析を通じてその答えを探

る。分析に当たっては公開資料のほか、各議会図書室から提供を受けた事例や実績値を用いた。

なお、先行研究はほとんど行われていない。

２．議会図書室の現状と未整備理由

議会基本条例において議会図書室の充実を謳う例は多く見られるが、実際に整備を進めている

議会は稀である。例えば、『日経グローカル』の全国議会図書室調査（2015 年）からは、①県

庁所在市以下の議会図書室は大半が「無人の書庫」であり、②「無人の書庫」では、文献調査を

駆使して政策形成を行うという発想自体が失われていることが読み取れる。

議会図書室が未整備のまま放置される理由は、司書の能力に対する理解と関係している。ある

県議会の議会改革委員会では、①わずかな資料費の執行やデータベースの代行検索のために専門

職を置く必要はないこと、②司書は行政経験が乏しく、議員の調査依頼に対応できないことを理

由に、議会図書室への司書の配置が見送られた。しかし、こうした主張は必ずしも当たらない。

なぜなら、議員や議会事務局職員と司書では情報行動に違いがあり、司書不在の場合、資料・情

報に収集漏れが生じる可能性があること、行政経験のない司書が実施する政策立案支援サービス

（例えば大阪府立図書館の P-support）が一定の評価を得ていることが指摘できるからである。

３．先進事例の分析

議会改革の一環として、近年、議会図書室の整備に取り組んだ 3 つの事例を分析する。整備の

動機は、行政追認型議会に対する市民の不信感、前例踏襲による政策形成の限界など様々である

が、取組が中核市や一般市に広がった点に特色がある。整備手法は 2 通りに分かれる。

① 対外連携重視型（連携重視型）

直ちに議会図書室の整備・運営予算（資料費・司書の雇用）が確保できない場合には、まず外

部の図書館との連携が進められる。大津市議会では、龍谷大学図書館と連携し、①議会図書室整

備充実に関する助言、②議員による大学図書館所蔵資料の利用、③調査相談（レファレンス）等

のサービスを受けている。田原市では田原市図書館が従来の行政支援サービスの範囲を拡大して
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地方議会図書室による政策形成支援－先進事例にみる成果と可能性－ 
 

国立国会図書館 塚田洋 
 
１．問題の所在 
人口減少・少子高齢化による財源不足等を背景に、地方自治体では、前例のない地域課題への

対処を求められる場面が増え、政策形成力の向上が課題となっている。条例制定や予算の議決権

を持つ地方議会は、地方自治体の政策形成プロセスにおいて重要な役割を担うことから、地方議

会の政策形成力の向上もまた喫緊の課題となっている。 
地方自治法第 100 条は、議員の調査研究活動を支える議会独自の情報源として、議会図書室の

設置を義務付けている。ただし、これは議会図書室単独で審議に必要な資料を整備することを意

味しているわけではなく、政府から一定範囲の刊行物の送付を受けるほか（地方自治法第 100
条）、公共図書館との資料相互貸借（図書館法第 3 条）や、大学図書館との協力（大学基準協会

による大学図書館基準）が想定されている。 
一方、このような制度設計が行われた昭和 20 年代（大学は昭和 50 年代）と現在では、情報環

境が劇的に変化している。インターネットを通じて最新の行政情報、学術情報等を容易に入手で

きるようになっただけでなく、昨今ではビッグデータの活用可能性が高まり、地方自治体におい

ても「証拠に基づく政策形成」(EBPM）の導入が試みられている。 
議会図書室を起点とした文献調査は、政策形成手法として陳腐化したのであろうか、それとも

今日においても意義を有するのであろうか。本報告は、先進事例の分析を通じてその答えを探

る。分析に当たっては公開資料のほか、各議会図書室から提供を受けた事例や実績値を用いた。

なお、先行研究はほとんど行われていない。 
 
２．議会図書室の現状と未整備理由 
議会基本条例において議会図書室の充実を謳う例は多く見られるが、実際に整備を進めている

議会は稀である。例えば、『日経グローカル』の全国議会図書室調査（2015 年）からは、①県

庁所在市以下の議会図書室は大半が「無人の書庫」であり、②「無人の書庫」では、文献調査を

駆使して政策形成を行うという発想自体が失われていることが読み取れる。 
議会図書室が未整備のまま放置される理由は、司書の能力に対する理解と関係している。ある

県議会の議会改革委員会では、①わずかな資料費の執行やデータベースの代行検索のために専門

職を置く必要はないこと、②司書は行政経験が乏しく、議員の調査依頼に対応できないことを理

由に、議会図書室への司書の配置が見送られた。しかし、こうした主張は必ずしも当たらない。

なぜなら、議員や議会事務局職員と司書では情報行動に違いがあり、司書不在の場合、資料・情

報に収集漏れが生じる可能性があること、行政経験のない司書が実施する政策立案支援サービス

（例えば大阪府立図書館の P-support）が一定の評価を得ていることが指摘できるからである。 
 
３．先進事例の分析 
議会改革の一環として、近年、議会図書室の整備に取り組んだ 3 つの事例を分析する。整備の

動機は、行政追認型議会に対する市民の不信感、前例踏襲による政策形成の限界など様々である

が、取組が中核市や一般市に広がった点に特色がある。整備手法は 2 通りに分かれる。 
① 対外連携重視型（連携重視型） 
直ちに議会図書室の整備・運営予算（資料費・司書の雇用）が確保できない場合には、まず外

部の図書館との連携が進められる。大津市議会では、龍谷大学図書館と連携し、①議会図書室整

備充実に関する助言、②議員による大学図書館所蔵資料の利用、③調査相談（レファレンス）等

のサービスを受けている。田原市では田原市図書館が従来の行政支援サービスの範囲を拡大して

議会支援を進め、①議会図書室用資料の選定、②市政課題関連図書のセット貸出し、③調査相談

等を行っている。 
② 対外連携＋独自整備型（独自整備型） 

呉市議会では庁舎移転を機に司書 1 名と資料費を確保し、議会図書室の整備充実を進め、同時

に複数の公共・大学図書館との連携を図った。常駐の司書は議会運営や市政に関する「土地勘」

を磨き、その成果は先進事例や新着資料の解説を掲載した情報誌「チャージ」や、各議員の関心

事項に即した最新情報配信サービス「イナズマ」として提供されている。議員が質問準備のため

に調査相談に訪れ、司書のサポートを受けて先進事例、法的裏付け、統計データ等を調査するこ

とが日常的な光景となるなど、整備前の「無人の書庫」から大きく変貌を遂げた。また、同図書

室は行政資料室を併設していることから、司書は執行機関職員の調査相談にも対応している。 
③ 実績評価 
上記の事例はそれぞれサービス開始から 3 年程度を経ており、いずれも議員の調査研究に必要

な情報環境を一定程度整備することに成功している。さらに、調査相談の成果が一般質問の根拠

資料として、または、政策形成のヒントとして活用された事例が報告されている。したがって、

定性的に評価すれば、議会図書室を起点とした文献調査は、今日においても議員の調査研究に役

立つといえる。一方、定量的に評価すれば、連携重視型の議員利用率がわずかであるのに対し、

独立整備型のそれは 9 割を超えるなど、その差は顕著である。このことは地方自治法や図書館法

の制度設計の一部を具体化した事例よりも、全面的に実施した事例の方が高い成果を上げたこと

を示している。なお、連携重視型が定着しにくい理由としては、①司書のいる図書室と議員のい

る控室や議場が物理的に離れており、議会事務局を通じた間接的なコミュニケーションにならざ

るを得ないこと、②市政課題や議員の関心に沿った迅速な情報提供などの、プッシュ型サービス

に限界があり、結果として司書の能力や調査相談の利点が理解されにくいことが考えられる。 
 
４．結論 
本報告で分析した先進事例から、議会図書室を起点とした文献調査が今日においても議員の調

査研究に役立つことが確認できた。ビッグデータの活用と仮説検証によって政策の精度を高める

EBPM のような手法を導入する場合でも、複数情報源からのデータ的裏付け、先行事例に対する

評価・分析などは必須であることから、今後も文献調査は一定の有効性を持つと考えられる。 
一方で課題も存在する。２．で述べたように議会図書室活用の利点はほとんど知られておら

ず、周知・啓発が必要である。呉市議会の整備事例は複数の受賞歴を持ち、地方議会及び図書館

双方の関係者の注目を集めたが、これに続く新たな取組事例が生まれることが望まれる。 
さらに、田原市、呉市の事例からは、図書館による議会支援と行政支援の親和性も指摘でき

る。議会図書室を、自治体必置の「政策形成専門図書館」と捉えれば、その資料とノウハウは、

執行機関職員を含め、広く政策形成に携わる者に役立つであろう。この点で議会図書室は自治体

の政策形成の質的向上に一層大きく貢献する可能性を秘めている。 
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議員提案政策条例における「脱金太郎飴化」

～スポーツ条例を題材として、過密立法と先行条例の狭間で「おもい」を「かたち」にする～

滝本 直樹（新潟県 議会事務局 議事調査課 課長補佐）

１ 現状（議員提案（政策）条例の「現在地」）

議員提案 政策 条例の制定数は、趨勢的に増加傾向にあるが、知事等の長提案のそれと比較した場

合、その制定数はまだまだ少ないと言わざるを得ない。マスコミ等においては、議会の政策立案能力

を示す指標の一つとして、議員提案政策条例の制定件数を採用することが多々あり、また、地方分権

一括法の施行以後、一部の地方議会を中心に当該条例の制定件数が飛躍的に上昇したことに伴い、多

くの地方議会に件数至上主義が蔓延し、制定される条例内容の金太郎飴化など弊害も指摘されている。

２ 課題設定

「政策（おもい）を法律（かたち）に」とは、衆議院法制局がコーポレートアイデンティティの一

環として平成 年１月から使用している標語である。

地方議会では、当該標語の精神に則り、議員提案による政策条例の制定過程において「住民の『お

もい』を、政策への変換を見据え、条例という『かたち』に」することが期待され、そして求められ

ているのではないだろうか。すなわち、地方議員は住民との多様な接点を有し、住民の声、現場の声

に敏感であるという得難い特性を所持しており、現場を熟知し多様な住民ニーズを拾い上げ、政策へ

の落とし込みをも行える、欠くことのできない存在である。換言すれば、住民のおもいを、政策への

変換を見据え、条例というかたちにすることができる地方議員の果たす役割は、決して小さいもので

はなく、この特性を生かし、部局横断型政策条例など住民本位の質の高い議員提案政策条例の策定に

取り組み、条例を介して政策の実施状況を検証し、必要に応じ当該条例の見直しを行っていくことが、

地方議会、ひいては当該自治体のさらなる発展に寄与するものと考える。

加えて、近年、地方自治や政策法務に精通した研究者によって、法令の「過剰過密」問題が、地域

の実情に即した条例制定の足かせになっているとの指摘もあり、議員提案政策条例を取り巻く環境は

厳しさを増しているところである。本稿では、平成 年３月に議員提案によって制定された「新潟

県スポーツの推進に関する条例」を題材として、過密立法ともいうべき「スポーツ基本法」の下、他

県の先行スポーツ条例との「差異」も意識しつつ、当該県の有するスポーツに係る課題解決に向け、

「住民の『おもい』を、政策への変換を見据え、条例という『かたち』に」する過程を通じ、模倣・

追従条例が多いとの指摘もある議員提案政策条例の「脱金太郎飴化」を模索する。

３ 分析

国の動向（スポーツ基本法の制定経緯と特徴）

スポーツ基本法は、昭和 年に制定されたスポーツ振興法を全部改正する形式で、民主党政権下

の平成 年５月 日に、超党派（衆議院８会派共同）の提案により第 回国会に提出され、６月

９日に衆議院、同 日に参議院において全会一致で可決している。当該法の条文数は制定時から全

条で構成されており、スポーツ振興法（全 条）よりも条文数が増加し、かつ、第１条では、ス

ポーツに関する施策を総合的かつ計画的に推進することによって、「国民の心身の健全な発達」、「明

るく豊かな国民生活の形成」、「活力ある社会の実現」及び「国際社会の調和ある発展」に寄与するこ

とを目的する旨定めるなど、手厚い規定ぶりが目を引くところである。

都道府県の動向

① 都道府県におけるスポーツ条例の制定状況等

新潟県議会では、スポーツ基本法と方向性を一にしつつ、スポーツを取り巻く環境の変化に対応す

べく、平成 年３月 日に新潟県スポーツの推進に関する条例を全会一致で可決しているが、既に

平成 年 月末日現在において、都道府県レベルにおけるスポーツの推進や振興を主な目的とした

34 研究発表セッションＥ



第 回自治体学会堺大会・研究発表セッションＥ（議会、人材育成）

議員提案政策条例における「脱金太郎飴化」

～スポーツ条例を題材として、過密立法と先行条例の狭間で「おもい」を「かたち」にする～

滝本 直樹（新潟県 議会事務局 議事調査課 課長補佐）

１ 現状（議員提案（政策）条例の「現在地」）

議員提案 政策 条例の制定数は、趨勢的に増加傾向にあるが、知事等の長提案のそれと比較した場

合、その制定数はまだまだ少ないと言わざるを得ない。マスコミ等においては、議会の政策立案能力

を示す指標の一つとして、議員提案政策条例の制定件数を採用することが多々あり、また、地方分権

一括法の施行以後、一部の地方議会を中心に当該条例の制定件数が飛躍的に上昇したことに伴い、多

くの地方議会に件数至上主義が蔓延し、制定される条例内容の金太郎飴化など弊害も指摘されている。

２ 課題設定

「政策（おもい）を法律（かたち）に」とは、衆議院法制局がコーポレートアイデンティティの一

環として平成 年１月から使用している標語である。

地方議会では、当該標語の精神に則り、議員提案による政策条例の制定過程において「住民の『お

もい』を、政策への変換を見据え、条例という『かたち』に」することが期待され、そして求められ

ているのではないだろうか。すなわち、地方議員は住民との多様な接点を有し、住民の声、現場の声

に敏感であるという得難い特性を所持しており、現場を熟知し多様な住民ニーズを拾い上げ、政策へ

の落とし込みをも行える、欠くことのできない存在である。換言すれば、住民のおもいを、政策への

変換を見据え、条例というかたちにすることができる地方議員の果たす役割は、決して小さいもので

はなく、この特性を生かし、部局横断型政策条例など住民本位の質の高い議員提案政策条例の策定に

取り組み、条例を介して政策の実施状況を検証し、必要に応じ当該条例の見直しを行っていくことが、

地方議会、ひいては当該自治体のさらなる発展に寄与するものと考える。

加えて、近年、地方自治や政策法務に精通した研究者によって、法令の「過剰過密」問題が、地域

の実情に即した条例制定の足かせになっているとの指摘もあり、議員提案政策条例を取り巻く環境は

厳しさを増しているところである。本稿では、平成 年３月に議員提案によって制定された「新潟

県スポーツの推進に関する条例」を題材として、過密立法ともいうべき「スポーツ基本法」の下、他

県の先行スポーツ条例との「差異」も意識しつつ、当該県の有するスポーツに係る課題解決に向け、

「住民の『おもい』を、政策への変換を見据え、条例という『かたち』に」する過程を通じ、模倣・

追従条例が多いとの指摘もある議員提案政策条例の「脱金太郎飴化」を模索する。

３ 分析

国の動向（スポーツ基本法の制定経緯と特徴）

スポーツ基本法は、昭和 年に制定されたスポーツ振興法を全部改正する形式で、民主党政権下

の平成 年５月 日に、超党派（衆議院８会派共同）の提案により第 回国会に提出され、６月

９日に衆議院、同 日に参議院において全会一致で可決している。当該法の条文数は制定時から全

条で構成されており、スポーツ振興法（全 条）よりも条文数が増加し、かつ、第１条では、ス

ポーツに関する施策を総合的かつ計画的に推進することによって、「国民の心身の健全な発達」、「明

るく豊かな国民生活の形成」、「活力ある社会の実現」及び「国際社会の調和ある発展」に寄与するこ

とを目的する旨定めるなど、手厚い規定ぶりが目を引くところである。

都道府県の動向

① 都道府県におけるスポーツ条例の制定状況等

新潟県議会では、スポーツ基本法と方向性を一にしつつ、スポーツを取り巻く環境の変化に対応す

べく、平成 年３月 日に新潟県スポーツの推進に関する条例を全会一致で可決しているが、既に

平成 年 月末日現在において、都道府県レベルにおけるスポーツの推進や振興を主な目的とした

条例は 県が制定しており、制定時期という面からみれば、平成 年に全国に先駆けて歯科保健推

進条例を制定した当該県議会といえどもスポーツ条例に関しては後発組と位置付けられよう。

② 新潟県スポーツの推進に関する条例の特徴等

金太郎飴条例やコピー＆ペースト条例が多いとの批判がある議員提案政策条例において、先行スポ

ーツ条例との比較から新潟県条例の特徴を見出すならば、「学校における体育及び運動部活動等の持

続的発展の推進を図るため、地域の実情に応じた環境の整備を講ずること」を規定した第 条を挙

げることができよう。当該条文は、新潟県における過疎化・少子化等の進行が児童・生徒の減少とし

て顕在化し、それが学校における体育や部活動に影響を及ぼし、単独校では、大会に出場するために

必要な人数を確保できず、残念ながら大会に参加できなかった事例も少なからずあるとの地域住民の

声を拾い上げ、これまでの学校単位の運動部活動等に固執することなく、地域内の学校が連携を密に

して、地域の実情に応じ、子どものスポーツの推進に関する環境を整える対策を講じていく必要があ

るとの認識が共有化され、盛り込まれたものである。まさに、「住民の『おもい』を、政策への変換

を見据え、条例という『かたち』に」することができた事例の一つと言えよう。

また、スポーツ基本法に対する地域感覚（現場感覚）としての「違和感」を条例制定に持ち込むこ

となく、住民目線で条文づくりに取り組んだことも特徴の一つと言えるのではないだろうか。すなわ

ち、同法では、「スポーツの振興のための事業を行うことを主たる目的とする団体」を「スポーツ団

体」と規定し、第５条では、スポーツに関する紛争について迅速かつ適正な解決に努めることなど当

該団体に係る努力規定を設けている。なお、同法第７条では、「国、独立行政法人、地方公共団体、

学校、スポーツ団体及び民間事業者その他の関係者は、基本理念の実現を図るため、相互に連携を図

りながら協働するよう努めなければならない」と規定しており、「スポーツ団体」と「民間事業者」

を別建てとしていることに着目すれば、「スポーツ団体」に「民間事業者」は含まれないものと解さ

れよう。一方で、スポーツ基本法を解説した書籍の中には、「スポーツ団体」には、各種目別競技団

体と、その加盟クラブやチームなどが想定される旨記載されているものもある。そうであるならば、

例えばサッカーについては、公益社団法人日本サッカー協会を頂点に、Ｊリーグを運営する公益社団

法人日本プロサッカーリーグがあり、その傘下に「『株式会社』アルビレックス新潟」などの加盟ク

ラブも当然のことながら入っていることから、新潟県条例の条文案検討に際しては、同法の解釈運用

と地域感覚（現場感覚）の「ズレ」を指摘する声も少なからずあったようだ。それ故、条例提案にあ

たっては、先行スポーツ条例において複数の制定県が取り入れていたスポーツ基本法に準拠した「ス

ポーツ団体」の概念を盛り込むことをせず、県民の方々が条文を読まれる際の分かりやすさを念頭に、

競技団体とスポーツ産業の事業者の双方を頭出しした「競技団体、スポーツ産業の事業者その他のス

ポーツの振興のための活動を行う個人又は団体」を「スポーツ関係団体等」と規定し、それぞれの実

情に応じてスポーツの推進に資する活動に主体的に取り組むよう努めるものとした。地域の実情や現

場感覚を重視し、法律あるいは先行条例の規定に過度に拘泥されることなく、コピー＆ペースト条例

にありがちな安易な先行事例の踏襲を回避し住民目線の規定を採用したことは、やはり、当該条例の

一つの特徴と言えよう。

③ 方向性の提示（議員提案政策条例の「新たな立ち位置」）

地方自治や政策法務に精通した研究者によれば、法令の過密は、執行を担当する自治体の裁量を限

定し、地域の実情に合った法令の解釈運用を難しくさせ、また、北海道から沖縄まで地域の実情が異

なるのに、細かな規定で画一的に規律しようとすれば、実態に合わない結果を招き、自治体の解釈や

工夫の余地を閉ざしてしまう事態をもたらしかねないと指摘している。このような中、自らの権限を

行使して政策実現を志向する地方議員のスタンスとしては、法律あるいは先行条例の規定に過度に拘

泥されることなく、住民目線にとことん拘り、「住民の『おもい』を、政策への変換を見据え、条例

という『かたち』に」する作業を積み重ねていくことが何よりも肝要であると考える。

※ 本稿中に示す見解は全て筆者個人の私見である。したがって、所属する組織の見解を示すもので

はないことを申し添える。
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越境する市町村職員に関する研究

－市町村職員の業務外活動に着目して－

黒田 伸太郎（熊本大学大学院社会文化科学教育部／熊本県菊陽町役場）  

 

１．本研究の背景と目的

地域社会の疲弊、人口減少等の地域課題が顕在化する中、市町村職員に対する期待が高まっており、

とりわけ、組織の境界を越え、本業以外の時間に様々な人々と活動し、課題解決のために自発的に連

携する職員が注目されている。市町村職員による業務外の活動に注目が集まる背景には、近年の「ガ

バメントからガバナンスへ」という潮流がある。ガバナンス論では、行政の質的変容の議論だけでな

く、多様なアクター間のネットワークが課題解決に寄与する点を強調する。このようなアクター間の

ネットワークの射程は組織の外にも及ぶ。自治体研究においても、職員の業務時間外の政策的なネッ

トワークと活動に関心が集まり始めている。業務外の活動が実際に散見される中、当該活動によって

職員やその周囲、政策等がどのように変化するのかを考察することで、組織の外への越境や業務時間

以外の活動を経たあるべき職員像や多様なアクターとの連携のあり方等の発展的な議論が期待できる。

本研究は、越境し、業務外で活動する職員の変化のプロセスの一端を明らかにすることを目的とする。

２．先行研究

自治体職員に関する研究において、様々な境界を越えることで全国規模から局所規模に至る多様な

ネットワークが拡張し、その活用の可能性の議論や職員が地域へ飛び出す（越境する）ことが組織改

革や地域活性化に寄与する点に関する議論がある。かかる越境という概念について、経営学における

組織経営論では、学習理論を基に、社会人のキャリア形成という視点から境界を捉え直す検討が進め

られている。そこでは、越境の意義として、所属する組織とは異なる場での活動によって、多様な知

識や情報が統合される点を挙げる。また、業務外活動に関する研究では、業務時間以外での多元的な

活動が職員の資質向上に寄与し、本務がある中で、敢えて本務以外の活動の場に参画する職員を「現

場実践する公務員」と称するなど、業務外の現場での実践が職員個人の成長を促すとされる。

いずれの議論も、越境や業務外活動という事実とその結果を重視するが、越境による業務外活動の

契機やその過程は明らかになっておらず、これらの分析や検討もなされていない。

３．調査方法

まず、業務外活動において越境し、顕著な活躍を見せる市町村職員に注目し、職員の越境による業

務外活動に関するインタビュー記事が掲載されている サイト「 」から５人を選出し、テキス

ト化した。次に、熊本県内の職員から業務外活動を行っている４人を選出し、本研究の目的を伝え、

筆者による半構造化インタビューを実施し、その結果をテキスト化した。状況の異なる職員の越境に

よる業務外活動を相互補完的に調査することで、市町村職員としての一般性に配慮した分析が出来る

と考えた。

４．分析及び考察

９名のテキスト化されたインタビューデータの総文字数は９２，２０５文字となった。このデータ

を基に質的調査法である修正版グラウンデット・セオリー・アプローチ（ － ）を用いて分析を行

い、カテゴリー毎の概念化による分析から２６の概念を生成した。

「 」は、株式会社ホルグが運営する「 ：地方自治体を応援するメディア」サ

イトである。様々なシーンで活躍する地方自治体職員や先進的な自治体の取り組みを紹介している。
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越境する市町村職員に関する研究

－市町村職員の業務外活動に着目して－

黒田 伸太郎（熊本大学大学院社会文化科学教育部／熊本県菊陽町役場）  

 

１．本研究の背景と目的

地域社会の疲弊、人口減少等の地域課題が顕在化する中、市町村職員に対する期待が高まっており、

とりわけ、組織の境界を越え、本業以外の時間に様々な人々と活動し、課題解決のために自発的に連

携する職員が注目されている。市町村職員による業務外の活動に注目が集まる背景には、近年の「ガ

バメントからガバナンスへ」という潮流がある。ガバナンス論では、行政の質的変容の議論だけでな

く、多様なアクター間のネットワークが課題解決に寄与する点を強調する。このようなアクター間の

ネットワークの射程は組織の外にも及ぶ。自治体研究においても、職員の業務時間外の政策的なネッ

トワークと活動に関心が集まり始めている。業務外の活動が実際に散見される中、当該活動によって

職員やその周囲、政策等がどのように変化するのかを考察することで、組織の外への越境や業務時間

以外の活動を経たあるべき職員像や多様なアクターとの連携のあり方等の発展的な議論が期待できる。

本研究は、越境し、業務外で活動する職員の変化のプロセスの一端を明らかにすることを目的とする。

２．先行研究

自治体職員に関する研究において、様々な境界を越えることで全国規模から局所規模に至る多様な

ネットワークが拡張し、その活用の可能性の議論や職員が地域へ飛び出す（越境する）ことが組織改

革や地域活性化に寄与する点に関する議論がある。かかる越境という概念について、経営学における

組織経営論では、学習理論を基に、社会人のキャリア形成という視点から境界を捉え直す検討が進め

られている。そこでは、越境の意義として、所属する組織とは異なる場での活動によって、多様な知

識や情報が統合される点を挙げる。また、業務外活動に関する研究では、業務時間以外での多元的な

活動が職員の資質向上に寄与し、本務がある中で、敢えて本務以外の活動の場に参画する職員を「現

場実践する公務員」と称するなど、業務外の現場での実践が職員個人の成長を促すとされる。

いずれの議論も、越境や業務外活動という事実とその結果を重視するが、越境による業務外活動の

契機やその過程は明らかになっておらず、これらの分析や検討もなされていない。

３．調査方法

まず、業務外活動において越境し、顕著な活躍を見せる市町村職員に注目し、職員の越境による業

務外活動に関するインタビュー記事が掲載されている サイト「 」から５人を選出し、テキス

ト化した。次に、熊本県内の職員から業務外活動を行っている４人を選出し、本研究の目的を伝え、

筆者による半構造化インタビューを実施し、その結果をテキスト化した。状況の異なる職員の越境に

よる業務外活動を相互補完的に調査することで、市町村職員としての一般性に配慮した分析が出来る

と考えた。

４．分析及び考察

９名のテキスト化されたインタビューデータの総文字数は９２，２０５文字となった。このデータ

を基に質的調査法である修正版グラウンデット・セオリー・アプローチ（ － ）を用いて分析を行

い、カテゴリー毎の概念化による分析から２６の概念を生成した。

「 」は、株式会社ホルグが運営する「 ：地方自治体を応援するメディア」サ

イトである。様々なシーンで活躍する地方自治体職員や先進的な自治体の取り組みを紹介している。

業務外活動によって生成された複数の概念間の関係を整理し、業務外活動による変化のプロセスを

カテゴリーの分類に基づき図示したのが以下の図１である。

図１ 越境による業務外活動の変容プロセス 

 
調査を分析すると、まず、業務外活動に至る前に当該活動につながる前段としての活動が確認され

た。職員は唐突に越境や業務外活動を開始するのではなく、事前にそれに類似した状況を創造したり

参画したりすることで、実際に越境や業務外活動を行う際に、活動への参加の閾値を下げていると考

えられる。活動の分析から導き出した変容プロセスをモデル化することで、越境による業務外活動の

結果、職員自身の行動、意識、周囲の変化が生起し、越境によって境界が相対的に意識可能となる点

も認められた。また、越境は外に出る行為が客観的に職員としての自覚を醸成し、アイデンティティ

の明確化や越境行為を肯定的に捉える評価の獲得につながることも示された。さらに、業務外活動は

自らの公務（業務内の活動）を内省する機会を提供し、活動が既存政策に反映される可能性も示唆さ

れた。既存の事業や施策が越境による学習によって更新されると、様々な情報がフィードバックされ

て変化する。このことが、さらに越境や業務外活動の仕方を更新するというように循環的に反映する。

こうした構造を念頭に置くことで、市町村や職員個人が活動等による影響を予測可能となり、政策的

に越境による業務外活動を検討することも可能になると考えられる。他方、活動によって、却って活

動の難しさを実感する点も確認された。

５．結論 
本研究では、職員の越境による業務外活動に着目し、その実態の調査及び質的分析を行った結果、

当該活動による職員の変化のプロセスの一端を明らかにした。越境による業務外活動は、職員、そし

て組織や政策にポジティブな変化をもたらすことが期待できる一方、業務外活動が業務外活動の容易

さを否定するという背反性も示唆された点は注目すべきであろう。活動による変化のプロセスが想定

可能となると、各市町村も職員の越境や業務外活動のあり方について、政策の精緻化を目的とするの

か、職員の資質向上を目的とするのかといった政策の選択バリエーションも広がると考えられる。し

たがって、上手くいっている業務外活動をそのまま引用するのではなく、活動の条件や状況を整理し、

職員や政策の変化を想定した越境や業務外活動を組織の制度設計に組み込む検討が必要となるだろう。

越境による業務外活動は、職員にとって変化に寄与する学びや新たなネットワーク構築に資すると

言える。また、本研究で考察した業務外活動とその変化によって、業務内・外の活動の発展性と政策

の精緻化を促す効果も期待できる。他方、越境や業務外活動が推奨されても、実際はうまくいかない

こともある事実を示すことも活動を促す上で重要であり、これらを統合した戦略が求められる。
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Ｆ－１ 集団的労使紛争解決システムとしての労働委員会制度

三重県労働委員会事務局

調整審査課主幹 長谷川裕

１．はじめに

労働組合と使用者の紛争（集団的労使紛争）を解決するシステムとして創設された労働委員会

は，労働組合加入者数の減少や非正規雇用職員の増加などによる雇用形態の多様化により岐路を

迎えている。平成１３年に個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律が，平成１６年には労働

審判法が制定され，労働者と使用者の紛争（個別的労使紛争）については，雇用情勢の変化に対

応し，都道府県労働局によるあっせん，労働委員会によるあっせん，裁判外紛争解決手続の利用

の促進に関する法律（ADR 法）に基づく認証紛争解決事業者によるあっせん・仲裁など様々な紛

争解決システムが整備されている。

しかしながら，集団的労使紛争を解決するシステムである労働委員会制度は，昭和２１年に創

設されたままの制度を堅持しており，雇用類似の契約形態の増加といった雇用情勢の変化に対応

できていない。

本報告では，特に，雇用類似の働き方と集団的労使紛争解決システムとしての労働員会のある

べき姿を論じたい。

２．労働組合法上の「労働者性」

（１）労働組合法上の労働者性

労働組合法は，労使対等の交渉を実現するため，団体行動権の保障された労働組合の結成を擁

護し，労働協約の締結のための団体交渉を助成することを目的としている。

そのため，労働組合法上の「労働者性」の判断に当たっては，このような趣旨を踏まえ，団体交

渉により保護すべき労働者であるかどうかといった視点（個別の交渉において交渉力の格差が生

じ不当な結果が生じるか否かという視点）から検討することとなる1。

（２）労働者性の判断基準

労働組合法上の「労働者性」のリーディングケースは，管弦楽団員の労働者性が争われた，Ｃ

ＢＣ管弦楽団労組事件（最高裁昭和５１年５月６日第一小法廷判決）であり，その後，新国立劇

場運営財団事件（最高裁平成２３年４月１２日第三小法廷判決）及びＩＮＡＸメンテナンス事件

（最高裁平成２３年４月１２日第三小法廷判決）2と次々と最高裁の判断が示され，これを踏まえ，

1 労使関係法研究会報告書「労使関係法研究会報告書（労働組合法上の労働者性の判断基準について）」（2011 年 7 月 25 日）

（厚生労働省 HP）（https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001juuf.html）。
2 例えば，ＩＮＡＸメンテナンス事件（最高裁平成２３年４月１２日第三小法廷判決）では，「会社は，ＣＥ（カスタマーエン

ジニア）を管理し，全国の担当地域に配置を割り振って日常的な修理補修等の業務に対応させていたものである上，各ＣＥと

調整しつつその業務日及び休日を指定していた等の事実から，ＣＥは，会社の上記事業の遂行に不可欠な労働力として，その

恒常的な確保のために会社の組織に組み入れられていたものとみるのが相当である。また，ＣＥと会社との間の業務委託契約

の内容は，個別の修理補修等の依頼内容をＣＥの側で変更する余地がなかったことも明らかであるから，会社がＣＥとの間の

契約内容を一方的に決定していたものというべきである。さらに，ＣＥの報酬は，ＣＥが会社による個別の業務委託に応じて

修理補修等を行った場合に，会社が商品や修理内容に従ってあらかじめ決定した顧客等に対する請求金額に，会社が定めた方

法で支払われていたのであるから，労務の提供の対価としての性質を有するものということができる。加えて，会社から修理

補修等の依頼を受けた場合，ＣＥは業務を直ちに遂行するものとされていたこと等にも照らすと，各当事者の認識や契約の実
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Ｆ－１ 集団的労使紛争解決システムとしての労働委員会制度

三重県労働委員会事務局

調整審査課主幹 長谷川裕

１．はじめに

労働組合と使用者の紛争（集団的労使紛争）を解決するシステムとして創設された労働委員会

は，労働組合加入者数の減少や非正規雇用職員の増加などによる雇用形態の多様化により岐路を

迎えている。平成１３年に個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律が，平成１６年には労働

審判法が制定され，労働者と使用者の紛争（個別的労使紛争）については，雇用情勢の変化に対

応し，都道府県労働局によるあっせん，労働委員会によるあっせん，裁判外紛争解決手続の利用

の促進に関する法律（ADR 法）に基づく認証紛争解決事業者によるあっせん・仲裁など様々な紛

争解決システムが整備されている。 
しかしながら，集団的労使紛争を解決するシステムである労働委員会制度は，昭和２１年に創

設されたままの制度を堅持しており，雇用類似の契約形態の増加といった雇用情勢の変化に対応

できていない。 
本報告では，特に，雇用類似の働き方と集団的労使紛争解決システムとしての労働員会のある

べき姿を論じたい。 
 
２．労働組合法上の「労働者性」

（１）労働組合法上の労働者性

労働組合法は，労使対等の交渉を実現するため，団体行動権の保障された労働組合の結成を擁

護し，労働協約の締結のための団体交渉を助成することを目的としている。 
そのため，労働組合法上の「労働者性」の判断に当たっては，このような趣旨を踏まえ，団体交

渉により保護すべき労働者であるかどうかといった視点（個別の交渉において交渉力の格差が生

じ不当な結果が生じるか否かという視点）から検討することとなる1。 
（２）労働者性の判断基準

労働組合法上の「労働者性」のリーディングケースは，管弦楽団員の労働者性が争われた，Ｃ

ＢＣ管弦楽団労組事件（最高裁昭和５１年５月６日第一小法廷判決）であり，その後，新国立劇

場運営財団事件（最高裁平成２３年４月１２日第三小法廷判決）及びＩＮＡＸメンテナンス事件

（最高裁平成２３年４月１２日第三小法廷判決）2と次々と最高裁の判断が示され，これを踏まえ，

 
1 労使関係法研究会報告書「労使関係法研究会報告書（労働組合法上の労働者性の判断基準について）」（2011 年 7 月 25 日）

（厚生労働省 HP）（https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001juuf.html）。 
2 例えば，ＩＮＡＸメンテナンス事件（最高裁平成２３年４月１２日第三小法廷判決）では，「会社は，ＣＥ（カスタマーエン

ジニア）を管理し，全国の担当地域に配置を割り振って日常的な修理補修等の業務に対応させていたものである上，各ＣＥと

調整しつつその業務日及び休日を指定していた等の事実から，ＣＥは，会社の上記事業の遂行に不可欠な労働力として，その

恒常的な確保のために会社の組織に組み入れられていたものとみるのが相当である。また，ＣＥと会社との間の業務委託契約

の内容は，個別の修理補修等の依頼内容をＣＥの側で変更する余地がなかったことも明らかであるから，会社がＣＥとの間の

契約内容を一方的に決定していたものというべきである。さらに，ＣＥの報酬は，ＣＥが会社による個別の業務委託に応じて

修理補修等を行った場合に，会社が商品や修理内容に従ってあらかじめ決定した顧客等に対する請求金額に，会社が定めた方

法で支払われていたのであるから，労務の提供の対価としての性質を有するものということができる。加えて，会社から修理

補修等の依頼を受けた場合，ＣＥは業務を直ちに遂行するものとされていたこと等にも照らすと，各当事者の認識や契約の実

平成２３年７月，労使関係法研究会が『労使関係法研究会報告書（労働組合法上の労働者性の判

断基準について）』をとりまとめた3。 
当該報告書によれば，労働組合法上の「労働者性」は，（ア）基本的判断要素（①事業組織への

組入れ，②契約内容の一方的・定型的決定，③報酬の労務対価性），（イ）補充的判断要素（④業務

の依頼に応ずべき関係，⑤広い意味での指揮監督下の労務提供（一定の時間的場所的拘束性）），

（ウ）消極的判断要素（⑥顕著な事業者性）から判断することとされており，今後，多種多様な

雇用類似の契約形態において，労働委員会及び裁判所の判断が待たれるところである。 
 
３．コンビニ店長をめぐる「労働者性」

岡山県労働委員会及び東京都労働委員会は，コンビニ店長の「労働者性」を認め，使用者に団

交応諾の救済命令を発出したところ4，中央労働委員会は，平成３１年３月１５日，東京都労働委

員会及び岡山県労働委員会の救済命令を取り消し，コンビニ店長は労働組合法上の労働者に該当

せず，コンビニ店長らが加入する労働組合が申し入れた団体交渉に応じる必要はないと判断した

5。岡山県労働委員会，東京都労働委員会及び中央労働委員会は，いずれも２（２）の判断基準に

基づき労働組合法上の「労働者性」を判断しているが，岡山県労働委員会及び東京都労働委員会

と中央労働委員会で個々の要素の該当性につき，判断が分かれた。 
確かに，フランチャイズ契約を締結しているコンビニ店長は事業者としての性格を有するが，

１で述べたように，労働組合法上の「労働者」は，労使による個別交渉における交渉力格差の観

点から評価すべきであり，コンビニ店長の事業者としての裁量やコンビニ本部との交渉力格差に

鑑みれば，コンビニ店長にも労働組合法上の「労働者性」を認めるべきである。 
 
４．行政 としての労働委員会

労働委員会は，公益委員，労働者委員及び使用者委員の三者で構成されるところに最大の特色

があり，これまで，個々の事案において労使の実情を踏まえた解決を模索してきた。しかしなが

ら，雇用形態の多様化により，個々の事案における紛争解決は限界にきている。 
つまり，コンビニ店長の「労働者性」をめぐる紛争は，労働委員会に，雇用形態の多様化に応

じた労働委員会制度の再構築を求めていると言える。 
本報告では，コンビニ店長の「労働者性」の検討を通じ，今後の労働委員会制度のあるべき姿

を提言したい。 

 
際の運用においては，ＣＥは，基本的に会社による個別の修理補修等の依頼に応ずべき関係にあったものとみるのが相当であ

る。しかも，ＣＥは，会社が指定した担当地域内において，会社からの依頼に係る顧客先で修理補修等の業務を行うものであ

り，原則として業務日の午前８時半から午後７時までは会社から発注連絡を受けることになっていた等の事実から，ＣＥは，

会社の指定する業務遂行方法に従い，その指揮監督の下に労務の提供を行っており，かつ，その業務について場所的にも時間

的にも一定の拘束を受けていたものということができる。」と判示し，ＣＥを労働組合法上の労働者に当たるとした。 
3 前掲１参照。 
4 セブン－イレブン・ジャパン事件（岡山県労委平成 26 年 3 月 13 日決定）及びファミリーママート事件（東京都労委平成 27
年 3 月 17 日決定） 
5 セブン－イレブン・ジャパン不当労働行為再審査事件（中労委平成 31 年 3 月 15 日決定）（中央労働委員会 HP）
（https://www.mhlw.go.jp/churoi/houdou/futou/dl/shiryou-31-0315-1.pdf）及びファミリーマート不当労働行為再審査事件

（中労委平成 31 年 3 月 15 日決定）（中央労働委員会 HP）（https://www.mhlw.go.jp/churoi/houdou/futou/dl/shiryou-31-0315-
2.pdf）参照。 
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公立大学設置の目的に関する分析 ―定款、学則を比較して―

法政大学大学院公共政策研究科

博士後期課程１年 鳥山亜由美

【キーワード】

公立大学法人、公立大学、地方独立行政法人法、学校教育法、定款、学則

【研究の背景及び目的】

年度に公立大学数は となった。全ての公立大学は自治体（本稿においては地方公共団体と同

義とする）の意思決定を経て設置されたが、自治体が公立大学を設置した目的、自治体政策への位置付

け、また自治体の公立大学への関与の実態は多様である。

年に地方独立行政法人制度がスタートしてからは、それまで自治体の一部局として設置・管理

されていた公立大学が、自治体が設立した公立大学法人のもとに設置できるようになった。このいわ

ゆる「公立大学の法人化」（以下、法人化という）は単なる公立大学の設置者変更ではなく、法人化の

時期、運営体制の決定等が自治体の判断に委ねられるなど、以降の各大学の設置・管理等に影響を与

え、各自治体における公立大学への関与を一層多様化させる契機となったと言える。また、 年度

以降、建学の理念に基づいて学校法人のもとに設置された私立大学が、設置者変更に伴い公立大学法

人（以下、法人という）のもとに設置される公立大学へ移行するケースが見られ、この過程において

は、自治体から法人に対し定款により新たな設置目的が定められている。

法人設立の目的は、自治体が議会の議決を経て定めた定款に条文化される。他方で、大学設置の目的

は、学校教育法上必須ではないが、一般的には学則の第１条に明記されていることが多い。

本研究報告では、法人設立者である自治体が定める定款及び、法人設置の審議機関が定める学則の

それぞれに記載された目的条項の内容を比較参照することにより、自治体が法人を設立し公立大学を

設置・管理する目的に対する、学則上での受け止めを概括するものである。

 

【分析の対象及び方法】 

分析の対象は、 年現在において４年制大学を設置する 法人及び法人が設置した 公立大学

のうち、次の 要件を満たす 法人 大学における法人の定款及び設置する大学の学則を参照した。

① 定款及び学則の両方が大学web からのリンクページで確認可能（2019 年 4月 27 日閲覧）。 

② 1 法人が 4年制大学１大学のみを設置している 

③ 新規開学と法人化が同時に行われたケース及び、法人化後に大学統合を行ったケースは除く 

分析方法としては、対象とする学則及び定款について、大学が設置する学部の「学問分野」あるい

は、法人を設立する「設立団体（地域）名」を含むか否かを分類した上で、法人定款と大学学則を１対

１で比較し、共通に用いられる文言の有無及び多寡、さらに内容について整理した。 

 

【先行研究等の整理】 

法人制度の検討過程で、大学側は法人化を「必然的に各公立大学の設置理念の確認や見直し、大学運

営の効率化のための学内システム改革、地域ニーズの反映責任や説明責任の自覚、目標・計画・評価シ

ステムの確立など、大学の活性化に不可欠な制度改革や意識改革を呼び起こす強力な契機」 、言うな

れば、大学設置の目的をも変更しうる可能性があると受け止めていた。
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公立大学設置の目的に関する分析 ―定款、学則を比較して―

法政大学大学院公共政策研究科

博士後期課程１年 鳥山亜由美

【キーワード】

公立大学法人、公立大学、地方独立行政法人法、学校教育法、定款、学則

【研究の背景及び目的】

年度に公立大学数は となった。全ての公立大学は自治体（本稿においては地方公共団体と同

義とする）の意思決定を経て設置されたが、自治体が公立大学を設置した目的、自治体政策への位置付

け、また自治体の公立大学への関与の実態は多様である。

年に地方独立行政法人制度がスタートしてからは、それまで自治体の一部局として設置・管理

されていた公立大学が、自治体が設立した公立大学法人のもとに設置できるようになった。このいわ

ゆる「公立大学の法人化」（以下、法人化という）は単なる公立大学の設置者変更ではなく、法人化の

時期、運営体制の決定等が自治体の判断に委ねられるなど、以降の各大学の設置・管理等に影響を与

え、各自治体における公立大学への関与を一層多様化させる契機となったと言える。また、 年度

以降、建学の理念に基づいて学校法人のもとに設置された私立大学が、設置者変更に伴い公立大学法

人（以下、法人という）のもとに設置される公立大学へ移行するケースが見られ、この過程において

は、自治体から法人に対し定款により新たな設置目的が定められている。

法人設立の目的は、自治体が議会の議決を経て定めた定款に条文化される。他方で、大学設置の目的

は、学校教育法上必須ではないが、一般的には学則の第１条に明記されていることが多い。

本研究報告では、法人設立者である自治体が定める定款及び、法人設置の審議機関が定める学則の

それぞれに記載された目的条項の内容を比較参照することにより、自治体が法人を設立し公立大学を

設置・管理する目的に対する、学則上での受け止めを概括するものである。

 

【分析の対象及び方法】 

分析の対象は、 年現在において４年制大学を設置する 法人及び法人が設置した 公立大学

のうち、次の 要件を満たす 法人 大学における法人の定款及び設置する大学の学則を参照した。

① 定款及び学則の両方が大学web からのリンクページで確認可能（2019 年 4月 27 日閲覧）。 

② 1 法人が 4年制大学１大学のみを設置している 

③ 新規開学と法人化が同時に行われたケース及び、法人化後に大学統合を行ったケースは除く 

分析方法としては、対象とする学則及び定款について、大学が設置する学部の「学問分野」あるい

は、法人を設立する「設立団体（地域）名」を含むか否かを分類した上で、法人定款と大学学則を１対

１で比較し、共通に用いられる文言の有無及び多寡、さらに内容について整理した。 

 

【先行研究等の整理】 

法人制度の検討過程で、大学側は法人化を「必然的に各公立大学の設置理念の確認や見直し、大学運

営の効率化のための学内システム改革、地域ニーズの反映責任や説明責任の自覚、目標・計画・評価シ

ステムの確立など、大学の活性化に不可欠な制度改革や意識改革を呼び起こす強力な契機」 、言うな

れば、大学設置の目的をも変更しうる可能性があると受け止めていた。

その後、公立大学協会は定款モデルを「（筆者注：定款が）実質的に直営時代の「○○大学設置条例」

に相当する意味合いを持つことを考慮すれば、定款の目的条項は、現行設置条例の目的条項を基礎に

策定されるべき」との見解 に基づき作成したが、制度開始後、比較的早期に設立された法人定款の目

的条項を実際に見ると、立地環境や法人化に当たって設定した課題の特徴を踏まえ目的をより具体化

し差別化を図る表現とした法人が多く3、このことから、自治体が公立大学の役割を再定義する機会と

して、法人化を活用したと考えられる。 

 

【分析結果】

まずは、本報告において対象とした学則及び定款について、含まれる文言の全体的な傾向、学問分野

及び設立団体名の有無について概括する。

学則の目的条項に含まれる文言の傾向を見ると、「研究」「地域」「人材」の順であった。学問分野を

含んだ大学は単科大学を中心に （対象の ）、設立団体名を含む大学は となった。

定款の目的条項に含まれる文言の傾向は、「地域」「管理」「研究」「人材」などが上位となった。法人

の業務が大学の設置及び管理を含むことに照らせば、「管理」が上位にあることは当然であろう。なお、

学問分野を含む定款は であり、そのうち単科大学が約半数を占めるなど、学則と同様の傾向が見ら

れた。設立団体名を含む定款は であり、学則と比較すると地域性が重視されていると読み取れる結

果となった。

さらに、学則及び定款に共通に用いた文言の多寡に関し「多い」と分類できた法人は であった。

なお、定款の目的条項が学則のそれを参照したのか逆であったのかは、法人化の過程においては重要

な観点ではあるが、今回の分析からは除いている。

特筆したいのは、学則の目的条項において、学校教育法第 条に定められた大学の目的条項と共通

の文言を用いた大学が あった点である。これらについては、大学として追求すべきあり方に重点を

置いた大学運営を自治体が後押ししていると推察される。

また、学校法人からの設置者変更を経た公立大学について、法人の定款及び法人化前後の学則を確

認できた 法人 大学を分析した結果、全て法人化と同時に学則を新規制定しており、そのうち 大

学は学則の目的条項が法人化を経て改正され、定款のそれと共通の文言を多く用いている。

【結論及び今後の課題】

１法人１大学の場合、法人設立の目的条項と、大学学則の目的条項は大きく異なることはないと想

定されたが、学問分野、設立団体名等の有無、共通に用いた文言の有無及び多寡については、多様な状

況であったことが比較参照する過程で明らかになった。

公立大学の設置の目的に関する詳細な分類は今後の課題として残されたものの、それぞれの公立大

学が、「公立」に重点を置くか、「大学」に重点を置くか、その一端を見ることは可能となったものと思

われる。

1 公立大学協会法人化問題特別委員会「公立大学法人化への取組み（報告）」2002 年、p.28 

2 公立大学協会法制・目標・評価専門委員会「公立大学法人に係る法制度の解説および定款モデル―法制・

目標・評価専門委員会報告―」2004 年、p.41 

3 公立大学協会法人化特別委員会「平成 16年度法人化特別委員会報告」2005 年、p.31
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1

自治体とものづくりと新事業創出を自治体とものづくりと新事業創出を
考える勉強会考える勉強会

～堺市の事例をもとに

1

統括マネージャー 西浦 伸雄

包 丁 注染・和ざらし

昆 布敷物（手織段通）線 香

自転車

堺の伝統産業

1

2

特別企画
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2

ものづくりのまち 堺

企業訪問・ヒアリング

研究開発支援／マッチング

海外進出支援

助成金

事業発展

堺の中小企業支援施策

3

4
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3

堺商工会議所
The Sakai Chamber of Commerce and Industry

中百舌鳥（なかもず）に集積する産業支援機関

周辺環境
◆(公財)堺市産業振興センター・
堺商工会議所とともに
総合中小企業支援拠点を形成

堺商工会議所内に
日本政策金融公庫堺支店が入居

◆近隣に大阪府立大学が立地

◆アクセス
大阪市営地下鉄御堂筋線なかもず駅
南海電気鉄道高野線 中百舌鳥駅
から徒歩４分 大阪市中心地域に接続
関西国際空港まで約１時間

6

5

6
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4

高い事業継続率

堺市にて事業継続

インキュベーションマネージャー

創業支援と成果

あらたな事業の創出に向けて ～ 創業機運の醸成
第二創業支援事業

堺市内のものづくり企業の若手経営者の
起業マインドを醸成

女性起業家メンターミーティング
Ｓ－Ｃｕｂｅ卒業生がメンターとなり

女性の起業を支援

シニア起業カレッジ
アクティブシニアの起業ニーズに応えるため

起業への一歩をお手伝い

若手起業家育成ワークショップ
Ｕ３０、学生を対象としてワークショップを

きっかけに若者の起業意識の向上

7

8
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公益社団法人大阪府建築士会地域貢献部門地域委員会建築士の会「堺・高石」／堺市職員 北野哲也

高齢化社会が課題と言うけれど

寿命が延びることはいいこと

課題は

地域の繋がりの希薄化

それにより

地域社会が維持できないこと

また

地域への思いも薄くなる

それでいいのか

〜

1

2

分科会１

46 分科会１



泉北ニュータウン
千里ニュータウンと並ぶ大阪府内最大のニュータウン

計画的に市街地整備された大規模ニュータウン

大阪都心まで約 ㎞
南海本線・高野線 難波駅まで約 分

関西空港駅まで約 分

発表者活動位置図

高齢者の健康寿命
の延伸に向けた理
学療法士の活動

高齢者買物困難状
況調査と対応策検
討の流通研究者の
活動

小学生への出前授
業など地域を知る
ための建物やまち
の専門家である建
築士の活動

西陶器

１２の用途地域
低層住居専用２種類／
中高層住居専用２種類／
住居２種類／準住居／
近隣商業／商業／
準工業／工業／工業専用

高齢者の健康づく
りや見守りへの
IoT活用研究者の
活動

南区全域

関西国際空港

難波駅

堺 市

堺市の年齢別人口(H31.4)
人口：836,223人
0歳〜14歳 ：107,808人 12.9%
15歳〜64歳：495,123人 59.2%
65歳〜 ：233,292人 27.9%

都心・都市拠点への居住促進エリア
・歴史遺産や伝統文化等が
感じられる景観、まちなみ
を創造

・居住環境の質的魅力の向上

歴史文化・観光エリア

・都心の多彩な歴史、
文化、産業の蓄積

・百舌鳥古墳群等の
貴重な資源の整備

・（臨海部）
企業活動の活性化や
企業立地の促進

・（内陸部）
都市部の利点を活かし
た産業の立地を促進

産業集積による
魅力創出エリア

・子育て世代から高齢者世代まで安心して
生活できる環境づくり

・多様な年齢階層の居住ニーズに対応した
住宅供給を誘導

・魅力ある居住環境の形成

大規模住宅団地の再生促進エリア

産業集積による

堺市マスタープラン ＜重点推進エリア＞

世界文化遺産「百舌鳥・古市古墳群」
百舌鳥古墳群

仁徳天皇陵拝所

今年秋、2,000席の大ホールを備えた堺市民芸術文化
ホール「フェニーチェ堺」がグランドオープン

3

4
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４つの用途地域のみ
第１種低層住居専用地域／
第１種中高層住居専用地域
近隣商業地域／商業地域

緑道は各住区や近隣センターを繋ぎ、駅まで繋がる

泉北ニュータウンは、高度経済成長期の住宅需要に応えるため、大規模な計画市街地として整備され、緑豊かな住環境を有するまちと
して成長してきました。一方で、昭和42年のまちびらきから50年以上が経過。この間、社会環境の変化とともに、人口減少や少子高
齢化の進行、住宅や道路、橋梁などの都市施設の老朽化など、様々な門団が顕著になっています。堺市では、これらの課題を解決しな
がら、まちの活力を維持、向上し、次世代に継承していくため、泉北ニュータウン再生に取り組んでいます。

泉北ニュータウン

西陶器 原山台

原山台小学校と
原山台東小学校の再編

Ｈ30.4
①原山ひかり小学校

↓
原山台小学校
施設整備

↓
H32.4
②原山ひかり小学校

◎

◎近隣ｾﾝﾀｰ

①

②

２丁

１丁

５丁

３丁

４丁

栂

原
山
公
園

の
再
整
備

西陶器小学校区の年齢別人口(H31.4)
人口：6,587人
0歳〜14歳 ： 858人 13.0%
15歳〜64歳：3,541人 53.8%
65歳〜 ：2,188人 33.2%

原山台ひかり
小学校

原山ひかり小学校区の年齢別人口(H31.4)
人口：10,506人
0歳〜14歳 ：1,033人 9.8%
15歳〜64歳：5,912人 56.3%
65歳〜 ：3,561人 33.9%

参考：堺市の年齢別人口(H31.4)
人口：836,223人
0歳〜14歳 ：107,808人 12.9%
15歳〜64歳：495,123人 59.2%
65歳〜 ：233,292人 27.9%

西陶器
小学校

5

6
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高
齢

者
の

健
康

寿
命

延
伸

に
向

け
た

取
組

大
阪
経
済
大
学

人
間
科
学
部

高
井
逸
史

健
康

づ
く

り
活

動
の

き
っ

か
け

日
常
生
活
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

約
46
％
「
安
心
で
な
い
」

「
健
康
」
と
「
老
後
」
上
位

20
11
年

3月

健
康

相
談

会
の

開
催

住
人
の
声

「
膝
が
痛
く
て
歩
け
な
い
」

「
車
が
な
い
と
買
物
困
難
」

「
外
出
が
し
ん
ど
い
」

20
12
年

9月
～

20
15
年

3月

「
い
つ
ま
で
も
屋
外
を
歩
け
る
こ
と
」

“お
出

か
け

支
援

”と
は

住
民
と
の
交
流

ふ
れ
合
い
昼
食

・
ご
近
所
さ
ん
と
近
隣
セ
ン
タ
ー
へ

・
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
作
成
、
可
視
化

ふ
れ
合
い
喫
茶
ふ
れ
合
い
講
座

趣
味
や
余
暇

運
動
の
重
要
性

週
1回

週
1回

4回
頻
度

目
的

閉
じ
こ
も
り
高
齢

者
15
名

20
13
年

10
月
～

20
13
年

12
月

1
2

3
4
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外
出
頻
度

介
入
前

介
入
後

近
所
と
の
交
流
度
合
い

介
入
前

介
入
後

毎
日

週
4~

6日
週

1~
3日

交
流
な
し

挨
拶

世
間
話

相
談

補
装
具

介
助

P
<0

.0
5

P
<0

.0
1

結
果
は

（
高
井
、

20
16

)

介
入

後
、

住
民

の
通

い
の

場
が

発
足

参
加
者
同
士
で
お
茶
会

参
加
者
同
士
で
買
い
物

住
民
同
士
で
体
力
測
定

緑
道
で
ノ
ル
デ
ィ
ッ
ク
ウ
ォ
ー
ク

20
14
年

3月
～

新
檜
尾
台
健
康
づ
く
り
講
座
ま
で
の
経
緯

20
16
年

4月
15
日

・
近
隣
ス
ー
パ
ー
で
体
操
講
座
の
開
催
を
説
明
す
る
た
め
鹿
渕
会
長
に
挨
拶

（
堺
市
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
地
域
再
生
室
職
員

3名
）

地
域
会
館
の
住
民
に
名
刺
を
渡
す

終
了
後
、
福
祉
委
員
か
ら
健
康
講
座
依
頼

4月
19
日

・
健
康
講
座
の
打
ち
合
わ
せ
（
会
長
、
福
祉
委
員

2名
）

高
齢
化
、
不
安
、
単
身
世
帯
近
隣
に
介
護
事
業
所
が
な
い
、

御
池
台
の
ス
ー
パ
ー
撤
退
、
フ
レ
イ
ル
予
防
の
方
略
な
ど

ノ
ル
デ
ィ
ッ
ク
・
ウ
ォ
ー
ク
提
案
（
大
仙
公
園
と
鳳
校
区
）

近
隣
資
産
（
公
園
と
緑
道
）
の
ノ
ル
デ
ィ
ッ
ク
・ウ
ォ
ー
ク
体
験
講
座
検
討

5月
21
日

・
堺
市
応
募
型
地
域
ま
ち
づ
く
り
支
援
事
業
の
申
請
提
案

（
会
長
、
福
祉
委
員

2名
、
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
地
域
再
生

2名
）

6月
4日

・
近
隣
商
店
で
元
気
モ
リ
モ
リ
体
操
講
座
開
催

30
名
（
会
長
、
福
祉
委
員
な
ど
）

6月
25
日

・
ノ
ル
デ
ィ
ッ
ク
・
ウ
ォ
ー
ク
体
験
講
座
（2

5名
）

7月
12
日
・
ま
ち
づ
く
り
支
援
事
業
の
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終
打
ち
合
わ
せ
（
会
長
、
福
祉
委
員

3名
）
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20
日

・
南
区
区
民
評
議
会
説
明
会
採
択

「
泉
北
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
の
近
隣
資
産
を
活
か
し
た
高
齢
者
の
健
康
づ
く
り
」

20
16
年

10
月

1日
～

20
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年

3月
31
日

一
般

社
団

法
人

設
立

活
動
：

20
17
年

2月
15
日
～

20
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年

12
月
末

目
的
：
「
医
療
と
介
護
等
の
専
門
職
が
住
民
ら
と

協
働
し
、
健
康
と
交
流
を
テ
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マ
に

元
気
が
出
る
地
域
づ
く
り
を
め
ざ
す
」

リ
ハ

ビ
リ
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ー

シ
ョ

ン
専

門
職

、
看

護
師

、
薬

剤
師

、
管

理
栄

養
士

介
護

支
援

専
門

員
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法
人

ス
ー
パ
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の
空
き
ス
ペ
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地
域
会
館

社
会
福
法
人
と
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ラ
ボ

身
近
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隣
セ
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で
健
康
づ
く
り

赤
坂
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新
檜
尾
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山
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台
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代
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池
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平
成
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年
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、
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m

an
n 

JP
, e

t a
l, 

19
93

)

・
ニ
ー
ズ
・
モ
デ
ル
（
問
題
発
見
）
か
ら

ア
セ
ッ
ト
・
モ
デ
ル
（
資
産
発
見
）
へ
の
変
換

9
10

11
12
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・
緑
道
・
緑
道
・
寺
・
神
社

・
・
自
治
会
の
協
力

・
住
民
サ
ポ
ー
タ
ー
の
出
口

・
五
感
を
通
し
て
ま
ち
を
知
覚
す
る

（
Ci

tie
s f

or
 P

eo
pl

e 
Ja

n 
Ge

ll,
20

14
)

「
“
緑
道
ウ
ォ
ー
ク
”で
住
民
の
健
康
と
交
流
づ
く
り
」

～
近
隣
資
産
の
魅
力
再
発
見
～

・
泉
北
全
域
を

6コ
ー
ス
設
定

南
区
役
所
前

↓ 西
原
公
園

↓ 大
森
地
蔵
堂

↓ 檜
尾
行
者
堂

↓
“
い
に
し
え
”
の
お
話

赤
坂
公
園

↓ 赤
坂
台
近
隣
セ
ン
タ
ー

↓ 西
性
寺

↓ 桃
山
公
園

↓
自
立
支
援
機
器
の
体
験

桃
山
台
近
隣
セ
ン
タ
ー

5.
5k

m
（
ス
ー
パ
ー

Q
A

2階
）

ス
タ
ー
ト

ス
タ
ン
プ
ラ
リ
ー

近
隣
資
産
の
価
値
と
意
味

地
域
住
民
の
協
力

住
民
サ
ポ
ー
タ
ー
の
協
力

13
14

15
16
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ヴ
ァ
イ
タ
ル
・
イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン
株
式
会
社

髙
橋

泰
宏

市
民

性
（

シ
テ
ィ

ズ
ン
シ

ッ
プ

）
の

変
化

□
社
会
の
近
代
化

に
よ
る

家
族
や

地
域
社

会
に
担

っ
て
き

た

社
会
機
能
の
サ

ー
ビ
ス

化

①
近
隣
住
民
が
出

産
の
助

け
、
食

材
の
調

達
、
排

泄
物
の

処
理
、

看
護
や
介
護
、
看
取
り
や
埋
葬
を
助
け
合
っ
て
し
て
い
た

↓

②
行
政
へ
の
移
転
（
税
金

に
よ
る

市
民
が

顧
客
の

立
場
）

専
門
家
・
業
者
へ
の
委
託

◇
行
政
で
は
カ
バ

ー
で
き

な
い
ご

近
所
同

士
の
助

け
合
い

は
残
っ

た

↓

③
地
域
社

内
や
会
社
組
織
内
の
関
係
が
希
薄
化
？

◇
例
え
ば
、
家
族

関
係
、

町
内
会

、
労
働

組
合
な

ど
が

縦
横
関
係

の
「
社

会
性
の

つ
な
が

り
」
が

あ
っ
た

が
、
弱

く
な
り

社
会
組
織

と
家
族
、
個
人
の
つ
な
が
り
が
断
絶
（
空
洞
化
）
。

市
民

性
（
シ
テ
ィ
ズ
ン
シ

ッ
プ

）
の

変
化

□
ワ
ー

ク
＆
ラ

イ
フ
＆

バ
ラ

ン
ス
の

意
味

解
釈
に
疑
問

？

・
企

業
の
成

果
主
義

に
よ

る
気
欠
社
員
が
増
加
。

心
理
的
安

全
が
な
く
、

過
労
死

や
家

庭
崩
壊

に
！

・
ラ
イ
フ
＝
私
生
活
に
公
民
と
し

て
の

地
域
活

動
が

な
い

□
社
会

的
共
通
資
本

＊
経

済
学

者
宇

沢
弘

文
よ

り
引

用

①
「
自
然
環
境
」

②
「
社
会
的
イ
ン
フ
ラ

交
通

機
関

、
上

下
水

道
、

電
力

、
ガ

ス
）
」

民
間
委

託

③
「
制
度
資
本

教
育
、
医

療
、

金
融
、

司
法

、
行
政

）
」

特
に
③
は
職
業
的
専
門
家
に
分

業
化

→
市
民
は

①
～
③

全
て

が
、
消

費
者

意
識
で

利
用

→
相
互
依
存
の
市
民
関
係
づ
く
り
が
見
直
し
が
必
要

少
子

高
齢

化
を

数
字

で
見

る
と

1
2

3
4
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年
間

医
療

費
支

出
を

数
字

で
見

る
と

経
産
省

次
世
代

ヘ
ル
ス

ケ
ア
産

業
創

出
ワ
ー

キ
ン

グ
グ
ル
ー
プ

資
料
抜
粋

経
産
省

次
世
代
ヘ
ル
ス
ケ
ア
産
業
創
出
ワ
ー

キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ

資
料
抜
粋

ア
ク
テ
ィ
ブ
シ
ニ
ア
（
働
き
た
い
シ
ニ
ア
）

経
産

省
次

世
代

ヘ
ル

ス
ケ

ア
産

業
創

出
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

資
料

抜
粋

千
葉

大
学

予
防

医
学
セ

ン
タ

ー
近

藤
克

則
発

表
資

料
よ

り
引

用

＊
医
療

介
護
費

用
削
減

と
い
う

、
後
ろ

向
き
な

見
方
で

の
評
価

＊

5
6

7
8
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経
産
省

次
世
代
ヘ
ル

ス
ケ
ア

産
業
創
出

ワ
ー
キ

ン
グ
グ
ル

ー
プ
資
料

抜
粋

発
表
資
料

よ
り
引
用

＊
シ
ニ

ア
市
場

拡
大
に

よ
る
内

需
産
業
の
拡
大
と
い
う
前
向
き
な
見
方
＊

経
産
省

次
世
代
ヘ
ル

ス
ケ
ア

産
業
創
出

ワ
ー
キ

ン
グ
グ
ル

ー
プ
資
料

抜
粋

発
表

資
料

よ
り

引
用

＊
シ
ニ
ア
市
場
拡
大
に

よ
る
内

需
産
業

の
拡
大
と
い
う

前
向
き

な
見
方
＊

少
子

高
齢

化
と

い
う

問
題

の
本

質
？

□
高
齢
者
増
加
だ
け
で
産
業
は
衰
退
す
る
の
か
？

ア
ク
テ

ィ
ブ
・

シ
ニ
ア

に
よ
る

就
労
に
よ
る
経
済
活
動

□
グ
ロ
ー

バ
ル

化
に
よ

り
市
場

競
争
の
拡
大
と
競
争
力
の
弱
体
化

国
内
市

場
に
海

外
資
本

の
参
入

（
中
国
、
韓
国
Ｔ
Ｖ
、
携
帯
な
ど
）

日
本
企

業
の
人

材
育
成

が
長
期

的
視
点
で
の
取
組
み
が
後
退

□
終
身
雇

用
制

度
の
崩

壊
非
正
規

雇
用

に
よ
る

雇
用
不

安
定
と
収
入
不
安
に
よ
る
結

婚
感

の
変
化
な

ど
。

□
雇
用
形

態
・

男
女
の

位
置
づ

け
＆
賃
金
格
差

労
働
条

件
の
違

い
や
賃

金
等
の

格
差
に
つ
な
が
ら
な
い
均
等
待
遇

○
高
齢
者
が
住
み
慣
れ
た
環
境
で
安
心
し
て
暮
ら
す
た
め
、
健
康
づ
く
り
を
コ
ア
事
業
と
し
て
、
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
含
め
た
様
々
な

サ
ー
ビ
ス
を
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
を
「
福
祉
拠
点
」
と
す
る
。

○
ア
ク
テ
ィ
ブ
な
シ
ニ
ア
と
多
世
代
交
流
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
構
築
し
、
地
域
活
力
の
事
業
と
住
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
育
成
す
る
プ
ロ
グ
ラ

ム
開
発

○
Ｉ

Ｃ
Ｔ

を
活

用
し

た
見

守
り

支
援

と
人
が

介
在

す
る

顔
の

見
え

る
サ

ー
ビ

ス
に

よ
り

「
信
頼

」
を
提

供
す

る
。

連
絡

携
帯
型
通
信

端
末
で
生
活

状
態
検
知

基
地
局
で
居

場
所
検
知

地
域
の
つ
な
が
り
の
場

基
地
局
間
を
経
由
し
て

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
に
居

場
所
情
報
を
通
知

サ
ー
ビ
ス
付
高
齢
者
住
宅

食
料
品
、
日
用
品
な
ど
店
舗
併

設

シ
ル
バ
ー
人
材

で
運
営

介
護
タ
ク

シ
ー

見
守
り
巡
回

健
康
体
操
教
室
、
文
化
教
室
の
運
営

介
護
支
援

日
用
品
配
達
（
見
守

り
巡
回
兼
ね
る
）

家
庭
菜
園
、
最
寄
農

家
か
ら
直
販

住
み
慣
れ
た
環
境
で
必
要
な
介
護
支
援

や
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

地
域
の
つ
な
が
り
の
場

材

見
守
り
巡
回

健
康
体
操
教
室

文
化
教
室
の
運
営

弁
当
、
日
用
品
、
食
料

品
の
宅
配
を
兼
ね
た
顔

の
見
え
る
見
守
り

見
守
り
巡
回

・
医
療
機
関

・
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー

遠
方
で
住
む
子
供
夫

婦
が
、
親
の
健
康
状

態
が
気
が
か
り

EV

EV

（
仮
題
）
地
域
の
暮
ら
し
サ
ポ
ー
ト
実
証
事
業
イ
メ
ー
ジ
（
案
）

【
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
】

・
シ
ニ
ア
層
か
ら
子
育
て
支
援
・
多
世
代
交
流
の
拠
点
と
な
る
様
々

な
講
座
と
指
導
者
育
成
す
る

・
リ
ー
ダ
ー
資
格
制
度
で
教
室
運
営
な
ど
活
躍
で
き
る
場
の
提
供

営

巡
回

最
寄
の
基
地
局
で

居
場
所
を
検
知

20
17
/3
/2
4

9
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堺
市
実
証
実
験
健
康
体
操
教
室
事
業
モ
デ
ル
（健
康
寿
命
延
伸
対
策
）

（
年
～

年
堺
市
産
学
公
連
携
事
業
受
託
）

健
康
管
理
支
援
（
日
常
生
活
デ
ー
タ
測
定
）

健
康
プ
ロ
グ
ラ
ム

作
成
支
援

日
常
活
動
デ
ー
タ

自
動
計
測

活
動
デ
ー
タ

見
え
る
化

デ
ー
タ

セ
ン
タ
ー

・
パ
ソ
コ
ン

・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

・
ケ
ー
タ
イ

・
活
動
強
度

・
歩
数
計

・
消
費
カ
ロ
リ
ー

地
域
健
康
体
操
指
導
体
制

＊
月
額
制
有
料

利
用
者

専
門
家

運
動
・
栄
養
の
個
別
ア
ド
バ
イ
ス

【
活
動
場
所
】

・
地
域
会
館
・
槙
塚
台
レ
ス
ト
ラ
ン

利
用
者

「
健
康
カ
ル
テ
」
作
成
＊
個
別
プ
ラ
ン
作
成
や
ア
ド
バ
イ
ス
都
度
有
料

・
筋
力
測
定
に
よ
る
改
善
度
の
「
見
え
る
化
」
で
や
る
気
向
上

・
専
門
家
に
よ
る
直
接
指
導
の
機
会

大
学
教
授
、
理
学
療
法
士
や
管
理
栄
養
士
か
ら
、

年
齢
・
健
康
状
態
に
応
じ
た
運
動
・
食
事
指
導

実
践
・
指
導

⚫
健
康
活
動
、
栄
養
指
導

プ
ロ
グ
ラ
ム
作
成

栄
養
・
食
事

メ
ニ
ュ
ー

【
継
続
で
き
る
有
料
事
業
体
制
】

⚫
デ
ー
タ
機
器
利
用
料

⚫
個
別
運
動
指
導

⚫
栄
養
指
導

評
価
か
ら

日
常
生
活
改
善

地
域
密
着
型
企
業

連
携
体

（
産
学
公
連
携
）

＊
基
地
局
又
は
ス
マ
ホ
で

送
信
機
か
ら
デ
ー
タ
受
信

運
動
プ
ロ

グ
ラ
ム

＊
ラ
イ
フ
ロ
グ
送
信
機

重
さ
１
４
グ
ラ
ム

（
個
人
別
運
動
・
栄
養

プ
ロ
グ
ラ
ム
作
成
）

＊
月
額
利
用
料
徴
収

＊
健
康
カ
ル
テ
＊

健
康
寿
命
延
伸
を

地
域
と

一
体
と

な
り
取

組
む

新
し
い
公
共
的
な

ビ
ジ
ネ

ス
モ
デ

ル
（
ソ

ー
シ
ャ

ル
ビ
ジ

ネ
ス
）

が
必
要

健
康

寿
命

を
延

ば
す

に
は

、
基

本
は
自
己
責
任

。
し
か
し
、

経
済
的
要
因

な
ど
、
自
助

努
力
の
限
界

も
あ
る
。

□
企

業
支

援
＆

行
政
支

援
ハ

イ
ブ

リ
ッ

ド
型

健
康

体
操

教
室

①
地

域
住

民
主

体
で

自
主

運
営
と
収
益
管
理

・
フ
ラ
ン
チ
ャ

イ
ズ
方
式
で

管
理
本
部
を
第

セ
ク

タ
ー
？

②
専

門
家

支
援

を
受

け
れ

る
収
益
モ
デ
ル
の

検
討

・
理

学
療

法
士

、
管

理
栄

養
士
、
運
動
指

導
士
等
に
よ

る
健
康
増
進

支
援

□
健
診
機
会

を
増
加
す

る
仕
組

み
も
一
方

で
は
必

要
・

ワ
ン

コ
イ

ン
検

査
な

ど
、

一
部
負
担
も
あ

り
、
内
容
も

充
実
さ
せ
る

・
行

政
保

健
部

局
の

検
査

枠
の
増
加

（
申

込
日

に
電

話
で

時
間
半
以
上

も
電
話
を
掛
け

続
け
な
い
と

申
し
込
め
な

い
）

□
市

民
と

行
政

間
の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ロ
ス

・
行

政
と

の
つ

な
が

り
を

外
部
委
託
（

な
ど
）

に
任
せ
る
だ

け
？

・
行

政
も

福
祉

サ
ー

ビ
ス

の
一
環
で
は
、
特

定
の
市
民
だ

け
で
広
が
ら

な
い

行
政
側
も
住

民
側
も
コ
ス

ト
意
識
が
な
く

、
無
償
事
業

と
の
認
識

□
市

民
側

の
意

識
変
容

を
促

す
た

め
の

取
組

み
・

健
康

増
進

や
地

域
活

動
は

、
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
で
住
民
任

せ
。

有
志
の
取
組

み
で
は
、
組

織
化
で
き
な
い

。

13
14
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1

２
０
１
９
．
８
．
２
４

新
檜
尾
台
校
区
連
合
自
治
会
役
員

谷
村
昌
典

自
治

会
・

校
区

福
祉
委

員
会

の
活

動
と

泉
北

ニ
ュ

ー
タ
ウ

ン
の

近
隣
資

産
を
活

か
し
た

高
齢

者
の

健
康
づ

く
り

泉
北
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン

新
檜

尾
台

緑
道

新
檜
尾
公
園

近
隣
セ
ン
タ
ー

医
療
セ
ン
タ
ー

保
育
所

新
檜
尾
台

小
学
校

幼
稚
園

近
隣
セ
ン
タ
ー
及
び

周
辺

近
隣
セ
ン
タ
ー
：
商
店
、
地
域
会
館

、
郵

便
局

な
ど

周
辺
：
医
療
セ
ン
タ
ー
、
保
育
所
、

小
学

校
、

公
園

な
ど

新
檜
尾
台

小
学
校

新
檜
尾

公
園

保
育
所

医
療
セ
ン
タ
ー

バ
ス
停

商
店
街

地
域
会
館

福
祉
会
館

郵
便
局

ス
ー
パ
ー

新
檜

尾
台

の
高

齢
者

人
口

人
口
：
８
，
７
２
２
人

６
５

歳
～

７
４

歳
：

１
，

８
５

１
人

７
５

歳
～

８
４

歳
：

９
８

６
人

８
５

歳
～

：
２

８
３

人

高
齢

化
率

（
６

５
歳

以
上

）
：

３
５

．
８

％
高

齢
化

率
（

７
５

歳
以

上
）

：
１

４
．

５
％

Ｈ
３

１
．

４
時

点

1
2

3
4

57分科会１



2

ど
ん

な
活

動
を
し

て
い
る

の
？

災
害

に
強

い
ま

ち
づ

く
り

平
成

2
3
年

3
月

1
1
日

に
発

生
し

た
、

東
日

本
大

震
災

は
甚
大

な
被

害
を

も
た

ら
し
ま

し
た

が
、

防
災

に
対
す

る
多

く
の

教
訓

も
残
し

ま
し

た
。

そ
の

中
で

、
そ

の
重

要
性
が

再
認

識
さ
れ

た
の

が
、

「
自

助
」
「

共
助

」
と

「
公

助
」
の

連
携

に
よ

る
救

援
・
復

興
の
大

切
さ

で
す

。
大

災
害

が
発

生
す

る
と
、

電
気

・
ガ
ス

・
水

道
な

ど
ラ

イ
フ
ラ

イ
ン

が
使

用
不

能
と
な

る
だ

け
で

な
く

、
行
政

に
よ
る

救
助

な
ど

に
著

し
い

影
響

が
生

じ
ま
す

。
そ

の
た
め

地
域

で
の

救
出

・
救
助

な
ど

の
助

け
合

い
（
共

助
）

が
非

常
に

重
要
に

な
っ
て

き
ま

す
。

「
自

分
た

ち
の

ま
ち

は
自
分

た
ち

で
守
る

」
た

め
、

日
頃

か
ら
地

域
の

問
題

を
地

域
で
解

決
す

る
力

が
必

要
で
す

。
自
治
会
で
は
、
防
災
訓
練
や
防
災
マ
ッ
プ
の
作
成
、
防
災
資
機
材
の
管
理
や
災
害
時
要
援
護
者
へ
の
支
援
な
ど
様
々
な
活
動
が
行

わ
れ

て
い

ま
す

。
今

後
3

0
年

以
内

に
非
常

に
高

い
確

率
で

発
生
す

る
と
予
測

さ
れ

て
い
る

東
南

海
・

南
海

地
震
を

は
じ

め
、

い
つ

襲
わ

れ
る

か
わ

か
ら

な
い

大
災

害
に

備
え

て
、

地
域

の
つ
な

が
り

を
深

め
、
災

害
に

強
い

ま
ち

づ
く

り
の
た

め
に

も
、

自
治

会
活
動

は
今

後
ま

す
ま

す
重

要
に

な
っ

て
き

ま
す

。

安
心

し
て

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
普
段

は
あ

ま
り

気
に

か
け

る
こ

と
も

無
い

か
も

し
れ
ま

せ
ん

が
、

夜
道

を
照
ら

す
防

犯
灯

。
堺
市

も
電

気
料

金
の

補
助

等
の

一
部

助
成

は
行

っ
て
い

ま
す

が
、

市
内

の
ほ
と

ん
ど

の
防

犯
灯

は
、
自

治
会

を
中

心
と

し
た
地

域
の
皆
さ
ん
に
よ
っ
て
維
持
管
理
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た

、
青

色
防

犯
パ

ト
ロ

ー
ル

車
に

よ
る

地
域

の
見
守

り
活

動
や

、
防

犯
カ
メ

ラ
の

設
置

、
維

持
管
理

な
ど

、
安

全
・

安
心
な

ま
ち

づ
く

り
の

た
め

、
さ

ま
ざ

ま
な

地
域

活
動

が
展

開
さ
れ

て
い

ま
す

。

こ
ど

も
を

見
守

る
ま

ち
づ

く
り

・
青

少
年
健

全
育

成
不
審

者
や

交
通

事
故

か
ら

こ
ど

も
を

見
守

っ
て

い
ま
す

。
ま

た
青

少
年

指
導
員

や
子

ど
も

会
、

P
T

A
な
ど

と
協

力
し
て

、
青

少
年

健
全

育
成

活
動

を
し

て
い

ま
す

。

き
れ

い
な

ま
ち
づ

く
り

清
潔

で
ゴ

ミ
の

無
い

ま
ち

づ
く

り
の

た
め

、
美

化
清
掃

活
動

を
定

期
的

に
行
っ

て
い

ま
す

。

助
け

合
い

の
ま

ち
づ

く
り

お
年

寄
り

や
、

障
害

の
あ

る
方

へ
の

声
か

け
な

ど
を
し

て
地

域
で

支
え

あ
っ
て

い
ま

す
。

ふ
れ

あ
い

の
あ

る
ま

ち
づ

く
り

祭
り

、
盆

踊
り

、
運

動
会

な
ど

の
行

事
を

各
種

団
体
の

協
力

で
実

施
し

、
住
民

相
互

の
親

睦
を

深
め
て

い
ま

す
。

情
報

を
共

有
す

る
ま

ち
づ

く
り

堺
市
か
ら
の
お
知
ら
せ
や
町
内
の
連
絡
な
ど
、
自
治
会
員
に
広
く
情
報
提
供
を
し
て
い
ま
す
。

広
く
情
報
提
供
を

し
て
い
ま
す
。

自
治

会
校

区
福

祉
委

員
会

小
学

校
区

エ
リ

ア
を
単

位
／

自
治

会
、

民
生

委
員

児
童

委
員

会
、

老
人

会
等

校
区

内
の

各
種

団
体

・
グ

ル
ー
プ

を
中

心
の

地
域

住
民

で
構

成
／

ひ
と

り
暮

ら
し

の
高

齢
者

、
障

が
い

の
あ

る
人

、
子

育
て
中

の
親

御
さ

ん
等

支
援
を

必
要

と
す

る
人

を
主

に
対
象

／
住

民
主

体
の

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

（
活
動
）

見
守

り
･
声

か
け

訪
問

活
動

／
配

食
活

動
／

家
事

援
助

活
動

／
外

出
援

助
活

動
／

軽
作

業
援

助
活
動

／
介

護
･介

助
活

動
／

い
き

い
き

サ
ロ
ン

／
子

育
て

支
援

（
サ

ロ
ン

）
活

動
／

ふ
れ

あ
い

食
事

会
／

地
域

リ
ハ

ビ
リ

／
世

代
間
交

流
／

ふ
れ

あ
い

喫
茶

／
校

区
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
ビ

ュ
ー

ロ
ー

／
お

げ
ん

き
で

す
か

訪
問

活
動

な
ど

地
域
と
行
政

地
域
に

は
、

自
治

会
・

校
区

福
祉

委
員

会
と

い
う

横
断

的
な

組
織

が
あ

り
ま

す
が

、
住

民
全

員
は
入
会
し
て
い
ま
せ
ん
。
地
域
と
行
政
は
、
市
民
協
働
、
こ
ど
も
・
教
育
、
福
祉
、
危
機

管
理
、

公
園

、
ス

ポ
ー

ツ
な

ど
、

分
野

毎
に

地
域

と
繋

が
っ

て
い

ま
す

。
「

専
門

性
」

を
活

か
し
た

し
く

み
で

す
が

、
い

わ
ゆ

る
「

縦
割

り
」

に
伴

う
弊

害
も

あ
り

ま
す

。

行
政

：
市

民
協

働
こ

ど
も

・
教

育
福

祉
危

機
管
理

公
園

ス
ポ
ー
ツ

環
境

1
5
単
位

自
治

会
等

広 報 ・ 会 館 運 営 委 員 会

ス ポ ー ツ 推 進 委 員 会

花 づ く り 委 員 会

ふ れ あ い ま つ り 委 員 貴

サ マ ー フ ェ ス タ 委 員 会

青 パ ト

防 災 ・ 防 犯 委 員 会

避 難 所 運 営 委 員 会

民 生 委 員 児 童 委 員 会

連
合

自
治

会

交 通 安 全 指 導 委 員 会

公 園 愛 護 委 員 会

み な み 花 咲 く ま ち づ く り 委 員 会

保 護 士 ・ 少 年 補 導 員

人 権 教 員 推 進 委 員

小 学 校 総 合 開 放 運 営 委 員 会

青 少 年 指 導 委 員 会

ご み 減 量 化 推 進 員

日 赤 奉 仕 団

み ん な の 子 育 て ひ ろ ば

小
地

域

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

お 元 気 で す か 訪 問

校 区 ボ ラ ン テ ィ ア ビ ュ ー ロ ー

お や じ の 会

い き い き サ ロ ン

絵 画 ・ 音 楽 愛 ・ に こ に こ ク ラ ブ

ふ れ あ い 喫 茶

歌 声 ・ 子 育 て サ ロ ン

連
合

こ
ど

も
会

育
成

協
議

会

老
人

ク
ラ

ブ
連

合
会

４ 地 域 会

ポ ー ト ボ ー ル

学
校

園
等

各 種 ６ ク ラ ブ

保 育 園 ・ 幼 稚 園

小 学 校 ・ Ｐ Ｔ Ａ

中 学 校 ・ Ｐ Ｔ Ａ

少 年 野 球

校
区

福
祉

委
員
会

福
祉

施
設

４ 施 設

自
治
会
加
入
率

新
檜

尾
台

世
帯

数
３

，
８

6
8
世

帯

自
治
会
加
入
世
帯

３
，
０

3
9
世
帯

自
治

会
加

入
率

7
8
．

6
％

H
3

1
.4
時

点

5
6

7
8
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3

高
齢
化
率
が
３
０
％
を
超
え
、

さ
ら

に
高
齢

化
が

進
展

↓
住
民
の
結
び
つ
き
と
自
治
会
活
動
の
維
持
が
課
題

地
域
活
動
と
し
て

高
齢
化
社
会
へ
の
対
応

が
大

き
な

課
題

住
民

の
元

気
寿

命
を

延
ば

し
高

齢
者

の
外

出
行

動
を

誘
発

引
き

こ
も

り
が

ち
な

人
々

を
交

流
の

場
に

引
き

入
れ

↓

近
隣

資
産

を
活

か
し
た

高
齢

者
の

健
康

づ
く
り

近
隣

資
産

を
活
か

し
た

「
身

近
な

と
こ
ろ

で
」

↓
近

隣
セ

ン
タ

ー
や

緑
道
・

公
園

高
齢

者
の

健
康
づ

く
り

「
身

体
の

状
態
の

応
じ

た
」

↓
健

康
講

座
・

健
康

体
操

ノ
ル

デ
ィ

ッ
ク
（

ポ
ー

ル
）

ウ
ォ
ー

ク

講
座
開
催
説
明
会

・
・
参

加
者

は
約

1
0

0
名

住
民

の
健

康
づ

く
り

へ
の
意

識
が
高

い

＊
講
座
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
や
注
意
事
項
を
説
明

9
10

11
12

59分科会１



4

身
近
な
近
隣
セ
ン
タ
ー
や
緑
道
・
公
園
で

身
体
の
状
態
に
応
じ
た
健
康
づ
く
り

近
隣

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
(地

域
会

館
や

商
店

な
ど

)
要

介
護

状
態

を
招

く
虚

弱
を

理
解

運
動

と
栄

養
か

ら
虚

弱
予

防
の

知
識

を
学

ぶ

健
康

講
座

健
康

体
操

ノ
ル

デ
ィ

ッ
ク

（
ポ

ー
ル

）
ウ

ォ
ー

ク

体
操

と
身

体
機
能

評
価

を
行

い
虚

弱
予

防
の

実
践

を
学

ぶ
＊

身
体

機
能

評
価

：
握

力
・

歩
行
能

力
・

バ
ラ

ン
ス

能
力

を
測

定

参
加

者
を

歩
行

能
力

別
に

分
け

住
民

リ
ー

ダ
ー

と
一

緒
に

ウ
ォ

ー
ク

＊
歩

行
能

力
別

(入
門

者
・

初
心

者
・

中
級

者
)

緑
道

・
公

園

講
座

開
催

説
明

会
講

座
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
や

注
意

事
項

を
説

明
参

加
者

は
約

1
0

0
名

住
民

の
健

康
づ

く
り

へ
の

意
識

が
高

い

住
民

ｻ
ﾎ
ﾟ
ｰ
ﾀ
ｰ

養
成

講
座

人
材

育
成

に
よ

る
活

動
の

継
続

体
制

理
学

療
法

士
・

管
理

栄
養

士
・

看
護

師
e
tc

理
学

療
法

士
・

作
業

療
法

士
e
tc

理
学

療
法

士
・

ノ
ル

デ
ィ

ッ
ク

（
ポ

ー
ル

）
ウ

ォ
ー

ク
指

導
資

格
者

（
協

力
）

＋

＊
民

生
委

員
の

協
力

の
も

と
社

会
福

祉
協

議
会

や
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
と

も
連

携
し

閉
じ

こ
も

り
高

齢
者

の
参
加

を
促

す

専
門

家
リ
ハ
ビ
リ
職
１
１
名
、
医
師
１
名
、
看
護

師
１
名

、
薬
剤

師
１
名

、
管

理
栄

養
士

１
名

、
介

護
支

援
専

門
員

１
名

、
計

１
６

名

健
康

講
座

健
康

体
操

ノ
ル

デ
ィ

ッ
ク

（
ポ

ー
ル

）
ウ

ォ
ー

ク

校
区

福
祉

委
員

・
民

生
委

員
連

合
自

治
会

人
材
育
成
に
よ
る
活
動

の
継

続
↓

住
民
サ
ポ
ー
タ
ー

養
成

講
座

★
住

み
慣

れ
た

身
近
な

と
こ
ろ

で
気

軽
に

健
康

づ
く
り

に
参

加
で

き
る

★
住

民
リ

ー
ダ

ー
が
主

体
と
な

り
運

営
・

企
画

を
行
う

た
め

継
続

的
に

行
う
こ

と
が

で
き

る

★
ノ
ル
デ
ィ
ッ
ク
（
ポ
ー
ル
）
ウ
ォ
ー
ク
は
高
齢
者
と
若
い
世
代

と
の

交
流

が
深

ま
り
、

参
加
す

る
中

で
顔

見
知

り
が
増

え
、

今
後

の
自

治
会

活
動

を
担

う
人
材

発
掘

に
繋

が
る

身
近

な
と

こ
ろ
で

近
隣

セ
ン

タ
ー
や

緑
道

・
公

園

身
体

の
状

態
の
応
じ
た

健
康
づ
く
り

健
康

講
座

･
健
康

体
操

･
ノ
ル
デ

ィ
ッ

ク
(ポ

ー
ル

)ウ
ォ

ー
ク

13
14

15
16
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買
い
物
弱
者
対
策
に
お
け
る

調
査
・
認
識
か
ら
連
携
・
協
働
へ
の
足
取
り

第
33
回
自
治
体
学
会
堺
大
会

分
科
会

1「
連
携
・
協
働
と
簡
単
に
言
う
け
れ
ど
！
」

（
20

19
年

8月
24
日
）

髙
橋

愛
典
（
近
畿
大
学
経
営
学
部
）

田
中

康
仁
（流
通
科
学
大
学
商
学
部
）

1.
 「
買
い
物
弱
者
」
の
定
義
と
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン

•
買
い
物
弱
者
と
は
・
・
・
「
流
通
機
能
や
交
通
網
の
弱
体
化
と
と

も
に
、
食
料
品
等
の
日
常
の
買
い
物
が
困
難
な
状
況
に
置
か
れ

て
い
る
人
々
」
（
経
済
産
業
省
）
→
全
国
で

70
0万
人
（

20
15
年
、

経
済
産
業
省
）
と
も
、

91
0万
人
（

20
10
年
、
農
林
水
産
省
）
と
も

•
そ
も
そ
も
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
で
、
買
い
物
弱
者
が
発
生
す
る
は
ず
が

な
い
・
・
・
近
隣
住
区
論
＋
中
心
地
理
論
で
施
設
を
計
画
的
配
置

1.
地
区
セ
ン
タ
ー
（
駅
）
＝
総
合
ス
ー
パ
ー
・
百
貨
店

2.
近
隣
セ
ン
タ
ー
（
住
区
）＝
食
品
ス
ー
パ
ー
（
小
売
市
場
）・
酒
店
・

米
店
・
薬
局

→
ど
こ
に
住
ん
で
も

50
0メ
ー
ト
ル
歩
け
ば
必
ず
着
く
、

地
域
会
館
な
ど
と
合
わ
せ
て
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
そ
れ
自
体
の
拠
点

•
近
隣
セ
ン
タ
ー
か
ら
ス
ー
パ
ー
が
撤
退
す
る
事
例
が
出
現
・・
・

泉
北
・
赤
坂
台
住
区
で
は
ト
ラ
ン
ク
ル
ー
ム
に
転
用
（

20
12
年
）

•
近
隣
セ
ン
タ
ー
衰
退
の
最
大
の
理
由
は
モ
ー
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
？

2.
  赤
坂
台
住
区
で
の
実
態
調
査
（

20
15
年
度
）

•
物
流
ま
ち
づ
く
り
共
同
研
究
会
（
通
称
「
ぶ
つ
ま
研
」
、
日
本
物
流

学
会
関
西
部
会
有
志
）が
調
査
に
着
手

←
多
摩
（
東
京
）・
千
里

（
大
阪
）
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
で
の

NP
Oに
よ
る
配
食
サ
ー
ビ
ス
も
調
査

1.
ア
ン
ケ
ー
ト
（

20
15
年
夏
）
・
・
・
丁
（
目
）
ご
と
の
高
齢
者
ク
ラ
ブ
を

通
じ
、
会
員

54
2名
（4

36
世
帯
）
に
質
問
票
配
布

→
32

4枚
回
答

→
回
答
率

74
.3
％
（
た
だ
し
、
赤
坂
台
の
高
齢
者
は
約

2,
60

0人
）

2.
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（

20
15
年
秋
）
・
・
・
ア
ン
ケ
ー
ト
回
答
者
か
つ
協
力

希
望
者
か
ら
丁
ご
と
に
抽
出
、
地
域
会
館
で
実
施
（

39
組
）

•
詳
細
は
以
下
を
参
照
（
近
畿
大
学
中
央
図
書
館
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に

あ
る
「
リ
ポ
ジ
ト
リ
」
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
）
→
髙
橋
愛
典
・
浜
崎

章
洋
・久
保
章
・田
中
康
仁
「大
都
市
圏
郊
外
に
お
け
る
買
い
物

弱
者
問
題
の
一
断
面
」
『
商
経
学
叢
』
第

64
巻
第

3号
、

20
18
年

3.
   
買
い
物
先
と
選
択
理
由

[B
-1

] 食
料
品
・日
用
品
の
買
い
物
は

95
.4
％
が
ス
ー
パ
ー

(n
=3

24
)

1
2

3
4
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4.
  買
い
物
交
通
手
段
（

2つ
ま
で
）

[B
-4

] 自
家
用
車
（
運
転
・
送
迎
）
＞
バ
ス
＞
徒
歩
＞
自
転
車

(n
=3

18
)

[B
-5

] 7
0.

0％
が
生
協
（
共
同
購
入
・個
配
）
利
用
せ
ず

(n
=2

97
)

[B
-6

] 8
3.

9％
が
ネ
ッ
ト
通
販
等
を
利
用
し
て
い
な
い

(n
=2

92
)

5.
  使
っ
て
み
た
い
サ
ー
ビ
ス
（

2つ
ま
で
）

[D
-1

] n
=2

32
（

1つ
以
上
○
を
付
け
た
回
答
者
）

移
動
販
売
車
と
青
空
市
場
へ
の
期
待
が
高
い

6.
買
い
物
弱
者
対
策
の
類
型

(1
)

物
流
（
川
上
か
ら
川
下
へ
）

④

最
後
の

①
②

③

１
マ
イ
ル

⑤

小
売
業
者

消
費

者

新
規
拠
点

（
出
典
）
髙
橋
愛
典
「
少
子
高
齢
化
と
買
い
物
弱
者
対
策
」
塩
見
英
治
監
修
『
自
由
化

時
代
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
産
業
と
社
会
資
本
』
（

20
17
年
、
八
千
代
出
版
）
第

17
章
、

p.
24

7。

7.
買
い
物
弱
者
対
策
の
類
型

(2
)

（
6.
の
図
の
凡
例
）

①
交
通
・
・
・
消
費
者
が
店
舗
へ
移
動
：
買
い
物
バ
ス

②
流
通
・
・
・
消
費
者
は
自
宅
で
商
品
を
待
つ
：
御
用
聞
き
、

共
同
購
入
、
移
動
販
売
、
ネ
ッ
ト
ス
ー
パ
ー

③
来
店
宅
配
・
・
・
来
店
者
が
購
入
し
た
商
品
を
そ
の
自
宅
ま
で

配
達
す
る
：
小
売
業
者
自
身
か
物
流
業
者
に
よ
る
宅
配

④
小
売
業
者
か
ら
の
「
歩
み
寄
り
」
・
・
・
小
規
模
＝
小
商
圏
店

舗
の
出
店
、
中
山
間
地
域
へ
の
出
店

⑤
消
費
者
か
ら
の
「
歩
み
寄
り
」
・
・
・
共
同
売
店
、
配
食
、
共
食

•
移
動
販
売
車
（
②
）
と
青
空
市
場
（
④
？
⑤
？
）
へ
の
高
い
期

待
[D

-1
]と
、
近
隣
セ
ン
タ
ー
活
性
化
の
展
望
（
堺
市
の
政
策
：

ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
再
生
室
、
南
区
役
所
）
を
視
野
に
入
れ
、
対
策

案
を
検
討

5
6

7
8
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8.
対
策
案
の
整
理

①
交
通
・
・
・
既
存
の
バ
ス
（
駅
行
き
）
に
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
車
掌
（
コ
ン

シ
ェ
ル
ジ
ュ
）
が
乗
車
す
る
→
駅
前
の
利
便
性
は
上
が
る
が
…

②
流
通
・
・
・
移
動
販
売
へ
の
期
待
大

→
初
期
投
資
（
車
両
）
の
費
用

負
担
、
品
揃
え
に
不
満
、
近
隣
セ
ン
タ
ー
の
活
性
化
に
逆
行
？

③
来
店
宅
配
・
・
・
既
存
の
ス
ー
パ
ー
の
サ
ー
ビ
ス
→
店
内
の
設
備

や
宅
配
受
付
の
時
間
は
、
店
舗
と
協
議
し
て
改
善
で
き
る
？

④
小
売
業
者
か
ら
の
「歩
み
寄
り
」
・
・
・期
待
で
き
な
い
（
民
間
が

や
っ
て
儲
か
る
な
ら
、
出
店
戦
略
と
し
て
実
行
さ
れ
て
い
る
は
ず
）

⑤
消
費
者
か
ら
の
「
歩
み
寄
り
」
・
・
・
青
空
市
場
へ
の
期
待
大
→

住
民
主
体
で
青
空
市
場
を
拡
充
す
る
可
能
性
（肉
・魚
を
含
め
た

生
鮮
三
品
等
の
販
売
、
PR
の
充
実
、
地
域
会
館
の
イ
ベ
ン
ト
と
連

携
）
、
品
揃
え
の
充
実
・
維
持
が
不
可
欠
、
住
区
の
足
並
み
が

…

9.
  調
査
・
認
識
か
ら
連
携
・
協
働
へ

•
地
域
の
ニ
ー
ズ
を
最
も
理
解
し
て
い
る
の
は
地
域
そ
れ
自
体
・
・
・

住
民
主
体
の
「
ま
ち
づ
く
り
」
で
な
さ
れ
る
意
思
決
定
を
尊
重
す
る

の
が
一
番

→
研
究
者
は
ど
う
関
わ
る
か
？
判
断
材
料
の
提
供
？

•
「
物
流
ま
ち
づ
く
り
」
の
調
査
・
研
究
は
、
「
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
（
＝
物

流
）
を
ま
ち
づ
く
り
に
活
か
す
」
だ
け
で
な
く
、
「
ま
ち
づ
く
り
の
ロ
ジ

ス
テ
ィ
ク
ス
（
＝
後
方
支
援
）
を
す
る
」
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る

•
こ
の
調
査
を
し
て
い
る
う
ち
に
お
声
が
か
か
り
、
髙
橋
と
田
中
が

区
役
所
の
会
議
に
出
て
買
い
物
弱
者
問
題
を
議
論
す
る
こ
と

に
・
・
・
南
区
全
域
（
泉
北
の

3地
区

16
住
区
＋
「
旧
村
」
）
が
対
象

1.
堺
市
南
区
区
民
評
議
会
特
別
委
員
（
20

17
年
度
）

2.
堺
市
南
区
買
い
物
支
援
サ
ー
ビ
ス
検
討
会
（
20

18
年
度
）

10
.  
区
民
評
議
会
で
の
議
論
（

20
17
年
度
）

•
区
民
評
議
会
と
は
・
・
・
「
区
域
の
課
題
解
決
に
向
け
、
区
ご
と
の

特
性
に
応
じ
た
施
策
の
方
向
性
に
つ
い
て
調
査
審
議
を
行
う
附

属
機
関
」
→
住
民
組
織
・
福
祉
法
人
・
公
募
委
員
・
私
鉄
等
参
画

•
地
方
内
分
権
・
地
区
分
権
の
一
環
？
・
・
・
年
に
数
回
、

区
内
選
出
の
市
議
会
議
員
の
方
々
も
交
え
て
活
動
報
告
・議
論

•
20

17
年
度
の
南
区
で
は
買
い
物
弱
者
問
題
に
つ
い
て
諮
問
・
・
・

区
役
所
で
も
20

16
年
に
高
齢
者
を
対
象
と
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

（
『
堺
市
南
区
買
い
物
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
報
告
書
』
）
、

た
だ
し
住
区
・
集
落
ご
と
の
集
計
は
不
可
能
な
調
査
設
計

•
諮
問
を
受
け
た
中
間
報
告
・
答
申
で
出
た
結
論

1.
買
い
物
支
援
サ
ー
ビ
ス
検
討
会
の
開
催

2.
買
い
物
支
援
サ
ー
ビ
ス
一
覧
の
作
成
・
配
布

11
. 
買
い
物
支
援
サ
ー
ビ
ス
検
討
会

で
の
議
論
（

20
18
年
度
）

•
検
討
会
委
員
・
・
・
近
隣
セ
ン
タ
ー
に
出
店
し
て
い
る
ス
ー
パ
ー

5店
（全
店
で
は
な
い
）
、
私
鉄

2社
、
社
会
福
祉
協
議
会
、
物
流

企
業
（
プ
レ
ゼ
ン
）
、
ま
ち
づ
く
り
NP

O（
事
務
局
業
務
受
託
）
な
ど

•
来
店
宅
配
の
店
舗
間
共
同
化
の
試
算
が
中
心
・
・
・
議
論
の
中
で

ス
ー
パ
ー
の
実
情
を
知
る
（
店
舗
間
を
配
送
し
て
回
る
合
間
の
時

間
帯
に
、
ト
ラ
ッ
ク
車
両
と
ド
ラ
イ
バ
ー
を
活
用
し
て
来
店
宅
配
）

•
結
局
、
新
し
い
取
り
組
み
へ
の
着
手
は
実
現
せ
ず
・
・
・

民
間
企
業
の
ビ
ジ
ネ
ス
お
よ
び
住
区
単
位
の
ま
ち
づ
く
り
を
前
提

と
し
て
、
行
政
が
ど
の
よ
う
に
連
携
・
協
働
の
場
を
作
る
か
？

•
ス
ー
パ
ー
が
行
政
の
会
議
に
出
席
す
る
の
は
珍
し
い
？
・
・
・

生
活
イ
ン
フ
ラ
と
い
う
認
識
（
自
他
と
も
に
）
、
会
議
の
時
間
帯
の

工
夫
、
議
論
の
場
が
で
き
た
こ
と
だ
け
で
も
評
価
に
値
す
る
？

9
10

11
12
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1

住
育
事

業
へ

の
取

り
組

み （
公

社
）

大
阪

府
建

築
士

会

建
築

士
の

会
堺

・
高

石
桑

原
宏

明

１
．

き
っ

か
け

今
ま

で
に

関
わ

っ
た

主
要

な
子

供
向

け
事

業
年

度
イ

ベ
ン

ト
備

考

2
0
06
年

家
を
つ
く
ろ
う
！
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

（
大
阪
府
建
築
士
会
）

（
～
20
15
年
ま
で
参
加
、
現
在
も
継
続
中
）

大
阪
市
・
日
本
建
築
学
会
共
催

2
0
08
年

大
阪
府
す
ま
い
ま
ち
づ
く
り
教
育
普
及
協
議
会

出
前
授
業
「
ユ
メ
イ
エ
。
」
プ
ロ
グ
ラ
ム
立
上
げ

→
大
阪
府
内
の
小
学
校
へ
の
出
前
授
業
活
動

★
堺

市
立

福
泉

中
央

小
学

校
（
彦

坂
先

生
と

の
共
同

授
業

）
[京

阪
東

ロ
ー

ズ
タ

ウ
ン

共
育

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

]つ
く
る

と
こ

ろ
夏

祭
り

屋
台

を
つ

く
ろ

う
ワ

ー
ク
シ

ョ
ッ

プ

大
阪
府

在
阪
建
築
団
体
他

N
P
O法

人
+
ar
ts

2
0
10
年

大
阪
府
教
育
セ
ン
タ
ー
家
庭
科
教
員
へ
の
出
前
講
座

す
ま
い
る
ネ
ッ
ト

10
周
年
イ
ベ
ン
ト

大
阪
府
建
築
士
会

神
戸
市
住
宅
供
給
公
社

2
0
13
年

「
ユ
メ
イ
エ
。
」

IN
名
張

（
一

社
）

名
張

青
年

会
議

所

2
0
12
年

ち
び
っ
こ
う
べ

20
12
,2
01
4,
20
16
,2
01
8

神
戸
市
、

KI
IT
O

2
0
16
年

堺
ア
ー
ト
ワ
ー
ル
ド

個
人

建
築

士
と

し
て
所
属
す
る
（
公
社
）
大
阪
府
建
築
士
会
青
年
委
員
会
活
動
を
通
し
て

「
こ

ど
も

た
ち
に
建
築
の
楽
し
さ
」
を
伝
え
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
か
ら
は
じ
ま
る
。

１
．

き
っ

か
け

今
ま

で
に

関
わ

っ
た

主
要

な
子

供
向

け
事

業
１

．
き

っ
か

け
今

ま
で

に
関

わ
っ

た
主

要
な

子
供

向
け

事
業

1
2

3
4
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2

２
．

子
供

向
け

事
業

か
ら

見
え

る
課

題
の

発
見

〇
「
楽

し
い
！

」
か
ら

ス
タ

ー
ト

当
初

は
「

楽
し

い
イ

ベ
ン

ト
」

へ
の

興
味

か
ら

始
ま

り
、

こ
ど

も
た

ち
の

ユ
メ

の
カ

タ
チ

を
つ

く
る

お
手

伝
い

の
純

粋
に

楽
し

む

〇
意
識
の
変
化

大
阪
府
す
ま
い
ま
ち
づ
く
り
教
育
普
及
協
議
会
に
よ
る
出
前
授
業
「
ユ
メ
イ
エ
。
」

プ
ロ
グ
ラ
ム
立
上
げ
へ
の
参
加
に
よ
る
府
内
小
学
校
で
の
出
前
授
業
や
教
職
員

の
方
と
の
接
点
が
増
え
る
中
、
様
々
な
課
題
を
発
見
！

〇
「
衣
・
食
・
住
」
の
「
住
」
の
指
導
の
限
界

活
動

を
通

じ
て

知
り

合
っ

た
教

員
の

方
か

ら
の

相
談

住
教

育
を

教
え

る
こ

と
の

難
し

さ
を

発
見

〇
子
供
が
住
む
地
域
へ
の
理
解
の
希
薄
化

防
災
を
課
題
と
し
た
出
前
授
業
で
、
身
近

な
安
心
・
安
全
を
考
え
る
上
で
の
地
域
へ

の
理
解
や
関
心
が
薄
い
こ
と
の
発
見

３
．

課
題

へ
の

取
り

組
み

課
題

取
り

組
み

「
衣

・
食

・
住

」
の
「
住
」
に
悩
ま
れ
て
い

る
家

庭
科

教
員

が
多
い

（
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ
で
知
り
合
っ
た
教
員
の

方
か
ら
の
相
談
）

家
庭
科
教
員
（
中
学
校
、
高
等
学
校
）

の
方
へ
の
出
前
講
座
を
実
施

（
20
10
年

大
阪
府
教
育
セ
ン
タ
ー
）

総
合

学
習

の
プ

ロ
グ
ラ
ム
に
悩
む
教
員
の
方

か
ら

の
相

談
ユ
メ
イ
エ
等
の
出
前
授
業
に
よ
る
支
援

・
教
材
と
し
て
の

DV
D作

成
・
出
前
事
業
の
実
施

さ
ら
に
感
じ
た
課
題

こ
れ
ら
の
課
題
は
、
全
国
的
に
共
通
す
る
課
題
で
あ
る
が
取
り
組
み
に
関
わ
る
き
っ
か
け
は
身
近
な

人
か
ら
の
相
談
に
対
す
る
対
応
に
留
ま
っ
て
お
り
、
水
平
展
開
に
限
界
が
あ
る
。

４
．

地
域

の
専

門
家

の
関

わ
り

と
可

能
性

〇
地
域
の

専
門
家

の
関
わ

り
近
年
、

学
校
の

授
業
内

容
が
多
様

に
な

り
教

員
の

方
へ

の
様

々
な

ス
キ
ル

が
求
め

ら
れ
て

い
る
。
す

べ
て

を
習

得
す

る
の

に
は

限
界

が
あ
る

の
で
は

？

地
域
の
専
門
家
へ
の
上
手
な
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
が
で
き
な
い
か
？

〇
地
域
の

専
門
家

の
関
わ

り
に
よ
る

可
能
性

身
近
に

大
人
が

働
く
姿

を
見
る
機

会
の
減

少
に

対
す

る
対

応
子
供
た

ち
が
住

む
地
域

に
も
働
く

場
が
あ

る
こ

と
へ

の
理

解

住
む
町
で
将
来
働
き
た
い
と
考
え
る
き
っ
か
け
に
な
ら
な
い
か
？

５
．

取
り

組
み

へ
の

思
い

「
シ

ビ
ッ

ク
プ

ラ
イ

ド
」

〇
多

く
の

街
が
抱

え
る

課
題

人
口

減
少
と

少
子

高
齢

化
に

加
え

、
就

労
世

代
の

都
市

（
首

都
圏

）
へ

の
流

出
結

果
と

し
て

の
高

齢
者

支
援

と
し

て
の

福
祉

費
や

、
空

き
家

増
加

な
ど

町
の

持
続

性
に

関
わ

る
課

題
が

顕
在

化

〇
取
り

組
み

へ
の

思
い

都
市

圏
へ
の

流
出

の
背

景
に

は
、

都
市

圏
に

は
多

様
な

魅
力

や
就

労
の

場
が

あ
る

よ
う

に
感

じ
て

し
ま

う
よ

う
な

情
報

社
会

に
お

い
て

F
AC
E

T
O

FA
CE
で

私
た

ち
の

住
む

町
の

魅
力

を
伝

え
た

い
。

地
域

の
身

近
な

大
人

が
専

門
家

と
し

て
授

業
に

関
わ

り
、

仕
事

の
面

白
さ

や
地

域
の

魅
力

を
職

能
を

通
じ

て
伝

え
る

こ
と

で
、

ひ
と

り
で

も
多

く
の

子
供

た
ち

に
住

む
町

で
将

来
働

き
た

い
と

思
っ

て
ほ

し
い

。

地
域

の
専

門
家

が
「

ま
ち

へ
の

誇
り

＝
シ

ビ
ッ

ク
プ

ラ
イ

ド
」

を
も

ち
子

供
た

ち
に
接

す
る

こ
と

が
町

の
未

来
を

つ
く

る
の

で
は

な
い

か
？

5
6

7
8
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1

第
35

回
自
治
体
学
会
堺
大
会

令
和
元
年
8月

24
日
（
土
）

第
2分

科
会

無
縁
化
時
代
の
墓
地
行
政
~
政
策
法
務
の
視
点
か
ら
~

「
課
題
山
積
!
ど
う
す
る
?
墓
地
行
政
の
こ
れ
か
ら
」

西
村

浩
（
船
橋
市
環
境
部
環
境
保
全
課
⾧
）

１
．
墓
地
を
取
り
巻
く
社
会
背
景
と
課
題

２
．
近
年
の
墓
地
需
要
の
動
向

３
．
船
橋
市
墓
地
等
基
本
計
画
の
策
定
の
必
要
性
と
ね
ら
い

４
．
墓
地
埋
葬
法
に
よ
る
墓
地
経
営
許
可
と
自
治
体
の
条
例
規
範
の
課
題

５
．
多
死
社
会
の
到
来
を
見
据
え
た
墓
地
行
政
の
展
開
に
向
け
て

船
橋
市
馬
込
霊
園

普
通
（
和
型
）
墓
地

船
橋
市
馬
込
霊
園

芝
生
墓
地

2

《
供
養
の
多
様
化
へ
の
対
応
》

・
市
営
霊
園
の
場
合
、
芝
生
墓
地
に
最
も
需
要
が
集
中
し
不
足
し
て
い
る
が
、
大
区

画
よ
り
も
コ
ス
ト
も
抑
え
ら
れ
る
小
区
画
の
仕
様
に
人
気
が
あ
る
。

・
近
年
は
葬
祭
ス
タ
イ
ル
の
多
様
化
が
さ
ら
に
進
み
、
手
元
供
養
、
直
葬
、
樹
林
地

や
海
洋
で
の
散
骨
葬
、
遺
骨
を
原
料
に
し
た
装
飾
品
加
工
な
ど
、
墓
石
を
置
か
な
い

供
養
も
様
々
行
わ
れ
始
め
て
い
る
。

・
子
孫
に
負
担
を
か
け
た
く
な
い
、
後
継
ぎ
が
い
な
い
等
の
理
由
か
ら
合
葬
墓
や
散

骨
等
に
よ
っ
て
墓
じ
ま
い
す
る
ケ
ー
ス
が
増
え
て
い
る
。

・
墓
地
を
生
前
に
確
保
し
た
い
希
望
も
増
え
、
各
自
治
体
の
霊
園
で
墓
地
の
生
前
取

得
を
認
め
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。

船
橋
市
に
お
け
る
墓
地
供
給
の
将
来
的
な
着
眼
点

《
墓
地
の
立
地
面
で
の
適
切
な
対
応
》

・
墓
地
の
取
得
の
判
断
材
料
と
し
て
、
「
自
宅
か
ら
の
距
離
や
交
通
の
面
で
墓
参
り

が
し
や
す
い
と
こ
ろ
」
で
あ
る
こ
と
が
、
「
管
理
運
営
面
が
安
心
」
に
次
い
で
、

「
使
用
料
管
理
料
が
安
い
」
と
同
レ
ベ
ル
で
重
要
視
さ
れ
て
い
る
。

・
地
価
が
安
く
市
街
化
調
整
区
域
の
な
か
で
も
市
街
地
に
近
い
と
こ
ろ
や
区
画
整
理

予
定
地
で
立
地
さ
れ
る
事
例
が
増
え
、
開
発
段
階
で
近
隣
住
民
か
ら
反
対
陳
情
が
上

が
っ
た
り
、
近
隣
以
外
の
市
民
か
ら
も
反
対
す
る
声
が
寄
せ
ら
れ
て
い
る
。

3

•
市
が
管
理
す
る
墓
地
は
、
合
計
21

,6
34

区
画
の
普
通
墓
地
及
び
芝
生
墓
地
と
、
霊

堂
（
(納

骨
堂
)合

計
1,
30

0体
）
を
備
え
て
い
る
が
、
い
ず
れ
も
飽
和
状
態
で
、
返

還
区
画
を
再
使
用
に
充
て
る
の
み
。

•
平
成
15

年
に
合
葬
墓
の
設
置
と
新
規
墓
地
の
増
設
を
進
め
る
馬
込
霊
園
第
５
次
整
備

計
画
を
策
定
し
て
い
る
が
、
計
画
策
定
か
ら
16

年
が
経
過
し
て
い
る
。

•
整
備
に
あ
た
り
、
盆
・
彼
岸
の
墓
参
集
中
期
の
交
通
渋
滞
解
消
を
求
め
る
陳
情
が
地

元
か
ら
出
さ
れ
採
択
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
解
消
を
経
て
か
ら
の
整
備
と
な
る
。

•
20

33
年
（
Ｒ
15

）
ま
で
に
66

.4
万
人
に
達
し
、
高
齢
化
率
も
23

％
か
ら
26

％
に
増

加
す
る
。
死
亡
者
数
が
増
え
墓
地
需
要
が
増
え
る
一
方
、
核
家
族
化
に
よ
り
後
継
ぎ

が
不
在
の
墓
地
の
増
加
が
想
定
さ
れ
、
墓
地
へ
の
ニ
ー
ズ
が
多
様
化
し
て
い
る
。

•
こ
う
し
た
情
勢
か
ら
民
間
墓
地
が
増
加
し
、
無
秩
序
に
乱
立
す
る
等
の
墓
地
の
立
地

問
題
も
起
き
て
い
る
。

•
市
営
霊
園
の
整
備
及
び
民
間
墓
地
の
整
序
を
図
る
こ
と
を
念
頭
に
、
将
来
の
市
墓
地

行
政
を
中
⾧
期
的
な
方
針
を
定
め
る
た
め
、
「
船
橋
市
墓
地
等
基
本
方
針
」
の
策
定

を
行
う
こ
と
と
し
た
。

船
橋
市
に
お
け
る
墓
地
問
題
の
背
景
（
市
特
有
の
観
点
）

4

船
橋
市
総
合
計
画
・
基
本
計
画

馬
込
霊
園
第
5次

整
備
計
画

･･
･･
霊
園
（
馬
込
霊
園
）
の
整
備
に
関
す
る
計
画

（
平
成
14

年
度
策
定
）

船
橋
市
霊
園
条
例
・
船
橋
市
霊
堂
条
例

墓
地
等
に
係
る
経
営
の
許
可
に
関
す
る
条
例
・
施
行
規
則

･･
･･
市
営
霊
園
の
利
用
規
範

･･
･･
主
に
民
間
墓
地
等

の
整
備
の
規
範

（
平
成
13

年
3月

制
定
）

市 営 霊 園 関 係 民 間 墓 地 関 係

墓
地
等
に
係
る
経
営
の
許
可
に
関
す
る
要
綱
・
要
領
他

船
橋
市
に
お
け
る
墓
地
行
政
の
体
系

新
た
に
設
定

太
字
・
太
枠
は
市
主
要
計
画
と
さ
れ
て
い
る
も
の

船
橋
市
墓
地
等
基
本
方
針
（
新
規
策
定

平
成
29

年
度
）

分科会２
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5

①
墓
地
を
取
り
巻
く
社
会
背
景
の
整
理

核
家
族
社
会
に
お
け
る
墓
地
な
ら
び
に
葬
儀
に
対
す
る
考
え
方
の
変
化
や
、
こ
れ
に
起
因
す
る
墓
守
の
不
在
、

荒
れ
墓
の
発
生
な
ど
、
墓
地
葬
祭
等
に
関
す
る
社
会
問
題
を
整
理
。

②
本
市
の
墓
地
需
要
に
係
る
現
状
分
析

本
市
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
や
市
民
意
識
調
査
結
果
、
市
政
モ
ニ
タ
ー
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
な
ど
の
情
報
を
元
に
、

墓
地
需
要
の
現
状
を
分
析
。
ま
た
、
本
市
の
土
地
利
用
状
況
や
交
通
網
等
の
地
理
的
な
特
性
か
ら
、
民
間
墓
地

の
立
地
傾
向
や
課
題
に
つ
い
て
分
析
。

③
理
念
・
方
針
の
策
定

既
存
の
馬
込
霊
園
第
５
次
整
備
計
画
を
元
に
、
本
市
に
お
け
る
今
後
の
墓
地
の
適
正
な
普
及
に
向
け
て
の
理

念
・
方
針
を
提
示
し
、
整
備
計
画
の
修
正
す
べ
き
事
項
や
、
民
間
墓
地
の
適
正
普
及
の
あ
り
方
を
抽
出
。

④
民
間
墓
地
の
適
切
な
普
及
の
た
め
の
規
範
の
考
え
方

市
営
霊
園
の
補
完
的
な
機
能
を
民
間
墓
地
が
果
た
す
上
で
市
民
が
安
心
し
て
利
用
で
き
る
と
と
も
に
、
そ
の
地

域
に
お
け
る
ま
ち
づ
く
り
や
周
辺
生
活
環
境
へ
の
影
響
が
な
い
よ
う
な
適
正
普
及
の
た
め
の
規
範
の
あ
り
方
を

検
討
。

⑤
墓
じ
ま
い
サ
ポ
ー
ト
の
考
え
方

お
墓
の
後
継
ぎ
が
い
な
い
方
に
対
す
る
墓
地
の
返
還
を
促
進
す
る
仕
組
み
や
、
身
寄
り
が
な
い
高
齢
者
等
を
対

象
に
し
た
墓
じ
ま
い
サ
ポ
ー
ト
に
つ
い
て
検
討
。

船
橋
市
墓
地
等
基
本
方
針
の
策
定
要
点

6

馬
込
霊
園
第
5次

整
備
計
画
（
平
成
15

年
1月

策
定
）

7
8
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9

“と
わ
”に

や
す
ら
ぐ
船
橋
（
ま
ち
）
を
め
ざ
し
て

基
本
理
念

船
橋
市
墓
地
等
基
本
方
針
で
掲
げ
た
理
念
・
方
針

合
葬
墓

（
新
設
）

納
骨
堂

（
単
独
建
屋
型
）

合
葬
墓

樹
木
墓
地

期
限
付

き
墓
地

無
縁
納
骨
堂

（
合
葬
墓
建
設
後
は

収
蔵
骨
を
移
転
し
、

霊
堂
に
転
換
）

墓
石

仮
保
管
場

返
還
墓
地

（
募
集
増
。

順
次
期
限
付

き
に
変
更
）

後
継
ぎ
不
在
に
よ
る
無
縁
化

「
荒
れ
墓
」
の
増
加
問
題

転
居
、
信
仰
心
等
の
変
化
に
よ
る
疎
遠

墓
守
の
高
齢
化
等
に
よ
る
管
理
困
難

永
代

墓
地

市
営
霊
園
の
補
完

市
営
霊
園
に
お
け
る
問
題

市
営
霊
園
の
補
完
の
一
方
で
の
民
間
墓
地
の
問
題

墓
地
行
政
と
し
て
の
対
応

墓
地
の
多
様
化
へ
の
対
応

自
主
的
な
墓
地

返
還
の
促
進

使
用
許
可
の
取

消
し
、
墓
石
の

移
設
保
管

設
置
可
能
地

域
・
設
置
制
限

地
域
の
設
定

市
民
世
帯
の
需
要

に
応
じ
た
民
間
墓

地
量
的
規
制

地
域
性
に
応
じ
た

仕
様
の
規
定
化

無
縁
墓
の
明

確
化
、
遺
骨

の
移
設

規
範
の
見
直
し

市
街
化
調
整
区
域

へ
の
墓
地
の
乱
立

管
理
料
滞
納
者

の
増
加

無
縁
墓
地
の

増
加

住
宅
地
へ
の
設
置

に
よ
る
ト
ラ
ブ
ル

空
き
墓
地
の

不
足

過
剰
供
給
に
よ
る
市

外
使
用
者
の
集
積

需
要
予
測
、
空
き

墓
地
調
査
に
よ
る

民
間
設
置
限
度
数

の
告
示

市
街
化
区
域
・

調
整
区
域
内
の

宅
地
化
地
帯
で

の
設
置
の
制
限

ま
ち
づ
く
り
に
馴

染
む
仕
様
の
誘
導

（
緑
地
機
能
を
兼
ね

る
樹
木
墓
地
等
）

墓
地
経
営
条
例
の
見
直
し

霊
園
条
例
の
運
用
の
強
化

空
き
墓
地
の
確
保
促
進
と
と
も

に
管
理
料
滞
納
件
数
を
削
減

霊
園
条
例
の
見
直
し

期
限
内
返
還
に
対
す
る

還
付
制
度
の
設
定

改
善
策

10

船
橋
市
墓
地
等
基
本
方
針
の
策
定
に
よ
る
施
策
展
開
の
全
体
像

新
規
供
給
策

返
還
支
援
策

循
環
促
進
策

期
限
付
き
小
型

芝
生
墓
地

合
葬
墓
地

納
骨
堂

無
縁
墓
対
策

滞
納
墓
対
策

改
葬
支
援
策

墓
じ
ま
い
支
援
策

実 施 時 期

短 期 中 期

墓
じ
ま
い
サ
ポ
ー
ト

（
生
前
に
お
け
る
墓

石
撤
去
契
約
）

返
還
還
付
制
度

創
設
（
霊
園
条

例
改
正
）

返
還
還
付
制
度
開
始

合
葬
墓
へ
の
遺
骨
の

改
葬
促
進

合
葬
墓
へ
の
遺
骨

の
改
葬

墓
石
・
遺
骨
仮
置
き
場
の
設
置
・
移
設

使
用
権
消
滅

・
使
用
者
が
死
亡
し

て
か
ら
2年

経
過
し
て

も
承
継
者
が
い
な
い

・
使
用
者
の
住
所
不

明
が
5年

経
過

1年
以
内
に
滞
納
分

と
代
執
行
額
と
回
復

費
用
を
負
担

滞
納
額
代
執
行
負
担

額
を
差
し
引
い
て
の

使
用
権
回
復

又
は

返
還
還
付
制
度
を
活

用
し
て
の
墓
地
返
還

と
合
葬
墓
へ
の
改
葬

無
縁
墓
・
滞
納
把
握
調
査

使
用
許
可
取
消
し

・
3年

間
管
理
料
を

納
め
な
い

他

小
型
墓
地
、
合
葬
墓
の
整
備

市
営
霊
園
に
お
け
る
多
様
な
墓
地
供
給
の
対
応
と
返
還
墓
地
の
促
進
策

11
12

民
間
墓
地
の
乱
立
問
題

•
市
街
地
に
近
く
需
要
が
見
込
め
る
。

•
近
隣
市
で
は
条
例
が
厳
し
く
立
地
で
き
な
い
の
で
規
制
の
緩
い
船
橋
市
に
集
積

•
調
整
区
域
は
地
価
が
安
く
、
収
益
が
出
や
す
い

（
→
石
材
店
や
設
計
事
務
所
が
参
画
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
が
成
り
立
ち
や
す
い
）


民
間
墓
地
は
向
こ
う
10

年
弱

程
度
は
現
有
空
き
区
画
で
足
り

る
と
み
ら
れ
る
。


新
規
民
間
墓
地
の
立
地
は
不
要


市
営
霊
園
に
は
な
い
多
様
な
墓

地
ニ
ー
ズ
を
既
存
民
間
墓
地
で

供
給

墓
地
等
の
経
営
の
許
可
等
に

関
す
る
条
例
の
改
正
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墓
埋
法
第
10

条
に
基
づ
く
経
営
等
許
可
に
関
す
る
考
え
方

逐
条
解
説

墓
地
、
埋
葬
等
に
関
す
る
法
律
改
訂
２
版

生
活
衛
生
法
規
研
究
会
監
修
（
第
一
法
規
）
よ
り


墓
地
等
の
経
営
は
、
高
度
の
公
益
性
を
有
し
、
各
地
方
自
治
体
ご
と
の
責
任
と
判
断
に
ゆ
だ

ね
ら
れ
て
い
る
。


第
１
条
に
規
定
す
る
趣
旨
に
照
ら
し
、
「
国
民
的
宗
教
感
情
」
、
「
公
衆
衛
生
」
、
「
そ
の

他
公
共
の
福
祉
」
を
十
分
に
勘
案
の
上
、
許
可
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。


「
そ
の
他
公
共
の
福
祉
」
の
観
点
と
し
て
は
墓
地
造
成
に
伴
う
災
害
防
止
や
、
経
営
の
適
格

性
等
が
配
慮
さ
れ
る
事
項
で
あ
ろ
う
。


墓
地
等
の
経
営
主
体
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
地
方
公
共
団
体
と
し
、
こ
れ
に
よ
り
難
い

事
情
の
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
も
、
公
益
法
人
、
宗
教
法
人
等
で
あ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

※
都
道
府
県
知
事
等
（
市
⾧
）
に
幅
広
い
裁
量
を
与
え
る
規
定
と
な
っ
て
お
り
、
当
該
許
可
に
条

件
、
期
限
、
負
担
、
撤
回
権
の
留
保
等
の
附
款
を
付
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。

（
墓
地
等
の
造
成
工
事
完
成
時
期
の
期
限
を
付
し
、
遅
延
し
た
場
合
は
撤
回
の
留
保
す
る

等
）

※
宗
派
を
問
わ
な
い
墓
地
の
経
営
を
行
う
場
合
、
営
利
企
業
等
が
経
営
の
実
権
を
握
る
い
わ
ゆ
る

名
義
貸
し
は
、
そ
の
態
様
に
よ
っ
て
は
無
許
可
経
営
に
相
当
す
る
。
許
可
申
請
を
す
る
宗
教
法
人
が

宗
教
法
人
と
し
て
の
活
動
実
績
が
あ
る
か
、
実
質
的
に
墓
地
経
営
を
行
う
能
力
が
あ
る
か
等
に
つ
い

て
精
査
す
べ
き
で
、
こ
れ
に
対
応
で
き
る
規
範
が
必
要
と
い
え
る
。

13

船
橋
市
墓
地
等
経
営
の
許
可
等
に
関
す
る
条
例
見
直
し
の
要
点

現
行

望
ま
し
い
改
正
の
方
向
性

条
例
の
趣
旨

墓
地
、
納
骨
堂
又
は
火
葬
場
の
経
営
の
許
可
等
の

基
準
に
関
し
、
必
要
な
事
項
を
定
め
た
も
の

墓
地
等
の
経
営
の
適
正
化
及
び
墓
地
等
と
周
辺
環
境
と
の
調

和
を
図
り
、
も
っ
て
公
衆
衛
生
そ
の
他
公
共
の
福
祉
の
確
保

に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

経
営
許
可
等

の
申
請
手
続

き

事
前
協
議
、
法
許
可
に
つ
い
て
条
例
、
規
則
で
の

具
体
的
な
規
定
は
な
く
要
綱
、
要
領
に
て
別
に
定
め
、

行
政
指
導
で
適
正
立
地
を
誘
導
し
て
い
る

周
辺
住
民
へ
の
計
画
の
周
知
な
ど
義
務
内
容
を
強
化
し
、
事

前
協
議
後
に
工
事
に
着
工
し
完
了
検
査
に
適
合
し
な
け
れ
ば

許
可
で
き
な
い
こ
と
を
明
確
化
す
る
。

墓
地
等
経
営

者
の
条
件

主
た
る
又
は
従
た
る
事
務
所
を
市
内
に
有
す
る
宗

教
法
人
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
市
外
の
宗
教
法
人
に

よ
る
事
業
型
墓
地
の
立
地
を
呼
び
込
み
や
す
い
状

態
と
な
っ
て
い
る

永
続
的
に
自
ら
の
墓
地
を
経
営
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
主
た
る

事
務
所
が
市
内
に
5 年
以
上
法
人
登
記
さ
れ
て
い
る
宗
教
法

人
又
は
公
益
法
人
で
あ
る
こ
と
と
す
る
（
従
た
る
を
廃
止
）
。

墓
地
等
の
環

境
基
準

河
川
か
ら
の
距
離
な
ど
一
定
の
基
準
は
あ
る
が
、

墓
地
に
つ
い
て
は
埋
葬
で
な
い
限
り
ほ
ぼ
ど
こ
で
も

設
置
で
き
る
。

納
骨
堂
に
つ
い
て
は
環
境
基
準
が
な
い
。

住
宅
等
か
ら
墓
地
等
の
区
域
境
界
線
ま
で
は
、
水
平
距
離
で

埋
葬
、
埋
蔵
に
関
わ
ら
ず
15

0 メ
ー
ト
ル
以
上
と
す
る
。
（
墓
地

等
敷
地
内
に
納
骨
堂
を
設
置
す
る
場
合
を
除
く
）

浸
水
や
環
境
へ
の
影
響
が
懸
念
さ
れ
る
た
め
市
街
化
調
整
区

域
内
の
浸
水
想
定
区
域
、
樹
林
地
等
で
の
立
地
を
制
限
す
る
。

墓
地
等
の
施

設
基
準
等

駐
車
場
が
区
域
外
で
の
設
置
が
可
能
と
な
っ
て
い

る
ほ
か
、
基
準
値
が
厳
し
く
な
る
面
積
要
件
が

30
00

㎡
以
上
で
、
近
隣
市
よ
り
も
緩
い
。

駐
車
場
の
立
地
は
墓
地
等
の
区
域
内
に
設
置
す
る
こ
と
と
し
、

近
隣
市
に
合
わ
せ

20
00
㎡
以
上
に
引
き
下
げ
る
も
の
と
す
る
。

小
型
墓
地
の
需
要
の
高
ま
り
か
ら
墳
墓
の
最
低
区
画
面
積
は

廃
止
と
す
る
。

経
営
者
の
責

務
等

主
に
墓
地
の
管
理
に
つ
い
て
規
定
。

経
営
状
況
に
つ
い
て
、
管
理
義
務
の
他
、
市
に
報
告
す
る
こ
と

を
義
務
付
け
、
市
職
員
の
立
入
検
査
の
規
定
を
追
加
す
る
。

許
可
取
消
し
、

勧
告
、
公
表

の
規
定

条
例
ど
お
り
、
事
前
協
議
済
み
計
画
ど
お
り
墓
地

等
の
設
置
又
は
経
営
を
行
わ
な
か
っ
た
場
合
の
市

が
と
り
得
る
規
定
が
な
い
。

事
前
協
議
済
み
の
計
画
と
は
異
な
る
立
地
を
し
た
場
合
の
許

可
取
消
し
、
必
要
な
措
置
を
命
ず
る
ほ
か
、
条
例
の
規
定
に

従
わ
な
か
っ
た
時
の
勧
告
、
勧
告
に
従
わ
な
か
っ
た
時
の
公

表
で
き
る
規
定
を
設
け
る
も
の
と
す
る
。

14

墓
地
等
の
立
地
可
否
イ
メ
ー
ジ
図

区
域
区
分

墓
地

納
骨
堂

市
街
化

区
域

住
宅
等
か
ら
半
径
15

0ｍ
以
上

離
れ
た
と
こ
ろ

○
○

市
街
化

調
整

区
域

以
下
の
条
件
以
外

（
住
宅
等
か
ら
半
径
15

0ｍ
以

上
離
れ
た
と
こ
ろ
）

○
×

（
墓
地
敷
地
内
に
設
置
す
る
場
合
を
除
く
）

樹
林
地
・
農
振
農
用
地
・
溢
水

区
域

×
×

市
街
化
区
域

納
骨
堂

墓
地

市
街
化
調
整
区
域

墓
地

納
骨
堂

火
葬
場

火
葬
場

樹
林
地
（
30
0㎡

以
上
）

農
振
農
用
地

溢
水
区
域

（
ハ
ザ
ー
ドマ

ップ
に
明
示
）

住
宅
等
か
ら

一
定
距
離

以
上

納
骨
堂

住
宅
等
か
ら

一
定
距
離

以
上

住
宅
等
か
ら

一
定
距
離

以
上

住
宅
等
か
ら

一
定
距
離
以
上

住
宅
等
か
ら

一
定
距
離
以
上

墓
地
、
納
骨
堂
は
市
が
設
置
す
る
場
合
を
除
く
。
火
葬
場
は
地
方
公
共
団
体
（
市
、
一
部
事
務
組
合
）
が
設
置
可

住
宅
等
か
ら

一
定
距
離

以
上

（
墓
地
敷
地

内
に
設
置
す
る

場
合
を
除
く）

15
16

生
前
の
福
祉
的
な
サ
ポ
ー
ト
に
よ
り
無
縁
墓
を
防
ぐ
た
め
の
連
携
イ
メ
ー
ジ
図

市
営
霊
園
を
使
用
し
、
お
墓
の
承
継

に
不
安
の
あ
る
方

合
葬
墓
へ
の
納
骨
の
生
前

申
し
出

生
前
に
ご
相
談
を
受
け
、
身
じ
ま
い

後
、
合
葬
墓
へ
納
骨

（
市
営
霊
園
墓
地
を
使
用
の
場
合
は

市
で
墓
石
を
撤
去
）

返
還
促
進
制
度
に
よ
る

使
用
墓
地
の
改
葬

生
前
に
市
営
霊
園
墓
地
を
使
用
し
、
使

用
者
の
身
じ
ま
い
後
、
親
族
が
収
蔵
骨

の
改
葬
、
民
間
墓
地
等
で
葬
送
し
、
市

は
墓
石
を
撤
去
。

福
祉
関
係
の
制
度

に
よ
る
支
援
の
適

用 孤
独
死
、
孤
立
死
の
防
止
、

自
ら
の
最
期
を
安
心
し
て

迎
え
る
一
助

市
営
霊
園
以
外
で

の
葬
送

本
人
の
意
向

に
よ
る
橋
渡

し

合
葬
墓
へ
の
納
骨

65
歳
以
上
の
一

人
暮
ら
し
の
市

民
を
想
定

お
亡
く
な
り
に

な
っ
た
と
き

市
営
霊
園
の

墓
じ
ま
い
の

相
談
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「無縁化時代の墓地行政～政策法務の視点から～」発言資料 
令和元年 8 月 24 日 

塩浜 克也 
 
 
１墓地行政における自治体の役割 
１－１ 墓地の設置管理 

○地方自治法 
２条２項 普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又はこれ

に基づく政令により処理することとされるものを処理する。 
242 条１項 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供

するための施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。 
 
１－２ 墓地の経営許可 

○墓地、埋葬等に関する法律 10 条１項 
墓地、納骨堂又は火葬場を経営しようとする者は、都道府県知事（※）の許可を受

けなければならない。 
※「都道府県知事」は、「市又は特別区にあつては、市長又は区長」と読み替えられ

る（同法２条５項）。 
 

・第２次一括法（平成 23 年「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律」）による権限移譲 
中核市→一般市 

 
・「知事の権限に属する事務」の市町村への移譲（地方自治法 252 条の 17 の２第１項 ） 

千葉県知事→県内一般市（平成 12 年）※千葉県の例 
 
１－３ 「新しい埋葬」への対応 
・散骨 法律の空白域 

○散骨に関する留意事項（東京都サイト） 
散骨は「墓地、埋葬等に関する法律」に規定されていない行為であるため、法

による手続きはありませんが、念のため、地元の自治体に確認することをお勧め

します。 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kankyo/eisei/bochitou/ryuuijikou.htm
l） 

 
○アンケート「居住地における散骨場の計画について」 
・そもそも、つくられること自体、認めがたい ％ 
・居住地の隣接地でも構わない 38.0％ 
・居住地から数 m または数十 m 離れたところであれば構わない 8.5％ 
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「無縁化時代の墓地行政～政策法務の視点から～」発言資料 
令和元年 8 月 24 日 

塩浜 克也 
 
 
１墓地行政における自治体の役割 
１－１ 墓地の設置管理 

○地方自治法 
２条２項 普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又はこれ

に基づく政令により処理することとされるものを処理する。 
242 条１項 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供

するための施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。 
 
１－２ 墓地の経営許可 

○墓地、埋葬等に関する法律 10 条１項 
墓地、納骨堂又は火葬場を経営しようとする者は、都道府県知事（※）の許可を受

けなければならない。 
※「都道府県知事」は、「市又は特別区にあつては、市長又は区長」と読み替えられ

る（同法２条５項）。 
 

・第２次一括法（平成 23 年「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律」）による権限移譲 
中核市→一般市 

 
・「知事の権限に属する事務」の市町村への移譲（地方自治法 252 条の 17 の２第１項 ） 

千葉県知事→県内一般市（平成 12 年）※千葉県の例 
 
１－３ 「新しい埋葬」への対応 
・散骨 法律の空白域 

○散骨に関する留意事項（東京都サイト） 
散骨は「墓地、埋葬等に関する法律」に規定されていない行為であるため、法

による手続きはありませんが、念のため、地元の自治体に確認することをお勧め

します。 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kankyo/eisei/bochitou/ryuuijikou.htm
l） 

 
○アンケート「居住地における散骨場の計画について」 
・そもそも、つくられること自体、認めがたい ％ 
・居住地の隣接地でも構わない 38.0％ 
・居住地から数 m または数十 m 離れたところであれば構わない 8.5％ 

※研究者代表：浦川道太郎「地域における墓地埋葬行政をめぐる課題と地域に調和

し た 対 応 に 関 す る 研 究 」

（www.zenbokyo.or.jp/H25houkokusho/01kenkyu-yousi.pdf） 
 
２ 墓地経営・管理の指針等について（平成 12 年厚生省生活衛生局長通知） 
２－１行政庁の裁量 

墓地埋葬法第１０条第１項においては、墓地等を経営しようとする者は、都道府

県知事の「許可を受けなければならない」と規定されているが、「・・・の場合に

は許可を与えなければならない」などの規定はないため、知事は正当かつ合理的な

理由があれば「許可しないことができる」のであって、行政の広範な裁量（恣意的

な許可、不許可ではなく法目的に照らした行政の判断権）に委ねられていると解さ

れる。 
 

２－２ 墓地経営主体  
墓地経営主体は、市町村等の地方公共団体が原則であり、これによりがたい事情

があっても宗教法人又は公益法人等に限られること。 
※「墓地の永続性及び非営利性の確保の観点から、従前の厚生省の通知等により、

営利企業を墓地経営主体として認めることは適当ではないとの考え方が示されて

いる。この考え方を変更すべき国民意識の大きな変化は特段認められない」 
 

明治政府の墓地政策の中心は、新しい墓地の供給者は「市町村」(地方公共団体)
であるというのが原則であった（1887 年内務省達乙第 40 号）が、戦後になるとこ

の原則が修正され、墓地新設が寺院・教会などにもその必要とする範囲内において

許可することを認める通達（1946 年９月３日警 85 号･内務省警保局長、厚生省公

衆衛生局長）が出され、 現在のいわゆる「事業型墓地」が登場するようになった。

現在、新しい墓地の多くは「事業型」墓地として設置されているが、その端緒は 1946 
年の通達にあるのであり、その意味では「法律」ではなく、「通達」が戦後の墓地

のあり方を決定したと言っても良いだろう。  
※森謙二「現代の墓地問題」(http://www.pref.kumamoto.jp/kiji_3122.html) 

 
 
３ 墓地行政と自治体 

３－１ 墓地行政の位置づけ 
・「総合行政主体」としての自治体 

○地方自治法 １条の２ 
地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政

を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。 
 
・墓地行政は環境行政か？ 

○墓地、埋葬等に関する法律 １条 
この法律は、墓地、納骨堂又は火葬場の管理及び埋葬等が、国民の宗教的感情に
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適合し、且つ公衆衛生その他公共の福祉の見地から、支障なく行われることを目的

とする。 
 
 
３－２ 「死んではいけない」条例 

・ブラジル バリチバ・ミリン市（2005 年） 
・フランス キューノ市、サルプレンクス村（2008 年） 
・イタリア カンパニア州ファルチャーノ・デル・マッシコ村（2013 年） 

 
３－３ 「散骨」への対応 

・散骨の全面禁止 
長沼町さわやか環境づくり条例（平成 17 年 3 月制定） 

（散布の禁止） 
第 11 条 何人も、墓地以外の場所で焼骨を散布してはならない。 

 
・散骨場の経営許可 

諏訪市墓地等の経営の許可等に関する条例（平成 18 年 3 月改正） 
（散骨場の経営の許可） 

第３条 散骨場を経営しようとする者は、市長の許可を受けなければならない。 
２ 前項の規定により設けた散骨場の区域を変更し、又は散骨場を廃止しようと

する者も、同様とする。 
※「散骨場」散骨を行うために、散骨場として市長の許可を受けた区域 

 
 
４ 「墓守り」と自治体 
４－１ 政教分離の原則（日本国憲法） 

 
４－２ 「墓守り」サービス 

・姶良
あいら

市社会福祉協議会 

（https://www.shakyo.or.jp/hp/business/index.php?s=1754#11） 
 
４－３ 「お墓のみとり」事業者ヒアリング（塩浜による。令和元年５月） 

・霊園の合葬墓、役所は墓所を用意するのみで、継続的な供養は行わない。ハードだ

け用意して、あとどうぞというのは、公営住宅と同じ管理である。 
・「管理に手間がかからない樹木葬」というと聞こえがいいが、実態は樹木の周りに

お骨を入れるスペースが用意されるに過ぎない。 
・その点、「墓じまい」を念頭に置く相談者とは、考え方にギャップがあるのではな

いか。お墓は「入っておしまい」ではない。 
・お寺にある合葬墓は、後継者が途絶えても、お寺で継続的にお経もあげるしお線香

もあげる。それを支えているのが、（今はいろいろ意見があるとはいえ）檀家制度

である。 
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・姶良
あいら
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・霊園の合葬墓、役所は墓所を用意するのみで、継続的な供養は行わない。ハードだ

け用意して、あとどうぞというのは、公営住宅と同じ管理である。 
・「管理に手間がかからない樹木葬」というと聞こえがいいが、実態は樹木の周りに
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いか。お墓は「入っておしまい」ではない。 
・お寺にある合葬墓は、後継者が途絶えても、お寺で継続的にお経もあげるしお線香

もあげる。それを支えているのが、（今はいろいろ意見があるとはいえ）檀家制度

である。 

・継続的な供養を行うため、自分たちは関係者と協力をしあっている。 
・そもそも人の一生は継続的であるのに、行政の縦割りは人生を分断する。お墓の問

題も、それが原因の一つ。福祉部門の充実を望みたい。 
 
５ 墓地行政の今後 

５－１ 新しい行政課題 
・空家等対策の推進に関する特別措置法（空き家対策条例） 
・ゴミ屋敷条例 

cf) 財産権と公共の福祉 
 
５－２ 役所内の部署間連携 
・高齢者支援 

cf) 交通空白地対策 
 
５－３ 官民連携のあり方 
・公営霊園 

指定管理者制度、PFI（Private Finance Initiative） 
「墓守り」支援 

 
・「墓じまい」対策 

消費者保護 
 
５－４ 人生の「その次」 
・死後の「人権」 

cf) 胎児の人権 
 
 

77分科会２



分科会３

78 分科会３



1 
 

2019 年 8 月 24 日 
自治体学会堺大会分科会 3 

 
「自治体戦略 2040 構想」をどう受け止めるのか？ 

～現場の視点を踏まえて～ 
（公財）地方自治総合研究所 

主任研究員 今井 照 
imai@jichisoken.jp 

〔報告のねらい〕 
・「2040 構想」自体の論点については、他の報告に委ね、また私自身も既に整理してきた

ところなので、今回は「2040 構想」の位置づけと今後の推移について考えたい。 
《参考》今井照「自治体戦略 2040 構想研究会報告について」『自治総研』2018 年 10 月号 

＊『自治総研』掲載論文は自治総研のウェブサイトから閲覧可能です 

 

〔報告のポイント〕 

1 政策過程 

・「人口減少」→「地方（自治体）消滅」→「地方創生」という三段論法の錯誤 
・「成長幻想」のもとで統制される「政府 4 計画」によって下部機構化される自治体行政 
2 自治体の使命 

・人口が何人になろうと（AI が来ようと）、目の前にいる住民の生命と安全を確保し、市

民生活や地域社会が明日も持続可能なものにすることが自治体の使命（ミッション） 
3 自治の理念 

・自治体や自治の「邪魔」をしている「共通化」「標準化（類型化）」「圏域化」観念への

批判を共有化して、多様性、個別性、ネットワーク性という自治の理念を再構築する 
 
1 政策過程 

〔経過〕 

・2017 年 9 月 19 日野田聖子総務大臣の閣議後記者会見で設置を表明（翌週の 9 月 28 日、

臨時国会冒頭で解散表明、10 月 22 日衆院選） 
・10 月 2 日第 1 回～2018 年 3 月 29 日第 10 回 
・2018 年 4 月 26 日「第一次報告」公表 
・4 月 27 日第 11 回～6 月 27 日第 16 回 
・7 月 3 日「第二次報告」公表 
・7 月 5 日第 32 次地方制度調査会第 1 回総会 
 

〔構図〕 
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・現在の政府 4 計画の構図（自治体行政を「成長戦略」の下部機構化） 
 
 
 
 

 

 

・法律に基づかない経産省系の組織が総務省を含めた中央府省や自治体を統制しつつある 
 

〔第 32 次地制調〕 

・「2040 構想」の具現化（制度化）を諮問された第 32 次地制調だが、国会議員、地方 6 団

体からは「2040 構想」（特に「圏域化」論）に対する警戒感が噴出して始まる 
■地方 6 団体の委員発言 

荒木（町村会）「自治体戦略 2040 構想に対する強い違和感がある中で地方制度調査会がスター

トいたしました。圏域マネジメントと行政のスタンダード化、二層制の柔軟化、スマート自治体

への転換などには懸念も多く、上からの一方的な押しつけには強い警戒感を持ちます。我々町村

長の中には、大変失礼な言い方かもしれませんが、霞が関や東京をベースとする方々に、果たし

て地方の本当の現場が皮膚感覚でわかるのだろうかと厳しく指摘する声もございます」 

 

2 自治体の使命 

〔「人口減少」下の地域政策〕 

・自治体のミッション＝「今日と同じように明日も暮らし続けられる」ということを市民に

保障する 

→先に人口「規模」があってその自治体行政があるわけではない 
・AI に象徴されるイノベーションも市場原理（経済）も、社会にとっては重要な活動であ

り、自治体にも浸透するが、自治体が先導するものではない（「利用」されてはならない） 

→むしろそうした社会の進展からこぼれる人たちのセーフティネットとして、新しい規 

制や保護こそが政府としての自治体の役割 
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・多様な地域を反映した多様な市町村の存立を保障する地方自治制度（多様な自治体に全国

一律・画一的な負担を負わせることこそ、自治体の自立性を損なわせる要因） 

→全国規格の政策（たとえば「地方創生」）は通用しない 
 

3 自治の理念 

〔「地方分権」の現在〕 

・第 9 次地方分権一括法（2019 年 5 月 31 日成立 6 月 7 日公布） 
■〔目玉〕放課後児童健全育成事業に従事する者及びその員数の基準について、従うべき基準か

ら参酌すべき基準に見直し （児童福祉法改正）。国の資料によれば「これにより、事業の質を担

保した上で、地域の実情に応じた運営が可能となる」 

・スーパーシティ法案（国家戦略特別区域法改正案） 
■一定の条件を備えた事業者が自治体の保有する情報（ビッグデータ）の提供を求めることがで

きるようになる→首長は「遅滞なく、当該求めに係るデータを当該求めをした実施主体に提供す

るものとする」（住基情報も戸籍情報も含む） 

→一方では「義務付け・枠付けの見直し」という名目で「地方分権」という「規制緩和」を

進め、一方ではビジネス（「成長戦略」！）のためであれば新たな義務付けを自治体に課す 
→これが私たちの望んでいた「地方分権」なのか 
 
〔「行政統制」から「立法統制」へ、のはずが「計画統制」へ〕 

・計画策定の実質的義務化による新しい集権構造 
・疲弊する自治体とその職員 
・国から自治体への責任転嫁構造→自治体における「地方分権」への忌避感 
《2016 年 1 年間に法律で新たに求められた市町村計画》 

＊このほか、2016 年 1 年間の新規立法 23 本中 7 本で新たに市町村の「責務」を規定 

成年後見制度利用促進基本計画 新規立法 努力規定 
市町村官民データ活用推進計画 努力規定 
地方再犯防止推進計画 努力規定 
市町村無電柱化推進計画 努力規定 
特定複合観光施設区域の整備に係る構想 申請要件 
市町村自転車活用推進計画 努力規定 
市町村自殺対策計画 改正法 義務規定 
市町村高齢者居住安定確保計画 できる規定 
地域高年齢者就業機会確保計画 できる規定 
教員研修計画 義務規定 
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《法律で求められている市町村計画数》 

《参考》今井照「「計画」による国－自治体間関係の変化～地方版総合戦略と森林経営管理法体

制を事例に」『自治総研』2018 年 7 月号 

 

〔今後のゆくえ〕 

・第 32 次地制調「中間報告」（7 月 31 日第 3 回総会）で、総務省は「圏域化」への萌芽を

埋め込み、2020 年通常国会に向けて最終報告か 
・住民の意思の及ばない「圏域自治体」の制度化が提案されるのではないか 
・新研究会による「議員のなり手不足」問題が、議員年金の復活と議員報酬の「賃上げ」に

終始してしまわないか 
 

《自己紹介》 

【略歴】 
1977～東京都立学校事務、大田区役所（企画部、産業経済部、地域振興部等）1999～福島

大学行政政策学類教授  

2017～現職 
【近著】 
①『自治体の未来はこう変わ

る！』学陽書房（2018 年 9
月、3 刷） 
②『地方自治講義』ちくま新書

（2017 年 2 月） 
③『図解よくわかる地方自治の

しくみ〔第 5 次改訂版〕』学陽

書房（2017 年 1 月、3 刷） 
 

第 34 回自治総研セミナー 

9 月 21 日（土）10 時～16 時 30 分@法政大学 

【テーマ】自治体の可能性と限界�原発災害から考える 

【登壇者】 

セッション 1 原発災害と自治体 

阿部昌樹〔大阪市立大学〕 金井利之〔東京大学〕 

セッション 2 自治体ができたこと・できなかったこと 

石田 仁〔福島県大熊町副町長〕 西城戸誠〔法政大学〕 

平岡路子〔福島県弁護士会〕 山下祐介〔首都大学東京〕 

＊詳細と申し込みは自治総研ウェブサイトから 
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終始してしまわないか 
 

《自己紹介》 

【略歴】 
1977～東京都立学校事務、大田区役所（企画部、産業経済部、地域振興部等）1999～福島

大学行政政策学類教授  

2017～現職 
【近著】 
①『自治体の未来はこう変わ

る！』学陽書房（2018 年 9
月、3 刷） 
②『地方自治講義』ちくま新書

（2017 年 2 月） 
③『図解よくわかる地方自治の

しくみ〔第 5 次改訂版〕』学陽

書房（2017 年 1 月、3 刷） 
 

第 34 回自治総研セミナー 

9 月 21 日（土）10 時～16 時 30 分@法政大学 

【テーマ】自治体の可能性と限界�原発災害から考える 

【登壇者】 

セッション 1 原発災害と自治体 

阿部昌樹〔大阪市立大学〕 金井利之〔東京大学〕 

セッション 2 自治体ができたこと・できなかったこと 

石田 仁〔福島県大熊町副町長〕 西城戸誠〔法政大学〕 

平岡路子〔福島県弁護士会〕 山下祐介〔首都大学東京〕 

＊詳細と申し込みは自治総研ウェブサイトから 

年８月 日

～

会場：堺市産業振興センター

自治体学会分科会３

「自治体戦略２０４０構想」をどう受け止めるのか？

～現場の視点を踏まえて～

東京大学法学部

教授 金井 利之

平穏なる自治

１．「地方創生」以後の流れ

年に第２次安倍政権のうち出した「地方創生」は、簡単な課題ではない

「東京一極集中是正」や「人口一億人維持」は、基本的には実現できない

転進派

現状は「地方創生」が忘却、地方圏への関心と支援は消滅

もともと、「地方創生」は、人口減少への一時的ショックを活用した選挙対策

この方向が強まるならば、外国人材＝移入民による「地方創生」を目指すしかない

国際的ＵＪＩターンの移民による「地方創生」に繋げるしかない

基調派

総務省は、社人研・増田氏レポート以来の人口減少の基調に沿って「 年構想」へ

＊政権自ら言い出したことなので失敗を認めることはできないが、自然消滅を狙う

第 次地方制度調査会「 年頃から逆算し顕在化する地方行政の諸課題とその対応

方策についての中間報告」 年

喚起派

年自民党総裁選 石破＝竹下「山陰参院連合」地方票獲得作戦

年４月統一地方選挙、６月参議院選挙に向けて、再度活用？

年６月、まち・ひと・しごと基本方針

＊国の政官為政者が「地方創生」の記憶を呼び覚ますと、それはそれで厄介

国の失策の責任を、自治体が「自主的に設定させられた」ＫＰＩによって責任転嫁

連帯派

「地方創生」とは異なる地域持続性として、国政の地方圏への関心を喚起する必要

その萌芽 例 地方法人税、例 合区解消のため参院選挙制度改革

地方圏の政治的代表を確保しつつ、行政サービスの国民連帯を再構築する
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２．「逆算」に基づく展望

技術への逃避

・人口構造 高齢化／少子化／人口減少 と技術革新 とは本体別の話

・しかし、人口構造に伴う問題解決を希求するなかで、新技術に問題を先送り

・新技術の社会実装は、新たな財政負担をもたらす 政官為政者の情報利権の好機？

・新技術はさらなる社会問題／地域課題を引き起こし、ざらなる財政負担

例 デジタル格差、個人情報漏洩、個人完全監視

・技術変化には、いつの時代でも、負担力の範囲で粛々と行政は対応するだけ

例 インターネット・電子メール普及によって、行政改革／業務改善／省力化が進

むわけではないが、導入しないという選択肢はない、単なる追加負担

・結局、人口構造に起因する問題には、何の解決方策もない

ひとへの逃避

・人口が減るなかで、人材の労働強化による疑似解決方策しかない

→中期的には人材再生産をしないことが合利的、少子化・戦力外化・海外移住

・現実には、対応できない多くの人的ストックが大量に発生

→対応できない人間を、自己責任として切り捨て 例 就職氷河期、引き籠も

・「障害者ポルノ論」「ゲイ＝カネになる論 」など価値観多様化による反転攻勢？

→カネになる／ならない、役立つ／役立たない人材に格差

・ネットワーク型社会の両面性

個人が多様な個人と地域・組織・部門の枠を超えて連携・協働する可能性

連携先のない個人は、ネットワークから排除・孤立・無縁化

排除されないために必死に忖度＝空気を読んで疲弊

編み目の自律的システムによって、個人は拘束・不自由・不寛容・一様化

排除されずに拘束・監禁・監視される

・自治体の役割 自治体・地域コミュニティが率先してネットワークの先兵になる？

人口減少社会では、ネットワークの投網を活用するしかない

本来、ネットワーク型社会の排除と拘束への是正・対処をするのが、行政の任務？

先兵になる自治体＝市町村 対抗する自治体＝都道府県 という役割分担

平穏への道

・物語を流布しなくても、現実には粛々と人口減少・技術変化

・平穏に事態に対処する 物語の乱痴気騒ぎで鎮痛・早逝・自決路線もあり？

・焦って「年寄りの冷や水」によって地域・人々の体力を奪うよりは、体力温存が肝要

・ネットワーク型社会とは諸個人間の分配問題 マン・ツー・マン・ディフェンス

個々人が新技術を使いこなす能力を身につけるのは無理、単なる格差拡大

個人別に分配をするのは難しいので集団が重要であるが、組織の解体が現状

→自治体・地域というゾーン・ディフェンスによる分配保障

以上
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連載

金井 利之

1967年群馬県生まれ。東京大学法学部卒業。東
京都立大学助教授、東京大学助教授などを経て、
2006年から同教授。94年から2年間オランダ国
立ライデン大学社会科学部客員研究員。主な著書
に『自治制度』（東京大学出版会、07年）、『分権改
革の動態』（東京大学出版会、08年、共編著）、『実
践自治体行政学』（第一法規、10年）、『原発と自治
体』（岩波書店、12年）、『政策変容と制度設計』（ミ
ネルヴァ、12年、共編著）、『ホーンブック地方自治
〔第3版〕』（北樹出版、14年、共著）、『地方創生の
正体──なぜ地域政策は失敗するのか』（ちくま新
書、15年、共著）、『原発被災地の復興シナリオ・
プランニング』（公人の友社、16年、編著）、『行政
学講義』（ちくま新書、18年）、『縮減社会の合意
形成』（第一法規、18年、編著）、『自治体議会の
取扱説明書』（第一法規、19年）など。

東京大学大学院法学政治学研究科／
法学部・公共政策大学院教授

Toshiyuki Kanai

を
つ
く
る
、
と
い
う
観
点
を
追
加
す
る
。

こ
の
た
め
に
、
地
方
創
生
版
・
三
本
の
矢

な
る
情
報
支
援
・
人
材
支
援
・
財
政
支
援

と
い
う
基
本
枠
組
を
維
持
す
る
。

　
第
２
期
に
お
け
る
新
た
な
視
点
と
し

て
、
⒜
将
来
的
な
地
方
移
住
に
も
つ
な
が

る
「
関
係
人
口
」
の
創
出
・
拡
大
、
⒝
企

業
や
個
人
に
よ
る
地
方
へ
の
寄
付
・
投
資

な
ど
を
用
い
た
地
方
へ
の
資
金
の
流
れ
の

強
化
、
⒞Society5.0

の
実
現
に
向
け

た
技
術
（「
未
来
技
術
」）
の
活
用
、
⒟
Ｓ

Ｄ
Ｇ
ｓ
を
原
動
力
と
し
た
地
方
創
生
、
⒠

「
地
方
か
ら
世
界
へ
」、
⒡
人
材
に
焦
点
を

当
て
て
掘
り
起
こ
し
、
育
成
・
活
躍
を
支

援
（
人
材
を
育
て
活
か
す
）、
⒢
地
域
づ

く
り
を
担
う
Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
企
業
と
連
携
、
⒣

女
性
・
高
齢
者
・
障
害
者
・
外
国
人
な
ど

誰
も
が
居
場
所
と
役
割
を
持
ち
活
躍
で
き

る
地
域
社
会
、
⒤
地
域
の
経
済
社
会
構
造

全
体
を
俯
瞰
し
た
地
域
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、

が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

　
基
本
方
針
２
０
１
９
に
よ
れ
ば
、
２
０

１
９
年
12
月
に
第
２
期
「
総
合
戦
略
」
を

策
定
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
自
治
体

は
、
国
が
示
す
第
２
期
「
総
合
戦
略
」
に

基
づ
い
て
、
地
方
版
総
合
戦
略
を
策
定
す

る
こ
と
が
要
請
さ
れ
る
。

　
第
１
期
の
四
つ
の
基
本
目
標
、
す
な
わ

ち
、
①
地
方
に
し
ご
と
を
つ
く
り
、
安
心

し
て
働
け
る
よ
う
に
す
る
、
②
地
方
へ
新

し
い
ひ
と
の
流
れ
を
つ
く
る
、
③
若
い
世

代
の
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
の
希
望
を
か

な
え
る
、
④
時
代
に
合
っ
た
地
域
を
つ
く

り
、
安
心
な
く
ら
し
を
守
る
と
と
も
に
、

地
域
と
地
域
を
連
携
す
る
、
と
い
う
枠
組

は
維
持
す
る
。
但
し
、
②
の
取
組
を
強
化

し
、
③
は
、
子
ど
も
・
子
育
て
本
部
な
ど

と
連
携
す
る
。
さ
ら
に
、
⑤
人
材
を
育
て

活
か
す
、
⑥
誰
も
が
活
躍
す
る
地
域
社
会

第
２
期「
ま
ひ
し
」

総
合
戦
略
の
イ
メ
ー
ジ

本
来
的
に
は
歓
迎
す
べ
き
こ
と
で
あ
る
。

「
ま
ひ
し
」
は
、
地
域
に
と
っ
て
不
可
能

な
目
標
を
、
国
政
主
導
で
自
治
体
に
掲
げ

さ
せ
、
で
き
な
い
こ
と
を
自
治
体
の
所
為

に
す
る
。
そ
し
て
、
中
長
期
的
に
は
、
地

方
消
滅
を
地
域
や
自
治
体
の
自
己
責
任
と

し
て
、
自
治
体
や
地
域
住
民
に
受
忍
さ
せ

る
。「
ま
ひ
し
」
に
乗
る
限
り
、
自
治
体

や
地
域
社
会
の
一
定
部
分
は
、
悲
鳴
を
発

し
得
な
い
ま
ま
消
滅
す
る
だ
ろ
う
。

　
自
治
制
度
官
庁
は
、
２
０
４
０
年
に
向

け
て
大
幅
な
人
口
減
少
の
基
調
は
不
可
避

と
見
て
、「
ま
ひ
し
」
と
は
別
途
の
方
策

を
模
索
中
で
あ
る
。
こ
れ
が
、
い
わ
ゆ
る

「
２
０
４
０
構
想
」
で
あ
る
。
と
は
い
え
、

国
の
「
ま
ひ
し
」
の
人
口
増
大
の
掛
け
声

に
踊
ら
さ
れ
て
、
思
考
が
麻ま

痺ひ

し
始
め
た

自
治
体
関
係
者
か
ら
は
、
途
中
で
梯
子
を

外
さ
れ
た
感
が
あ
っ
た
か
も
し
れ
な
い
。

そ
の
よ
う
な
な
か
で
、
基
本
方
針
２
０
１

９
が
喚
起
さ
れ
た
。

　
２
０
１
９
年
６
月
21
日
に
、
政
府
は

「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
基
本
方
針

２
０
１
９
」（
以
下
、「
基
本
方
針
２
０
１

９
」
と
省
略
）
を
閣
議
決
定
し
た
。
今
回

は
、「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
」（
以

下
、「
ま
ひ
し
」
と
省
略
）
の
第み

ら

い
２
期
の

ミ
ラ
イ
（
注
１
）
に
つ
い
て
考
察
し
よ
う
。

　
元
来
、「
地
方
創
生
」
ま
た
は
「
ま
ひ

し
」
は
、
２
０
１
４
年
６
月
か
ら
12
月
に

か
け
て
、
２
０
１
５
年
４
月
の
統
一
地
方

選
挙
や
２
０
１
４
年
12
月
の
総
選
挙
に
向

け
て
、
地
方
圏
に
配
慮
し
て
い
る
か
の
印

象
操
作
の
た
め
に
打
ち
出
さ
れ
た
。
そ
れ

ゆ
え
、
し
ば
ら
く
は
必
要
性
に
乏
し
く
、

こ
こ
数
年
は
国
政
に
お
い
て
「
ま
ひ
し
」

は
忘
却
さ
れ
、
麻
痺
状
態
に
あ
っ
た
。

　
そ
れ
は
、
地
域
や
自
治
体
に
と
っ
て
、

は
じ
め
に

麻
痺
・
忘
却
・
基
調
・
喚
起「

ま
ひ
し
」の

未
来
の
ミ
ラ
イ

第
　
　
回
77

注1   細田守『未来のミライ』スタジオ地図、2018年。
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（
東
京
）
一
極
集
中
で
あ
る
。「
関
係
人

口
」
に
期
待
す
る
こ
と
は
、
移
住
の
零
和

競
争
よ
り
は
「
ま
し
」
で
あ
る
が
、
蟷
螂

の
斧
の
域
を
出
な
い
。

　
ミ
ク
ロ
的
に
、
各
自
治
体
・
各
地
域
が

「
交
流
人
口
」
を
増
や
す
よ
う
に
政
策
を

展
開
す
る
だ
ろ
う
し
、
し
て
来
た
し
、
一

部
で
は
成
功
す
る
か
も
し
れ
な
い
。
し
か

し
、
マ
ク
ロ
的
に
国
が
打
ち
出
す
べ
き
政

策
は
、
一
極
集
中
指
向
の
外
部
市
場
経
済

の
強
力
な
力
学
の
も
と
で
、
定
住
人
口
も

「
関
係
人
口
」
も
減
少
す
る
か
も
し
れ
な

い
地
域
社
会
や
自
治
体
へ
の
対
処
方
策
で

あ
る
。「
ま
ひ
し
」
は
、
放
っ
て
お
い
て

も
自
治
体
が
自
然
に
取
り
組
む
こ
と
を
、

単
に
寄
せ
集
め
て
（「
例
話
」）、
あ
た
か

も
国
が
政
策
を
行
っ
て
い
る
か
の
ご
と
き

印
象
操
作
を
し
て
、
国
が
本
来
的
に
行
う

べ
き
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
業
務
を
忘
却

す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
う
し
て
、
第
１
期

に
加
え
て
、
第
２
期
も
国
は
無
策
の
ま
ま

地
域
社
会
を
放
置
す
る
こ
と
に
な
る
。

　
こ
う
し
て
ミ
ラ
イ
へ
の
展
望
が
な
い
た

め
に
、「
新
し
い
時
代
の
流
れ
を
力
に
す
る
」

手
品
（
？
）
と
し
て
、Society5.0

の
実

現
に
向
け
た
技
術
（
＝
未
来
技
術
）
に
期

待
を
す
る
し
か
な
い
。
実
際
、
資
本
主
義

経
済
の
原
動
力
は
技
術
革
新
で
あ
り
、
そ

の
意
味
で
新
し
い
技
術
は
常
に
追
求
さ
れ

未
来
技
術
へ
の
逃
避

る
だ
ろ
う
。
そ
し
て
、
人
口
減
少
の
基
調

を
も
と
に
し
て
い
る
い
わ
ゆ
る
「
２
０
４

０
構
想
」
に
お
い
て
も
、
破
壊
的
技
術
に

期
待
す
る
技
術
振
興
（
＝
信
仰
？
）
は
共

通
し
て
み
ら
れ
る
。

　
既
知
で
ミ
ラ
イ
は
描
け
な
い
以
上
、
未

だ
来
て
い
な
い
「
新
し
い
」
何
か
に
救
い

を
求
め
る
の
は
自
然
で
あ
る
（
救
世
主
願

望
）。
も
っ
と
も
、
Ａ
Ｉ
（
人
工
知
能
）

に
よ
る
シ
ン
ギ
ュ
ラ
リ
テ
ィ
で
破
滅
か
も

し
れ
な
い
。
し
か
し
、
未
来
は
我
々
の
想

定
外
の
か
た
ち
で
現
れ
る
だ
ろ
う
。
そ
れ

は
そ
れ
で
起
き
る
だ
ろ
う
が
、
自
治
体
が

対
処
す
べ
き
は
、
実
用
化
さ
れ
る
未
来
技

術
を
使
っ
て
、
地
域
住
民
に
対
す
る
行
政

サ
ー
ビ
ス
の
維
持
向
上
を
図
る
こ
と
で
あ

る
。
も
っ
と
も
、
そ
れ
は
安
価
・
良
質
な

行
政
サ
ー
ビ
ス
が
可
能
に
な
る
と
い
う
よ

り
は
、
未
来
技
術
を
官
公
庁
に
売
り
込

む
、
官
民
の
政
策
起
業
家
や
布
教
者
の
餌

食
に
な
る
可
能
性
を
も
開
く
。

　
そ
れ
と
同
時
に
、
実
装
化
さ
れ
つ
つ
あ

る
技
術
に
合
わ
せ
て
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

転
換
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
内
燃
エ

ン
ジ
ン
の
自
動
車
が
登
場
し
た
こ
と
に
よ

り
、
行
政
は
道
路
網
の
整
備
を
せ
ざ
る
を

得
な
く
な
っ
た
。
同
様
に
、
自
動
運
転
・

配
送
や
ド
ロ
ー
ン
な
ど
、
新
た
な
技
術
が

実
装
化
す
れ
ば
す
る
ほ
ど
、
そ
れ
に
合
わ

せ
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
追
加
負
担
が
大
き

く
な
る
。
未
来
技
術
に
よ
っ
て
ミ
ラ
イ
は

明
る
い
と
は
限
ら
な
い
。
未
来
技
術
は
、

そ
れ
に
よ
る
経
済
果
実
と
財
源
調
達
を
生

む
限
り
に
お
い
て
、
未
来
技
術
を
実
装
化

す
る
た
め
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
可
能
と

し
、
そ
の
限
り
に
お
い
て
し
か
未
来
技
術

は
実
装
で
き
な
い
。

「
第
２
期
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

総
合
戦
略
」
策
定
に
関
す
る
有
識
者
会

議
」（
座
長
：
増
田
寛
也
氏
）
は
２
０
１

９
年
３
月
11
日
に
始
ま
っ
て
い
た
。
５
月

23
日
の
第
５
回
会
議
で
は
「
中
間
と
り
ま

と
め
」
が
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
第
１
期

「
ま
ひ
し
」
の
検
証
を
進
め
て
、
第
２
期

の
策
定
を
進
め
る
と
い
う
。

　
も
ち
ろ
ん
、
東
京
一
極
集
中
は
止
ま
ら

ず
、
希
望
出
生
率
の
達
成
な
ど
は
無
理
で

あ
る
が
、
国
が
「
失
敗
」
の
自
己
検
証
し

て
も
、
国
を
批
判
す
る
主
体
は
な
い
の

で
、
国
政
は
困
ら
な
い
。
集
権
体
制
の
も

と
で
は
Ｐ
Ｂ
Ｅ
Ｍ
（Policy Based Evi-

dence M
aking

：
政
策
に
基
づ
く
証
拠

形
成
）
は
普
通
で
あ
る
し
、
仮
に
、
正
確

な
検
証
を
し
て
も
、
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
（Execu-

tive Based Policy M
aking:

政
権
意

向
に
基
づ
く
政
策
形
成
）
に
な
る
。
国
政

の
圧
倒
的
な
集
権
体
制
の
も
と
で
の
自
治

体
の
ミ
ラ
イ
は
、
Ｋ
Ｐ
Ｉ
な
ど
に
よ
る
検

証
に
よ
っ
て
、
干
か
ら
び
た
ミ
イ
ラ
と
し

て
鞭
打
た
れ
る
よ
う
に
な
ろ
う
。

お
わ
り
に

　
人
口
減
少
社
会
の
地
域
間
で
、
Ｉ
Ｊ
Ｕ

タ
ー
ン
の
移
住
の
取
り
合
い
と
い
う
零ゼ

ロ
サ
ム和

競
争
を
す
れ
ば
、
多
く
の
自
治
体
に
ミ
ラ

イ
が
な
い
。
そ
の
意
味
で
、「
関
係
人
口
」

に
切
り
替
え
る
こ
と
は
不
可
避
で
あ
る
し
、

実
際
に
多
く
の
自
治
体
に
お
い
て
も
、
地

域
に
関
わ
る
人
々
を
増
や
す
交
流
・
対

流
・
関
係
が
言
わ
れ
て
き
た
（
注
２
）。
要

す
る
に
、人
間
を
二（
多
）重
計
上
す
れ
ば
、

人
口
減
少
社
会
で
も
、
各
地
域
の
「
関
係

人
口
」
に
よ
っ
て
正ポ

ジ
テ
ィ
ブ
サ
ム和
に
転
換
す
る
こ

と
も
有
り
得
る
わ
け
で
あ
る
。

　
二
枚
の
百
円
玉
を
、
親
指
と
人
差
し
指

に
挟
ん
で
速
く
動
か
す
こ
と
で
、
三
枚
の

百
円
玉
に
見
せ
る
、
と
い
う
手
品
（
？
）

が
あ
る
（
注
３
）。
机せ

い
さ
く上

論
で
は
、
二
人
の

人
間
も
色
々
な
と
こ
ろ
に
顔
を
出
せ
ば
、

三
人
に
も
四
人
に
も
見
え
る
筈
で
あ
る
。

　
問
題
は
、
人
間
を
政
策
的
に
望
ま
し
い

方
向
に
、
地
域
間
を
高
速
で
グ
ル
グ
ル
と

移
動
さ
せ
る
こ
と
が
可
能
か
、
で
あ
る
。

従
来
、
日
本
型
企
業
に
お
い
て
は
、
広
域

人
事
異
動
（
配
置
転
換
）
と
い
う
企
業
内

人
事
交
流
メ
カ
ニ
ズ
ム
（
内
部
労
働
市

場
）
は
あ
っ
た
が
、
非
正
規
労
働
が
半
分

近
い
今
日
に
お
い
て
は
、
地
域
間
の
人
的

移
動
は
、
外
部
市
場
経
済
の
メ
カ
ニ
ズ
ム

に
規
定
さ
れ
て
し
ま
う
。
そ
し
て
、
今
日

の
世
界
市
場
経
済
の
論
理
は
、
大プ

ラ
イ
メ
イ
ト・
シ
テ
ィ

都
市
圏

「
関
係
人
口
」の
創
出
・
拡
大

注2   田中輝美『関係人口をつくる─定住でも交流でもないローカルイノベーション』木楽舎、2017年、
 沼尾波子（編）『交響する都市と農山村：対流型社会が生まれる』農村漁村文化協会、2016年、
 国土庁計画調整局『交流人口―新たな地域政策』大蔵省印刷局、1994年。

注3   同じ発想で、国内の資金総量が一定であっても、地域間で高速にグルグル回せば、うまく行くように
思われる(ｂ)。もっとも、列島には資金は潤沢にあり、多くの消費者が充分な可処分所得を持たない
ため有効需要がなく、また、新たな需要を喚起できる技術革新も遅々としているので、投資先がない
だけである。民間資金を無理矢理に地方環流させるのは無理筋である。
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分科会３・コメンテーター・発言メモ

人口減少時代の自治体行政システムを考える

礒崎初仁（中央大学）

１ 「自治体戦略 構想」は適切か

①総務省が設置した自治体戦略 構想研究会（清家篤座長）が、第１次報告（ 年４月）

と第 次報告（ 年 月）を発表。

②この報告書は、人口減少時代に自治体行政がどう変わらなければならないかについて「ひとつ

の試論」を提供するものであり、議論を喚起するという重要な意義がある。

③しかし、表２のとおり、その内容は概ね的外れであり、残念ながら説得力に乏しいと思う。

④人口減少時代の自治体行政のあり方は、ＡＩ、プラットフォーム等の新しい言葉に目を奪われ

ることなく、地方分権と住民自治の推進を基本としつつ、地域事情に即した「問題解決力」の

高さで評価すべきだ。

⑤同研究会の検討を踏まえて、第 次地方制度調査会において検討審議中（ 年 月現在）。

地方分権や住民自治の原則に即した議論、そして自治体行政の現実に即した検討を期待したい。

表１ 自治体戦略 構想研究会の主な提言と私見

主な項目 研究会の提言内容 コメント（私見） 
1)スマート自
治体への転換 

従来の半分の職員数でも自治体の機能

を維持できるよう、ＡＩやロボティクス等の

破壊的技術を活用し、職員は職員でな

ければできない業務に注力する「スマー

ト自治体」に転換すべき。そのため、法

律を制定して情報システムや申請様式

の標準化・共通化を進めていくべき。 

情報システム等の標準化・共通化は、自治

体の自主性や地域事情への適合性の観点

から問題があるし、全国画一の大規模なシ

ステムはかえって運用のコストを高くする。

行政事務の膨大化・複雑化は、国が縦割り

の法令や制度をつくり、自治体に執行させ

る集権システムに原因がある。2040 年に向
けて、自治体に制度をつくる力を与える「立

法分権」を進めるのが先決。 
2)公共私によ
るくらしの維持 

自治体職員の減少、地縁組織の弱体

化、家族の扶助機能の低下、民間事業

者の撤退などから、公共私それぞれのく

らしを維持する力が低下するため、自治

体には新しい公共私の協力関係を構築

する「プラットフォーム・ビルダー」へ転換

することが求められる。 

人口減少によって共と私の活動力も低下す

るため、公共私の協力関係も容易ではな

い。とくに過疎が進む地域では、民間の事

業を成り立たせることは困難。自治体が「自

分はプラットフォームを運営する存在です」

と言って陰に回ることは（楽ではあるが）許さ

れない。 
3)圏域マネジ
メントと二層制

の柔軟化 

市町村が「行政のフルセット主義」や「他

の市町村との勝者なき競争」から脱却

し、市町村間の利害調整を可能にし、圏

域単位での行政を強化するため、圏域

ガバナンスを高める。同時に都道府県・

市町村の二層制を柔軟化し、核となる都

市のない地域の市町村の補完・支援に

乗り出すことが必要。 

すでに広域連携の仕組みとして多くの制度

がある。そもそも各自治体の自己決定権を

無視して圏域ガバナンスを強化することは

難しいし、圏域主体に対する住民の参加と

統制をどう保障するかという問題もある。また

都道府県には市町村の補完・支援機能もあ

るため、「二層制の柔軟化」というほどの提

案ではない。 
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【参考】礒崎初仁「自治体制度の構想は分権発想で」自治日報 年 月 日号

礒崎初仁「 年の自治体行政を考える」『白門』（中大法学部通信教育課程） 年春号

２ 人口減少時代にはどういう行政システムが求められるか

さらなる地方分権（第３期分権改革）－行政分権から立法分権へ

これまでの分権改革の限界

・第 次分権改革（ ～ 年）：機関委任事務の廃止など、法令の解釈運用権を拡充

・第 期分権改革（ ～現在）：基礎自治体への権限移譲は行政権の移譲。義務付け・枠付

けの見直しは、立法権移譲の要素（条例委任）もあったが、実態は制度をつくる力にならず。

行政分権から立法分権へ

・「行政分権」＝現行法制度を前提として、法令を執行する権限を拡充・移譲する改革

・「立法分権」＝自治体が制度・政策をつくる権能（立法権）を拡充・移譲する改革

【理由】

①国の法制度が「過剰過密」であるため、自治立法の可能性が限定される

②国の法制度が縦割り・画一的であるため、多様な地域課題への対応が困難。特に人口減少時

代には、自治体の知恵と工夫が求められる

③国のフルセットの法制度を執行するのはコストがかかりすぎる。自治体の条例なら地域課題

に照準をあわせてシンプルな制度に

④自治体の制度・政策なら執行状況を踏まえて迅速・柔軟に改正できるし、住民の意向も反映

しやすい

立法分権の５つの戦略

戦略１：法令の統合と簡素化（スリム化）

戦略２：法定事務条例の拡充

戦略３：条例による「上書き権」の制度化

戦略４：独自条例の制定権の拡大

戦略５：立法過程への自治体参画ルール（地方六団体の提案権、「国と地方の協議の場」の活用、

参議院での「地方立法審査会」（仮称）の設置）

【参考】礒崎初仁（ ）「法令の過剰過密と立法分権の可能性－分権改革・第３ステージに向け

て」北村喜宣ほか編『自治体政策法務の理論と課題別実践』第一法規

礒崎初仁（ ）「連載・『立法分権』の戦略①～」月刊ガバナンス 年 月号～

行政機能の縮減（スリム化）と「公共」概念の拡張・多元化

①人材、財源等の行政資源の縮小→狭義の「行政」の機能・組織は縮小

・専業・常勤を前提とした公選職＋一斉採用・終身雇用の自治体職員

・アマチュアたる非専業の公選職＋プロフェッショナルとしての少数の自治体職員

＋地域に根ざして業務を進めるパートタイム職員（公募制、抽選制、委嘱員等）

②公務を担う多様な住民の参加、ボランティア公務員、公務員の公募制

・地方公務員法：身分としての公務員概念（一般職）、一定の基礎能力をもつ若者を囲い込み、

政治から切り離す反面、身分を守る。一般職と特別職の二分法、「私」を取り込む「公」の

精神（営利活動許可、懲戒処分等）
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【参考】礒崎初仁「自治体制度の構想は分権発想で」自治日報 年 月 日号

礒崎初仁「 年の自治体行政を考える」『白門』（中大法学部通信教育課程） 年春号

２ 人口減少時代にはどういう行政システムが求められるか

さらなる地方分権（第３期分権改革）－行政分権から立法分権へ

これまでの分権改革の限界

・第 次分権改革（ ～ 年）：機関委任事務の廃止など、法令の解釈運用権を拡充

・第 期分権改革（ ～現在）：基礎自治体への権限移譲は行政権の移譲。義務付け・枠付

けの見直しは、立法権移譲の要素（条例委任）もあったが、実態は制度をつくる力にならず。

行政分権から立法分権へ

・「行政分権」＝現行法制度を前提として、法令を執行する権限を拡充・移譲する改革

・「立法分権」＝自治体が制度・政策をつくる権能（立法権）を拡充・移譲する改革

【理由】

①国の法制度が「過剰過密」であるため、自治立法の可能性が限定される

②国の法制度が縦割り・画一的であるため、多様な地域課題への対応が困難。特に人口減少時

代には、自治体の知恵と工夫が求められる

③国のフルセットの法制度を執行するのはコストがかかりすぎる。自治体の条例なら地域課題

に照準をあわせてシンプルな制度に

④自治体の制度・政策なら執行状況を踏まえて迅速・柔軟に改正できるし、住民の意向も反映

しやすい

立法分権の５つの戦略

戦略１：法令の統合と簡素化（スリム化）

戦略２：法定事務条例の拡充

戦略３：条例による「上書き権」の制度化

戦略４：独自条例の制定権の拡大

戦略５：立法過程への自治体参画ルール（地方六団体の提案権、「国と地方の協議の場」の活用、

参議院での「地方立法審査会」（仮称）の設置）

【参考】礒崎初仁（ ）「法令の過剰過密と立法分権の可能性－分権改革・第３ステージに向け

て」北村喜宣ほか編『自治体政策法務の理論と課題別実践』第一法規

礒崎初仁（ ）「連載・『立法分権』の戦略①～」月刊ガバナンス 年 月号～

行政機能の縮減（スリム化）と「公共」概念の拡張・多元化

①人材、財源等の行政資源の縮小→狭義の「行政」の機能・組織は縮小

・専業・常勤を前提とした公選職＋一斉採用・終身雇用の自治体職員

・アマチュアたる非専業の公選職＋プロフェッショナルとしての少数の自治体職員

＋地域に根ざして業務を進めるパートタイム職員（公募制、抽選制、委嘱員等）

②公務を担う多様な住民の参加、ボランティア公務員、公務員の公募制

・地方公務員法：身分としての公務員概念（一般職）、一定の基礎能力をもつ若者を囲い込み、

政治から切り離す反面、身分を守る。一般職と特別職の二分法、「私」を取り込む「公」の

精神（営利活動許可、懲戒処分等）

・〇〇市職員条例：業務としての公務概念、契約としての公務員採用、ルールとしての公務

員規律、随時採用と有期任用の原則化、「公」と「私」の区別と相対化、「特別職」の一般

化と「政策職」「業務職」「地域職」「参与職」「受託職」など多様な区分へ

コミュニティの役割拡大とボランタリー活動の普遍化

①自治会・町内会等の「地縁型公共組織」としての整備

・全世帯加入を想定し、包括的な機能を持った、法人格のない任意組織

・全世帯が加入し、包括的な機能を持ち、条例に基づいて設置された、法人格のある組織

～地縁型・包括型のＮＰＯ法人または公益社団法人のイメージ、一定の立法権、財政権（限

定された課税権を含む）を持つ。ただし、スタッフは原則として非常勤・ボランティア。

②地域密着型のＮＰＯ・ボランティア活動の促進

人を励まし、行動を促すコーディネート型の行政スタイルへの転換

・人口増加時代＝民間主体のやり過ぎ（作為）を抑制しつつ、その利益から税収を、「公助」に

より住民のニーズに応えるシステムが機能

公害防止条例・協定、開発指導要綱（開発協力金を含む）、緑地保全協定

・人口減少時代＝限られた資源を活用し、人々を励まし、その行動（作為）を促して、「互助」

「共助」によって住民のニーズに応えるシステムが求められる

コミュニティ支援条例、地域公益活動促進条例、公の施設管理協定

★人口減少にはメリットもある

①都市の過密問題が緩和、地価が安くなり住宅問題が緩和し、農業等の起業が容易化

②労働人口の減少により労働者が大切にされる社会へ、女性・中高年の社会参加の増加

③少子化により個人の余剰資産が増大、寄附・生前贈与の拡大、人生の終わり方の転換

表２ 人口減少時代の地域課題と政策の転換

キーワード 地域の課題 重要になる政策・条例

コンパクト

縮減

①市街地の縮小、スポンジ化対策 立地適正化計画、空き家利用条例 
②街なか居住支援、公共交通の維持 公共交通網形成計画、地域交通条例 
③高齢者が暮らせる街 地域包括支援センター、小さな拠点 

リニューア

ル 再生

①農地の荒廃、所有者不明森林の対策 所有者不明土地法、森林経営管理条例 
②公共施設の縮小、地域交通の再編 立地適正化法、交通まちづくり条例 
③地域の個性・魅力の再生 歴史まちづくり法、里づくり条例 

コミュニテ

ィ 協働

①行政機能の縮小、公務員の削減 コミュニティ組織への業務委託 
②一人世帯の増加、家族機能の低下 小さな拠点、ご近所の底力育成条例 
③自治会・町内会の支援・機能拡大 コミュニティ条例、施設の地域経営化 

ボランタリ

ー 自主

①ＮＰＯ・互助型の社会システムづくり NPO の支援、行政との協働促進 
②寄附の促進、遺産の活用・財団化 寄附税制の工夫・活用、遺産活用 
③ボランティア公務員の増大 公務員法の見直し、多様な職員条例 
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74
.1

30
20

施
設
最
大
稼
動
率
（
（
1日

最
大
給
水
量

/1
日
給
水
能
力
）
×

10
0）

79
.7

62
.2

75
.0

97
.1

90
.4

安
定

水
源

（
表

流
水

・
地

下
水

）
,

7
1
.1
%

不
安

定
水

源
（
地

下
水

（
予

備
水

源
含

む
）
）
, 
2
8
.9

%

不
安

定
水

源
（
地

下
水

（
予

備
水

源
含

む
）
）
, 
6
.8

%
安

定
水

源
（
表

流
水

・
地

下
水

）
,

9
3
.2
%

0
.0
%

2
0
.0
%

4
0
.0
%

6
0
.0
%

8
0
.0
%

1
0
0
.0
%

広
域

化
し

な
い

場
合

広
域

化
し

た
場

合
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19

給
水
原
価
推
移
（
単
独
、統

合
比
較
）
水
道
料
金
推
移
（
単
独
、統

合
比
較
）

広
域
化
決
定
の
最
大
の
決
め
手

施
設
の
統
廃
合
に
よ
る
余
剰
規
模
の
縮
小

ａ
ｂ

月
時
点

ｃ
増
減

広
域
化
事
業
計

画
策
定
時

水
道
ビ
ジ
ョン
策

定
時

目
標
年
次

（
ｃ
ａ
）

取
水
施
設
数

▲

浄
水
施
設
数

▲

配
水
施
設
数

▲

ポ
ン
プ
施
設
数

合
計

▲

【廃
止
済
み
の
浄
水
施
設
】

沢
田
浄
水
場
（

ｍ
日
、滅
菌
処
理
）

江
釣
子
浄
水
場
（

ｍ
日
、滅
菌
処
理
）

片
寄
浄
水
場

（
ｍ

日
、急
速
ろ
過
）

晴
山
浄
水
場

（
ｍ

日
、滅
菌
処
理
）

中
内
浄
水
場

（
ｍ

日
、急
速
ろ
過
）

【老
朽
化
に
よ
り更

新
した
浄
水
場
】

和
賀
川
浄
水
場
（

ｍ
日
、紫
外
線
処
理
）

古
館
浄
水
場
（

ｍ
日
、膜
処
理
）

20

1
安
全
で
安
心
な
水
道
水
の
安
定
的
な
供
給

Ｈ
（
計
画
時
）

Ｈ
（
現
在
）

Ｈ
比

Ｈ
（
目
標
年
次
）

Ｈ
比

取
水
施
設

△
△

浄
水
施
設

△
△

配
水
池

△
△

ポ
ン
プ
施
設

合
計

△
△

○
平
成

年
度
水
道
ビ
ジ
ョン
以
降
の
計
画
変
更
、施
設
合
理
化
削
減
額

●
岩
手
中
部
浄
水
場
拡
張
計
画

億
円

●
小
又
浄
水
場
方
式
見
直
し

億
円

●
危
機
管
理
セ
ン
タ
ー
建
設
費
圧
縮

億
円

●
小
水
力
発
電
施
設
見
直
し

億
円

●
田
瀬
水
源
統
合

億
円

浄
水
施
設

▲
取
得
価
額

億
万
円

ラ
ン
ニ
ン
グ
コス
ト

年
分

億
千
万
円

統
合
か
ら
年
間
で
総
計
約

億
円
の
投
資
を
削
減

（
参
考
岩
手
中
部
の
年
間
料
金
収
入

億
円
）
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定
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岩
手
中
部
浄
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施
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利
用
率

70
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.0

85
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H
21

H
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H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

岩
手
中
部
浄
水
場
最
大
稼
働
率

県
内
最
大
の
岩
手
中
部
浄
水
場
の
施
設
利
用
率
、最
大
稼
働
率
が
上
昇

% %

脆
弱
水
源
多
数

最
大
浄
水
場

統
合
前
の
稼
働
率

５
割
半
分
余
剰

最
大
浄
水
場

22
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業
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東 日 本 大 震 災

統
合
前

統
合
後

有
収
率
の
向
上

％

合
計

２
年
で
大
幅 増

事
業
費
、
管
路
更
新
率

0

1,
00

0
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00

0

3,
00

0
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00

0
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00
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00
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H
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H
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建
設
改
良
事
業
費

%
○
更
新
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業
費
、広
域
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事
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増
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老
朽
化
施
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の
更
新
→
施
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、管
路
の
耐
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化
率
向
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051015202530

H
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管
路
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01234
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4

H2
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9

管
路
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更
新
率

企
業
団

北
上
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花
巻
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紫
波
町

管
路
更
新
率
と有

収
率
の
相
関
関
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管
路
更
新
率
＝
低
有
収
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＝
高

管
路
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＝
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＝
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管
路
更
新
率
＝
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◎ ○ ✖ ✖

24

0

10
0,
00

0

20
0,
00

0

30
0,
00

0

40
0,
00

0

50
0,
00

0

60
0,
00

0

70
0,
00

0

80
0,
00

0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7
Ｈ

28
H2

9
H3

0

経
常
利
益

経
常
利
益
の
推
移

統
合
前

統
合
後

△
20

0,
00

0

△
10

0,
00

00

10
0,
00

0

20
0,
00

0

30
0,
00

0

40
0,
00

0

50
0,
00

0

60
0,
00

0

70
0,
00

0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

経
常
利
益
推
移

北
上
市

花
巻
市

紫
波
町

旧
企
業
団

25

単
位

千
円

Ｈ

経
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利
益

企
業
債
残
高

留
保
資
金
残
高
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00

0,
00

0

4,
00

0,
00

0
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00
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00
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00

0,
00
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,0
00
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00
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Ｈ
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9
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留
保
資
金
残
高

留
保
資
金
残
高
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,0
00

,0
00

21
,0
00

,0
00

22
,0
00

,0
00

23
,0
00

,0
00

24
,0
00

,0
00

25
,0
00

,0
00

26
,0
00

,0
00

27
,0
00

,0
00

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7
Ｈ

28
H2

9
H3

0

企
業
債
残
高

企
業
債
残
高

企
業
債
残
高
、
留
保
資
金
の
推
移

統
合
前

統
合
後

統
合
前

統
合
後
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単
位

千
円

Ｈ

経
常
利
益

企
業
債
残
高

留
保
資
金
残
高

人
材
の
確
保
と技

術
の
承
継

台
風

号
災
害
応
援
派
遣

応
急
給
水

普
代
村

岩
泉
町

現
地
調
査

岩
泉
町

期
間

8/
31

～
9/
2

9/
1

～
10
/2

期
間

9/
2

～
9/
3

派
遣

職
員
数

（延
べ
）

11
人

76
人

派
遣

職
員
数

（延
べ
）

6人

61
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新
技
術
へ
の
挑
戦

1

３
つ
の
浄
水
場
を
統
廃
合
し
、
配
水
区
を
接
続
す
る
。

配
水
区
を
接
続
す
る
送
水
管
を
整
備
し
、

二
つ
の
浄
水
場
を
廃
止
。

整
備
費
：

千
円

浄
水
場
の
廃
止
に
よ
る
効
果
額
：

千
円

小
又
浄
水
場
を
更
新
整
備
す
る
。

（
緩
速
ろ
過

㎥
日
）

千
円

立
石
配
水
区

樋
の
口
配
水
区

小
又
配
水
区

［
例
］
小
又
地
区
水
道
施
設
再
編
事
業

解
決
方
策
（
事
業
概
要
）

標
高

28
29

広
域
化
に
よ
る
メ
リッ
ト

【経
営
資
源
に
よ
る
分
類
】

モ
ノヒト カ
ネ


技
術
の
承
継


専
門
職
員
の
配
置


規
模
の
適
正
化

統
廃
合
・ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ


更
新
投
資
の
抑
制


経
年
施
設
更
新
・耐
震
化


適
切
な
水
準
へ
の
料
金
改
定


優
先
事
業
へ
の
集
中
投
資


資
金
の
一
括
管
理
・運
用

68

広
域
化
に
よ
る
メ
リッ
ト

【水
道
利
用
者
の
視
点
か
ら
】

経
常
経
費
の
圧
縮


料
金
業
務
の
包
括
的
民
間
委
託


ス
ケ
ー
ル
メリ
ット
に
よ
る
調
達
コス
ト低

減
サ
ー
ビス
水
準
の
向
上

施
設
水
準
の
レ
ベ
ル
ア
ップ


検
針
サ
イク
ル


料
金
格
差
の
解
消


決
済
手
段
の
多
用
化


施
設
更
新
の
適
正
化


水
道
施
設
の
耐
震
化


安
定
的
な
水
道
供
給

料
金

格
差

サ
ー
ビス

格
差

施
設

格
差

70
32


広
域
化
は
単
な
る
「ス
タ
ー
ト」
に
す
ぎ
な
い


今
後
数
十
年
か
ら百

年
以
上
に
わ
た
る
ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ

の
始
ま
り
終
わ
りの
な
い
ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ


水
需
要
予
測
や
水
運
用
計
画
、施
設
ご
との
コス
ト比

較
と

融
合
さ
せ
た
更
な
る
ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ
。管

路
更
新
費
の

縮
小
。


更
な
る
広
域
化
の
視
点
の
拡
大
広
域
統
合
の
拡
大

広
域
化
の
効
果
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分科会５ 「水をめぐる自治と責任」 ～水道法改正を契機に考える～

令和元年８月２４日（土曜日）

大友 俊郎（香取市生涯学習課）

（ちば自治体法務研究会）

１ 水道事業体の抱えている問題 ～主に小規模事業体について～

○水道事業は地方公営企業法の適用を受ける公営企業であり、水道料金収入に

よって維持され、独立採算制を旨としている。

また、管理者、職員の身分、会計方式等において地方公共団体とは異なるもの

となっている。

○小規模事業体（中小・零細企業）では、経営が逼迫しているところが多く、給

水原価が供給単価を上回るという原価割れの団体もあり、他会計からの補助

金で賄っているところが多くみられる。しかし赤字経営でも廃業するわけに

はいかない。

⇒料金値上げにも限度

⇒施設の更新が後回しになる。

⇒災害に対して脆弱、災害時でなくとも幹線管の漏水等により予期せ

ぬ断水が発生。

○地方公共団体職員の派遣が多く、給与水準を大幅に下げるわけにもいかない。

⇒人件費を削減するために職員数を減らす。

⇒施設に対する細やかな配慮が行き届かないことから、トラブルの未

然防止や災害時の対応に遅れが出る。

○今回の水道法改正にあたって課題とされた、人口減少による需要の減少・施設

の老朽化・職員数の減少は、これまで小規模事業体の抱えていた課題をおさら

いしたものといえる。

２ 千葉県及び香取市の水道事業

① 千葉県の水道普及率と未給水人口

千葉県では、東京への通勤エリアである都市部の水道普及率は高く、その経

営も健全なものとなっている。

水道普及率は全都道府県中３４位であるが、未給水人口は全都道府県中で一

番多く、その数は２９万人余りとなっている。この未給水人口のほとんどを北

部、東部の地域で占めている。
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大友 俊郎（香取市生涯学習課）

（ちば自治体法務研究会）

１ 水道事業体の抱えている問題 ～主に小規模事業体について～

○水道事業は地方公営企業法の適用を受ける公営企業であり、水道料金収入に

よって維持され、独立採算制を旨としている。

また、管理者、職員の身分、会計方式等において地方公共団体とは異なるもの

となっている。

○小規模事業体（中小・零細企業）では、経営が逼迫しているところが多く、給

水原価が供給単価を上回るという原価割れの団体もあり、他会計からの補助

金で賄っているところが多くみられる。しかし赤字経営でも廃業するわけに

はいかない。

⇒料金値上げにも限度

⇒施設の更新が後回しになる。

⇒災害に対して脆弱、災害時でなくとも幹線管の漏水等により予期せ

ぬ断水が発生。

○地方公共団体職員の派遣が多く、給与水準を大幅に下げるわけにもいかない。

⇒人件費を削減するために職員数を減らす。

⇒施設に対する細やかな配慮が行き届かないことから、トラブルの未

然防止や災害時の対応に遅れが出る。

○今回の水道法改正にあたって課題とされた、人口減少による需要の減少・施設

の老朽化・職員数の減少は、これまで小規模事業体の抱えていた課題をおさら

いしたものといえる。

２ 千葉県及び香取市の水道事業

① 千葉県の水道普及率と未給水人口

千葉県では、東京への通勤エリアである都市部の水道普及率は高く、その経

営も健全なものとなっている。

水道普及率は全都道府県中３４位であるが、未給水人口は全都道府県中で一

番多く、その数は２９万人余りとなっている。この未給水人口のほとんどを北

部、東部の地域で占めている。

これらの地域の水道普及率が

低い要因としては、良好な地下

水を自家水として利用している

割合が多いと考えられる。

市町村別で見てみると、普及

率が８０％以下の市町村が６団

体ある。また、専用水道のみで上

水道利用が全くない市町村もあ

る。

今後、大規模な拡張事業は見

込まれずこの傾向は続くと思わ

れる。

② 香取市の水道事業

香取市の水道事業は、市町村合併によって３水道事業が統合されたもので、

水道普及率は ％、千葉県内市町村では下位から６番目、５人に１人以上

が未給水で、自家水（地下水）利用をしている。

水道事業の経営は厳しいものであり、今後更に厳しい状況におかれること

が予想される。

他会計等からの繰入れを行っているが、普及率が低いことからこのことが

問題視されるおそれがある。

浄水施設、配水施設、管路の老朽化は顕著であるが、更新に充てられる経費

は限られておりなかなか進まない。

このような状況の中、東日本大震災では大きな被害を受けた。

都道府県別水道普及率 （H３０年３月末）

都道府県 総人口 給水人口 普及率
普及率
順位

未給水人口

東京都
大阪府
沖縄県
神奈川県
愛知県
埼玉県
兵庫県
京都府

千葉県 293,447
茨城県
広島県
福岡県

大分県
秋田県
熊本県

千葉県内市町村別普及率　下位１０団体 （H３０年３月末）

市町村 総人口 給水人口 普及率
普及率
順位

未給水人口

千葉県平均

成田市

冨里市

印西市

神崎町

香取市 79.2% 15,532
横芝光町

鎌ヶ谷市

山武市

八街市

芝山町
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３ 千葉県香取市の東日本大震災での被災状況

○概要

観測：震度５強

特徴：低地を中心に液状化現象が広範囲で発生

市全体で約 ｈａ（東京ドーム 個分）

住宅地で ｈａ

建物被害： 棟余り 液状化による建物の傾斜が多数

○上水道施設での被害

断水戸数： 給水戸数が 戸弱なので、約 で断水

断水解消 ４月１７日 最大で５週間以上断水となった。

断水解消といっても、仮設配管での解消区域が多数あり、仮設配管は長期間継

続した。仮設配管は屋外露出であったため、夏季には配管内で水温が異常に上昇

し、苦情が寄せられた。また、末端給水地区での水質管理にも問題があった。

４ 水道事業のマンパワー

水道事業職員数自体が減少する中、経験豊富な職員が減っている。

理由：職員の高齢化、人事異動による頻繁な職員の入れ替わりにより、技術の

継承ができない。

弊害

異常のない時：異常の兆しを覚知できない。 ⇒ 異常の発生

異常時：対応が遅れる・できない。

・施設（取水、浄水、配水）の理解が薄いため、原因究明に時間がかかる。

・管路の破損時、管網図が頭に入っていないので、現場で図面を確認、最低

限の被害で抑えられない。
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継承ができない。

弊害

異常のない時：異常の兆しを覚知できない。 ⇒ 異常の発生

異常時：対応が遅れる・できない。

・施設（取水、浄水、配水）の理解が薄いため、原因究明に時間がかかる。

・管路の破損時、管網図が頭に入っていないので、現場で図面を確認、最低

限の被害で抑えられない。

５ 水道法改正を受けて

国は、拡張から基盤の強化へ移行していることを明文化している。

資産管理のために、台帳の整備、施設の点検・維持・修繕を義務付けし、計画

的に老朽施設を更新する方針であるが、小規模事業体でどこまで実現出来るか

不透明である。

広域化は必須のことであるが、人口密度の低い地域の事業体同士での広域化、

合理化は効果が限定的となるのではないか。

一歩進めて経営が健全な水道事業体を含む、より広域の事業統合をしないと

安定給水ができなくなるおそれがある。

民営化（コンセッション方式）が進むことで、料金の問題だけでなく水道事業

体職員のスキルが更に低下し、事業者の言いなりになること、災害時に適切な対

応ができずに被害の拡大や対応の遅れといった、住民にしわ寄せがくることが

危惧される。

水道水は、安定的に供給されかつ安全であると考えている住民の信頼を損な

わないよう、職員一人一人が常に問題意識を持つことが重要となっている。
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第 回自治体学会・堺大会・分科会６「沖縄・辺野古と日本の地方自治～憲法保障の視点で考える～」

日本国憲法における地方自治保障の つの道

大津浩（明治大学）
【１】はじめに
⚫ 「国の唯一の立法機関」（憲法 条）たる国会とこれに依拠する内閣（＝国民代表府）

が示す「国の意思」 「地方自治の本旨」（ 条）が保障する「自治体の意思」

【Ⅱ】普通地方自治体としての自治権保障

（ ）国と自治体の「対話型立法権分有」制とは何か
⚫ 現代型国民主権は「対抗的対話」を必須とする民主主義の方向に深化する
⚫ 原則としての「国の意思」優位と「地域的な必要性と合理性」に基づく例外の許容
⚫ 自治体意思による国の意思に対する「部分的・暫定的」抵触の「憲法的適法性」
⚫ 「時間の経過」は対立する つの公的意思の「共存」と「調整」を可能にする
⚫ 「立場の互換性」が条件

（ ）沖縄・辺野古問題に対する普通法的解決の可能性と困難性
⚫ 公有水面埋立法における知事の埋め立て工事許可権限は「法定受託事務」
⚫ 度重なる平和的・合法的「抵抗」（承認取消、撤回、国地方係争処理、差止訴訟 ）
⚫ 埋立工事が与える環境被害の甚大さが次第に明らかに⇒地盤改良工事許可手続は？
⚫ 「国防公共性」論＋地理的歴史的特殊性を持つ特定地域への「迷惑施設」の押し付け

【Ⅲ】「エスニシティ」特別地域自治体としての自治権保障

（ ）日本国憲法における「エスニシティ」特別自治体の「不在」
⚫ 日本国憲法の生誕と主権回復における沖縄の「不在」（安保体制の矛盾の押し付け）
⚫ 世界の「エスニシティ」特別自治体の自治権保障からの示唆

（ ）憲法改正か、憲法 条の地方特別法の活用か
⚫ 地方特別法の実例（ ～ 年に 自治体・ 本の法律）とその「休眠化」
⚫ 木村草太氏の辺野古問題法定主義（ 条）＋地方特別法（ 条）必須論の難点
⚫ 「琉球特別法」の法的可能性と問題点（特別法改廃の防止、県と市町村の関係）
⚫ 「琉球特別法」の政治的可能性（「独立か、さもなくば地方特別法か」）

【Ⅳ】終わりに ～沖縄の地方自治問題は日本の国民主権の「質」を問い直す～

分科会６
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（資料：前泊美紀）

提供者：新しい提案実行委員会 責任者安里長 資料

辺野古新基地建設の即時中止と、普天間基地の沖縄県外・国外移転について、国民的議論により、

民主主義及び憲法に基づき公正に解決するべきとする意見書（案）

年 月、沖縄県による辺野古新基地建設に伴う埋め立ての賛否を問う県民投票で、投票総

数の 割以上が反対の意思を示した。憲法改正の手続きにおける国民投票の場合には投票総数の

割以上で国民の民意にもとづく承認とみなすことが憲法及び国民投票法で規定されていることに

鑑みれば、今回沖縄県民が直接民主主義によって示した民意は決定的である。これまで県知事選で

重ねて示されてきた民意と合わせ、政府および日本国民は、公正な民主主義にのっとり、沖縄県民

の民意に沿った解決を緊急におこなう必要がある。

名護市辺野古において新たな基地の建設工事が強行されていることは、日本国憲法が規定する民

主主義、地方自治、基本的人権、法の下の平等の各理念からして看過することの出来ない重大な問

題である。

普天間基地所属の海兵隊について沖縄駐留を正当化する軍事的理由や地政学的理由が根拠薄弱

であることはすでに指摘されており、「 ％の国土しかない沖縄に 以上の米軍専用施設が集

中する」という訴えには、「 割を超える国民が日米安全保障条約を支持しておきながら、沖縄に

のみその負担を強いるのは、『差別』ではないか」との問いが含まれている。これは何も面積の格

差だけを訴えているのでない。その本質は「自由の格差」の問題だ。

政府は、普天間基地の速やかな危険性除去を名目として辺野古への新基地建設を強行している

が、普天間基地の返還は、もとより沖縄県民の永きにわたる一致した願いであり、日米安保条約に

基づいて米軍に対する基地の提供が必要であるとしても、沖縄の米軍基地の過重な負担を軽減する

ため「国民全体で分かち合うべき」という 設置時の基本理念に反する沖縄県内への新たな基

地建設を許すべきではなく、工事はただちに中止すべきである。

そして、安全保障の議論は日本全体の問題であり、国家の安全保障に関わる重要事項だというの

であれば、なおのこと、普天間基地の代替施設が必要か否かは国民全体で議論するべき問題である。

そして、国民的議論において普天間基地の代替施設が国内に必要だという世論が多数を占めるの

なら、民主主義及び憲法の規定に基づき、一地域への一方的な押付けとならないよう、公正で民主

的な手続きにより決定することを求めるものである。

よって、○○議会は下記のことを強く要請する。

記

１．辺野古新基地建設工事を直ちに中止し、普天間基地を運用停止にすること。

２．全国の市民が、責任を持って、米軍基地が必要か否か、普天間基地の代替施設が日本国内に必

要か否か当事者意識を持った国民的議論を行うこと。

３．国民的議論において普天間基地の代替施設が国内に必要だという結論になるのなら、沖縄の歴史及び米

軍基地の偏在に鑑み、沖縄以外の全国のすべての自治体を等しく候補地とし、民主主義及び憲法の規定に

基づき、一地域への一方的な押付けとならないよう、公正で民主的な手続きにより解決すること。

以上、地方自治法第 条の規定により意見書を提出する。
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の民意に沿った解決を緊急におこなう必要がある。

名護市辺野古において新たな基地の建設工事が強行されていることは、日本国憲法が規定する民

主主義、地方自治、基本的人権、法の下の平等の各理念からして看過することの出来ない重大な問
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普天間基地所属の海兵隊について沖縄駐留を正当化する軍事的理由や地政学的理由が根拠薄弱

であることはすでに指摘されており、「 ％の国土しかない沖縄に 以上の米軍専用施設が集

中する」という訴えには、「 割を超える国民が日米安全保障条約を支持しておきながら、沖縄に

のみその負担を強いるのは、『差別』ではないか」との問いが含まれている。これは何も面積の格
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政府は、普天間基地の速やかな危険性除去を名目として辺野古への新基地建設を強行している

が、普天間基地の返還は、もとより沖縄県民の永きにわたる一致した願いであり、日米安保条約に

基づいて米軍に対する基地の提供が必要であるとしても、沖縄の米軍基地の過重な負担を軽減する

ため「国民全体で分かち合うべき」という 設置時の基本理念に反する沖縄県内への新たな基

地建設を許すべきではなく、工事はただちに中止すべきである。

そして、安全保障の議論は日本全体の問題であり、国家の安全保障に関わる重要事項だというの

であれば、なおのこと、普天間基地の代替施設が必要か否かは国民全体で議論するべき問題である。
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なら、民主主義及び憲法の規定に基づき、一地域への一方的な押付けとならないよう、公正で民主
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よって、○○議会は下記のことを強く要請する。

記

１．辺野古新基地建設工事を直ちに中止し、普天間基地を運用停止にすること。
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以上、地方自治法第 条の規定により意見書を提出する。

（資料：前泊美紀） 

 

提供者：新しい提案実行委員会 責任者安里長従 資料

 
□ 陳情採択・意見書可決した議会（2019 年 7 月 10 日現在） 
 
【意見書可決】 
H31.2/25 東京都小平市議会、 H30.12/6 東京都小金井市議会、 R1.6/6 北海道更別村議会、

R1.6/6 秋田県井川町議会、 R1.6/7 秋田県八郎潟町議会、R1.6/19 福岡県鞍手町議会、 
R1.6/13 群馬県軽井沢町議会、 R1.6/14 秋田県五城目町議会、 R1.6/20 鳥取県琴浦町議会、

R1.6/25 東京都国立市議会、R1.6/20 長野県小海町議会、R1.6/21 和歌山県九度山町議会、

R1.6/28 京都府木津川市議会 
(http://www.city.kizugawa.lg.jp/index.cfm/10,32256,c,html/32256/20190703-104100.pdf )、
R1.6/28 東京都清瀬市議会、 
R1.6/26 神奈川県葉山町議会（https://www.town.hayama.lg.jp/gikai/2_1/h31/9354.html）、
R1.6/20 福島県喜多方市議会、R1.5/20 岡山県鏡野町議会(全青司のみ通知) １７  
 
【趣旨採択】 
R1.6/12 福島県北塩原村議会(「新しい提案」実行委員会のみ通知)、 
R1.6/18 長野県富士見町議会、R1.6/14 秋田県藤里町、 
R1.6/13 群馬県東吾妻町、R1.6/18 秋田県大潟村議会(「新しい提案」実行委員会のみ通知)、
R1.6/14 長野県木島平村議会、R1.6/21 長野県池田町議会  
R1.6/12 福島県川俣町議会(全青司のみ通知)、R1.6/21 長野県白馬村議会 ９ 
 
【県内の意見書可決】 
R1.6/14 中城村議会、 
R1.6/20 北谷町議会 (通知は無いが、下記にて可決確認) 
（http://www.chatan.jp/chogikai/ikensho_ketsugi/31ikennsyoketugi.html） ２ 
 
【県内の意見書趣旨採択】 
R1.7/5 うるま市議会 １ 
 
【県内の否決】 
八重瀬町議会 
 
【県内の配布どまり】 
大宜味村、本部町、読谷村、嘉手納町、西原町、多良間村 
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（資料：前泊美紀） 提供者：新しい提案実行委員会 責任者安里長従 資料 3 

 
出所：新しい提案実行委員会編(2018)『沖縄発 新しい提案－ 辺野古新基地を止める民主主義の実践』p.56、ボーダインク社 
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「私と基地引き取り運動」	

	

吉村慎一	

（本土で沖縄の米軍基地を引き取る福岡の会・元福岡市職員）	

	

私の中の沖縄の記憶をたどると、中学３年のクラス担任で英語の女性教員だったＯ先生に

行き当たる。時事問題でのコメントなどに啓発されることも多く、大好きな先生だった。あ

る日のホームルームで、珍しく語気荒く語りはじめた。同僚の教員が、「沖縄では、日本語を

使うのか？と聞いてきた。」「沖縄は日本なのだから、日本語を使うのは当たり前で、そんな

こともわかっていないのか！」といったことだった。振り返れば、その 1967 年は、時あたか

も、沖縄の返還を合意した日米共同声明（同年 11 月）の年であった。沖縄のことは、国内的

にも、まさにホットな時事問題だったはずなのだが、教員室での認識はその程度であったの

だろう。	

一方、米軍基地の思い出と言えば、先ずは、キャンプ・ハカタ（1977 年返還）である。よ

く通った金印で有名な志賀島への海水浴の通り道、所々の出入り口でＭＰが小銃を抱えて歩

哨に立っていた姿を思い出す。（今は、国立海の中道海浜公園として、県内外から多くの人々

に利用されている。）また、家の近くの丘から眺めた落下傘部隊の降下訓練の光景も目に焼き

付いている。ある意味米軍の存在が日常の風景だった。そして、1968 年 6 月 2 日、衝撃的な

事件が起きた。九州大学に建設中の大型電算センターへのファントム機の墜落である。高校

への通学電車の窓から間近に臨むあの光景は忘れられない。この事件は九大闘争に発展した

が、1950 年代から取り組まれていた板付基地返還運動にも火がつき、その４年後の 1972 年

に板付基地の大半が返還され、福岡空港となり、米軍基地は私の記憶から消えた。	

それからおよそ半世紀が経過した 2015 年９月の「沖縄を語る会」の高橋哲哉さんの講演会

に参加し、巡り会った著書「沖縄の米軍基地「県外移設」を考える」から得た事実は、衝撃

だった。1950 年代には少なくとも全国 33 都道府県に米軍基地があり、その割合は、沖縄 1

割、本土 9 割。50 年代以降、高度経済成長の中、全国で次々と基地反対の声が上がり、本土

の基地は 4 分の 1 に減る一方で、米軍占領下の沖縄は約 2 倍に広がり、60 年代には、沖縄と

本土の基地負担は 1：1。そして、沖縄返還の 2 年後、1974 年には、沖縄 3：本土 1 の割合に

なっていたのだった。まさに、私の記憶から米軍基地が消えていったように、本土の各県外

から移転の結果が、今日の沖縄への基地の過重な負担となっていたのである。そして、その

犠牲の上に、日米安保体制は 8 割を超える国民から受け入れられているといっても決して過

言ではなく、私たちは沖縄に米軍基地を押し付けている当事者であり、加害者の立場にすらあっ

たのである。そして、その桎梏を解く鍵として「本土で沖縄の米軍基地を引き取る」というメッ

セージに大きな可能性を感じたのだった。今日、基地引き取り運動は、全国で 10 団体が結成され

るに至っている。辺野古新基地建設反対の沖縄県民の意思は既に明確であり、ボールは本土の私

たちにある。基地問題を沖縄の問題とすることなく、日本全体の問題として、私たち一人ひとり

が自分ごととして捉え直すことが必要である。「基地引き取り運動」が、当事者意識を喚起し、一

人でも多くの人たちにとって、我が国の民主主義や地方自治の在り方を考える機会となることを

念願している。	
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２０１９年7 月11 日 
本土に沖縄の米軍基地を引き取る福岡の会（FIRBO） 

hikitorukai@gmail.com／０９０・７１５７・５２４９（事務局） 
https://firbo.themedia.jp 

沖縄の米軍基地を減らすためにはどうしたらいいのか考えています 
はじめまして。私たちは2015 年9 月より「本土に沖縄の米軍基地を引き取る福岡の会（FIRBO）」を

結成し、沖縄の米軍基地の過重負担解消のために行動をしている市民団体です。 
国土のたった0.6%の小さな沖縄県に在日米軍基地の70％が広がるというこの圧倒的な不公平を「本

土」の人間の責任としてやめるにはどうしたらいいか――主婦、公務員、書店員、エンジニア、教員

など 40 名以上の市民が集まり、「沖縄の米軍基地の負担を解消するためには、民主主義と地方自治の

理念に則り、まずは『本土』に引き取ることが不可欠である」との共通認識のもと行動しています。 
具体的には、沖縄の米軍基地の偏在を「じぶんごと」としてとらえていくために、講演会、ワーク

ショップ、フリーペーパーの発行、政治家のみなさんへの働きかけを行っています。 
現在、基地を引き取り運動は、福岡をはじめ、大阪、新潟、東京、北海道等１0 都道府県に広がって

おり、2016 年4 月に合同で「辺野古を止める！ 全国基地引き取り緊急連絡会」を発足しています。 
 

【FIRBO 略歴】 
2015 年7 月 呼びかけ、8 人が集まる @高橋哲哉氏講演会 
2015 年9 月 FIRBO 立ち上げ宣言 @高橋哲哉氏講演会、フリーペーパー『RETURN0 号』発刊 
2015 年10 月 九州引き取りネットワーク立ち上げ検討会 
2015 年11 月 琉球新報編集局長潮平氏講演会主催 
2016 年7 月 比嘉賢多監督『沖縄／大和』上映会＆トークライブ主催 
2016 年9 月 シンポジウム「私たちの出会い直し――米軍基地を引き取るということ」主催 

200 人参加、『RETURN1 号』発刊、メンバーが40 名を超える 
2017 年2 月 若者討論会「もし自分の街に米軍基地があったら」共催 
2017 年3 月 「福岡の米軍基地を語る会」主催 
2017 年4 月 「辺野古を止める！ 全国基地引き取り緊急連絡会」発足 
2017 年5 月 前泊博盛氏講演会「検証・米軍基地と地位協定」主催 
2017 年6 月 全国連絡会発足＆第1 回全国知事アンケート結果についての記者会見（参議院議員会館） 
2017 年8 月 全国連絡会として全国知事会に申し入れ 
2017 年11 月 講演会・NHK ディレクターが語る「沖縄と核」主催、『RETURN2 号』発刊 
2018 年4 月 乗松聡子氏勉強会「基地引き取り運動と脱植民地主義」主催

年 月 立憲民主党／辺野古新基地移設方針に関する再検証委員会での意見交換

2018 年8 月 第2 回全国知事アンケート結果についての記者会見（参議院議員会館）

2018 年8 月 読売新聞編集員青山彰久氏勉強会「地方自治と沖縄の地方自治を考える」主催 
2018 年8 月 屋良朝博氏勉強会「安全保障と沖縄米軍基地のリアル」主催 
2019 年2 月 辺野古新基地建設についてのシール投票実施

2019 年4 月 『沖縄の米軍基地を「本土」で引き取る――市民からの提案』を出版 
2019 年6 月 出版記念イベント①沖縄タイムス阿部岳記者講演会「阿部記者に聞いてみよう！」主催

2019 年6 月 全国連絡会として参議院選政党・候補者アンケート実施

2019 年7 月 出版記念イベント②ワークショップ「なんで沖縄に基地がいっぱいあるの」主催

 
【メディア掲載】 
西日本新聞、毎日新聞、朝日新聞、読売新聞、熊本日日新聞、琉球新報、沖縄タイムス、週刊朝日、 
週刊 SPA!、AERA、週刊女性、通販生活ほか多数 
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2019 年 7 月 11 日 

辺野古を止める！ 全国基地引き取り緊急連絡会概要 

 

1 「辺野古を止める！ 全国基地引き取り緊急連絡会」 とは？ 

・ 目的 在沖米軍基地の過重負担解消 

・ 発足 2017 年 4 月 15 日〜 

・ 参加人数 約 100 名 

・ 活動実績 

・ 2017 年 4 月 第 1 回全国知事アンケートの実施 
・ 6 月 参議院議員会館における記者会見（アンケート結果発表・連絡会発足） 
・ 8 月 全国知事会への申入れ 
・ 10 月 衆議院議員選挙における政党ならびに候補者アンケートの実施 
・ 2018 年 6 月 立憲民主党・辺野古新基地移設方針に関する再検証委員会での意見交換 
・ 7 月 第 2 回全国知事アンケートの実施  
・ 8 月 参議院議員会館における記者会見（アンケート結果発表） 
・ 9 月 沖縄県知事選を受けた全国一斉街頭行動 
・ 2019 年 3 月 「辺野古」県民投票を受けた全国一斉街頭行動 
・ 4 月 『米軍基地を「本土」で引き取る！――市民からの提案』（コモンズ） 

出版 
・ 7 月 参議院議員選挙における政党ならびに候補者アンケートの実施 

 

2 参加グループ（全国 10 都府県・成立順） 

・沖縄差別を解消するために沖縄の米軍基地を大阪に引き取る行動 
・本土に沖縄の米軍基地を引き取る福岡の会（FIRBO） 
・沖縄の基地引き取りを考える上五島住民の会 
・沖縄に応答する会＠新潟 沖縄に応答する会＠新潟 
・沖縄の基地を引き取る会・首都圏ネットワーク 
・沖縄に応答する会＠山形 
・沖縄差別を解消するために沖縄の米軍基地を兵庫に引き取る行動 
・沖縄に向き合う@滋賀 
・沖縄に応答する会＠埼玉 
・沖縄の基地を考える会・札幌 
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 1 
資料 青山彰久 

年表 米軍占領から辺野古問題のいま 

  

1945.03.26 沖縄戦の開始（米軍が慶良間諸島に上陸） 

   06.23 戦闘行為の事実上の終結（第 32軍の司令官自決）（現在の『慰霊の日』） 

   09.07 日本軍の南西諸島守備軍代表が降伏文書に調印 

1946.01.29 GHQ文書（SCAPIN677）により、北緯 30度以南を日本から分離 

1951.12.15 軍政府が民政府に改編 

1952.04.01 琉球政府が発足（行政主席は米軍の任命・立法院議員は公選） 

1952.04.28 サンフランシスコ講和条約の発効により、正式に沖縄を日本から分離 

1953.04.02 アメリカ民政府が「布令 109号・土地収用令」を公布 

1954.01.07 アイゼンハワー大統領が、一般教書演説で、沖縄の無期限保持を明言 

      03.17 アメリカ民政府が「軍用地の一括払いの方針」を発表（全島で「島ぐるみ闘争」の拡大） 

1968.11.20 琉球政府行政主席を初めて公選で選出（初代行政主席に屋良朝苗） 

1972.05.15 沖縄の施政権を日本に返還 

  

1995.09.07 米軍人による少女暴行事件の発生（基地整理縮小・地位協定見直しを求める県民総決起大会へ） 

1996.04.12 橋本首相とモンデール駐日大使が「普天間飛行場の全面返還」で合意 

   12.02 日米両政府の「沖縄に関する特別行動委員会」（SACO）が最終報告 

➢ 普天間飛行場を、5〜7年以内に代替施設が完成して運用可能になった後に全面返還 

1999.12.28 小渕内閣が「普天間飛行場の移設にかかる政府方針」を閣議決定 

➢ キャンプ・シュワブ水域内の辺野古沿岸域に軍民共用空港として建設・使用期限は 15年 

2006.05.30 小泉内閣が「在日米軍の兵力見直し等に関する政府の取り組み」を閣議決定 

➢ 1999年 12月の閣議決定を廃止、陸上部と沿岸部埋立の軍用空港に。使用期限 15年を外す 

2009.09.16 民主・社民・国民新党の連立政権成立 鳩山首相は「最低でも県外へ」と発言し、後に撤回 

2010.05.28 日米両政府が共同声明 「普天間飛行場の移設先を名護市辺野古にする」 

2012.12.16 自民・公明の連立政権成立 

2013.03.22 沖縄防衛局が「辺野古沖の公有水面埋立承認」を沖縄県知事に申請 

   12.27 仲井眞弘多・沖縄県知事が、「公有水面埋立申請」承認 

  

2014.11.16 翁長雄志・那覇市長が、「辺野古への新基地建設反対」を訴えて沖縄県知事に当選 

2015.07.16 沖縄県の辺野古検証第三者委員会が報告書を提出 「前知事の埋立承認に法的瑕疵がある」 

   08.10 政府と沖縄県が集中協議（9月 9日まで） 

   10.13 翁長雄志知事が、前知事の行った「公有水面埋立承認」を取り消す 

   10.14 沖縄防衛局が、行政不服審査法に基づき、国交相に審査と承認取消の執行停止を申し立て 

   10.27 国交相が、沖縄県知事の埋立承認取消の執行停止を決定 

   11.02 翁長沖縄県知事が、国交相の決定を不服として、国地方係争処理委員会に審査を申し立て 

   11.09 国交相が、沖縄県知事に大使、承認取消の取消を指示 沖縄県知事は拒否 

   11.17 国交相が、代執行訴訟を福岡高裁那覇支部に提訴 

   12.24 国地方係争処理委員会が沖縄県知事の審査申立を却下 沖縄県知事は福岡高裁に提訴 
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   12.25 沖縄県知事が、国交相の執行決定申立の取消を求める訴えを、那覇地裁に提訴 

2016.01.29 福岡高裁那覇支部が、国と沖縄県の双方に和解を勧告 

   03.04 国と沖縄県の和解が成立 両者が訴訟を取り下げて協議を再開 国は埋立工事を中断 

   03.07 国交相が、沖縄県知事に対して、埋立承認取消の是正を指示 

   03.23 沖縄県知事が、国の是正指示を不服として、国地方係争処理委員会に審査を申し立て 

   06.17 国地方係争処理委員会が審査結果を決定（国と沖縄県の協議が必要 是正指示の違法性は判断せず） 

   07.14 沖縄県知事が、国地方係争処理委員会の審査結果を受け入れを表明し、国との協議を要請 

   07.22 国交相が、沖縄県知事が是正指示に従わない違法性の確認訴訟を、福岡高裁那覇支部に提訴 

   09.16 福岡高裁那覇支部が、国交相の主張を認める判決 沖縄県知事は上告 

   12.20 最高裁が、沖縄県知事の上告を棄却 知事の対応を違法とする判決が確定 

2017.04.25 沖縄防衛局が、辺野古での埋立区域を囲む護岸工事に着手 

2018.02.04 辺野古を抱える名護市長選で、移設容認の自公両党が支援する前市議が当選 

   07.27 翁長雄志・沖縄県知事が、前知事の行った「辺野古の埋立承認」の撤回を表明 

   08.08 翁長雄志・沖縄県知事が死去 

   08.31 沖縄県が、辺野古の埋立承認を撤回 
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2019.02.18 国地方係争処理委員会が、「国交相の執行停止決定」に対する沖縄県の異議申し立てを却下 

      02.24 沖縄県の県民投票で、辺野古の埋め立て反対が 71.7%に達する。投票率は 52.48% 
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      04.21 衆院沖縄３区補選で、普天間飛行場の辺野古移設反対を掲げた無所属新人の屋良朝博氏が当選 

      04.22 沖縄県が、国交相の埋立承認て撤回処分取消を不服として、国地方係争処理委員会に審査を申し立てる 

   06.17 国地方係争処理委員会が、国交相の「沖縄県の埋立承認撤回処分」の取り消しに対する沖縄県の異議申し立てを却下 

   07.17 沖縄県が、国地方係争処理委員会の採決を不服として、採決取り消しを求めて、福岡高裁那覇支部に提訴 

      07.21 参院選沖縄選挙区で、普天間飛行場の辺野古移設反対を掲げた無所属新人の高良鉄美氏が当選 
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ＳＤＧｓを問い直す／ＳＤＧｓで問い直す 第 1 報告

                                   滝口直樹

（同）環境活動支援工房

武蔵野大学環境学研究科客員准教授

１. 2030 アジェンダ・SDGs について

1.1 盛り上がる 2030 アジェンダ・SDGs への取組み

2015 年 9 月、国連で「2030 アジェンダ」が採択された。2030 アジェンダは、2030 年

を目指した行動計画であり、17 のゴール（目標）及び 169 のターゲットで構成された持続

可能な開発目標（Sustainable Development Goals = SDGs）が盛り込まれている。

2030 アジェンダ・SDGs の採択後、政府、NPO が積極的に取組みを進めている。2016
年政府が SDGs 実施指針を決定、2018 年、SDGs を下敷きにした第 5 次環境基本計画が

決定、また「SDGs 未来都市モデル事業」（内閣府地方創生推進事務局）を開始している。

NGO セクターは SDGs ジャパンを結成し、ネットワークを組んで取り組みを進めている

企業セクターも大きな関心を持っている。目標である SDGs については、見栄えのする

17 のカラフルなアイコンの助けもあり、また近年の ESG 投資の広がりの影響を受け、企

業の方が、SDGs に関心を持ち、取組みをアピールしている印象すらある。

今や、SDGs は、社会的・環境的課題に取り組む人々、団体の間の共通言語とまで言わ

れるようになっている。「SDGs 現象」と名付けたくなるような盛り上がりはなぜ起きたの

か、その意味と地方自治体・地域社会との関わりについて、若干の考察をしてみたい。

1.2 2030 アジェンダ・SDGs の成り立ち

2030 アジェンダ・SDGs は、2 つの国際的な取組みを受けて採択されている。一つは①

地球サミット以降の持続可能な開発・発展の取組進化であり、もう一つが、②国際協力の

文脈で、ミレニアム開発目標（MDGｓ）の後継開発目標としての位置づけである。

1)持続可能な開発・発展の展開としての流れ：

1992 年の地球サミットで合意された持続可能な開発・発展は、「将来の世代の欲求を満

たしつつ、現在の世代の欲求を満足させるような開発」とされ、そこには、①何にもまし

て優先されるべき世界の貧しい人々にとって不可欠な「必要物」であること、②現在及び

将来の世代の欲求を満たせるだけの環境の能力の限界があること、の 2 つの概念が含まれ

るとされる1。つまり、人間らしい生活や営みの確保という人権的な考え方と、地球には限

界がありその中で経済・社会活動を営むべきという開発への反省が反映されている。

1992 年地球サミットは、マルチステークホルダーでの取組みの重要性も強調した。社会

的・環境的な課題への取組みは政府だけが行うものではなく、市民、NGO、自治体、企業、

研究者など様々な主体が協働して取り組む、というプロセスである。そこから、パートナ

ーシップ・協働、意思決定参加、情報公開、透明性、説明責任などが導き出される。リオ

第 10 原則2がその明確な宣言であり、この動きは、現在の国連グローバルコンパクトなど

企業・NGO と国連との協働とつながり、さらには2030アジェンダへと引き継がれていく。

2) ＭＤＧｓ・国際開発の流れ

途上国支援は、1961 年の「開発の 10 年」開始以降、先進国からの資金、技術により途

上国の経済発展を支援するという形で行われ、主な指標はＧＤＰとＯＤＡ総額であった。
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しかしオイルショック以降、先進国は財政難に陥り、ODA による資金が細り、途上国側も、

石油価格上昇・農産品価格低迷、人口急増などにより、経済発展の停滞に苦しんだ。 

国連は、1990 年代、国際協力のアジェンダ再設定のため、次々と主要な経済・社会政策

をテーマに首脳級のメガサミットを開催し（環境：リオ 1992、人口：カイロ 1994、社会開

発：コペンハーゲン 1995、女性：北京 1995、人間居住：イスタンブール 1996）、これらの

成果を 2000 年に開催された国連ミレニアムサミットに結実させた。国連ミレニアム開発

目標（Millenium Development Goals: MDGs）は、2015 年を達成年次とした行動目標と

して採択されたものである。MDGs は、途上国の開発に関して、まずは最も弱い人々や最

も基本的な生活ニーズについて確保されるべき８つの分野3で具体的な目標を提示してい

る。MDGs の取組を引き継ぐ 2015 年以降の行動目標、これがもう一つの流れである。 

1.3  2030 アジェンダ・SDGs には何が書かれているか 

 2030 アジェンダ・SDGs は、副題として Transforming Our World を掲げている。従来

のあり方を大きく変えることを目指している。そして 2030 アジェンダの前文には、「すべ

ての国及びすべてのステークホルダーは、協同的なパートナーシップの下、この計画を実

行する」とあり。すべてのステークホルダーが実施する計画なのである。さらに、5 つの P
（people、planet、prosperity、peace、partnership）を決意として掲げている。 

 SDGs は、17 のゴール、169 のターゲットに分かれる。現代社会が直面する社会・環境

課題をほぼすべて網羅し、課題が関わり合っていること（統合性）から、きれいに整理す

ることは困難であるが、概ね以下のように分類することができる。 

ア 基本的なニーズを満たす（ゴール１、２、３、４、５） 

   貧困撲滅、栄養、健康、教育、女性の地位向上 

  MDGs を発展させたベーシック・ヒューマンニーズにかかわるものともいえる。一方で、

相対的貧困や交通事故も扱われ、先進国も取り組むべき社会的課題を列挙している。 

イ 経済／社会の改革（ゴール６、７，８、９，１０、１１，１２） 

水資源・エネルギーへのアクセス確保、経済成長、労働、格差解消、都市／居住 

 持続可能な生産、消費 

私たちの社会経済を構成する様々なシステムを変革しようとする目標群である。 

ウ 環境の保全  （ゴール１３、１４，１５） 

   気候変動、海洋保全、陸域生態系保全 

  地球や生態系そのものの保全についての目標群である。 

エ ガバナンス・協力（パートナーシップ） （ゴール１６，１７） 

安全、治安／平和、透明性ある機関、意思決定メカニズム、国際資金協力･･･ 

  ア～ウ実現のための基盤となる、必要不可欠なものが目標として掲げられている。 

1.4  2030 アジェンダ・SDGs の特徴 

 2030 アジェンダ・SDGs の特徴は、キーワードで様々に整理されている。ここでは①普遍

性、②包摂性、③統合性、④参加・よりよいガバナンス指向の 4 つの柱で整理してみる。 

1) 途上国の課題だけを扱うのではない： 普遍性   

 2030 アジェンダ・SDGs は、すべての国、人に関わる共通的な目標として策定されてい

る。途上国の課題のみではなく、相対的貧困の増大など先進国の課題も扱われている。 
2) 誰一人取り残さない： 包摂性 
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安全、治安／平和、透明性ある機関、意思決定メカニズム、国際資金協力･･･ 

  ア～ウ実現のための基盤となる、必要不可欠なものが目標として掲げられている。 

1.4  2030 アジェンダ・SDGs の特徴 

 2030 アジェンダ・SDGs の特徴は、キーワードで様々に整理されている。ここでは①普遍

性、②包摂性、③統合性、④参加・よりよいガバナンス指向の 4 つの柱で整理してみる。 

1) 途上国の課題だけを扱うのではない： 普遍性   

 2030 アジェンダ・SDGs は、すべての国、人に関わる共通的な目標として策定されてい

る。途上国の課題のみではなく、相対的貧困の増大など先進国の課題も扱われている。 
2) 誰一人取り残さない： 包摂性 

 2030 アジェンダ・SDGs のキーワードは、「誰一人取り残さない」である。人間らしい

生活をすべての人に、を目指し、人権的アプローチを意識したもの。MDGs の取組みによ

りある程度達成できた貧困改善などの成果を、残された人々にもひろげるとの含意もある。 
3) 様々な課題は相互に関わり合っている： 統合性 

 2030 アジェンダ・SDGs では、環境、経済、社会の課題それぞれが深く関わり合い、そ

の結果、各ゴール・ターゲットも相互に関連し合っていることが強く意識されている。 
4) 参加、パートナーシップ、グッド・ガバナンス重視 

 2030 アジェンダ・SDGs では、目標 16，17 でパートナーシップやグッド・ガバナンス

に重点を置いた目標を設定している。政府（ガバメント）だけではなく、すべてのステー

クホルダーによる行動計画である以上当然のことだが、ガバナンスを重視している。 
 
2 地方自治体・地域社会にとっての SDGs の意味合い 

SDGs への取組については、政府の実施指針の中では、総合計画への盛り込み等が期待

されるとされ、事業として上述の SDGs 未来都市やモデル事業が始まっている。 
 SDGs については、また国の施策に振り回されるのではないかとの懸念も呈されている

が、そもそも SDGs は「すべてのステークホルダーによる行動計画」であり、自治体が自

らの行動として取り組むべきものである。その観点から見直せば、SDGs に掲げられた課

題群には地域社会が直面するものも数多いことがわかる。さて、こうした SDGs は、自治

体・地域社会として、どう吸収していけばよいものだろうか。 
2.1 地方創生、自治体戦略 2040 構想 

 昨今、政府から地方に提示されているのか、「地方創生」や「自治体戦略 2040 構想」で

ある。経済計画や全国総合開発計画（全総）が消え、地域開発のコンセプトが政府から示

されることがなくなって久しい。「地方創生」コンセプトや自治体戦略 2040 構想は、過去

の地域開発コンセプトを埋めるものになっているだろうか。 
SDGs と比べてみるとわかりやすい。地方創生等は、やはり人口動態の急変に特化した

問題意識をベースにしている。人口は自治体として取り組むべき課題ではあるが、社会や

経済の変化の結果、単なる指標でもある。また 2040 年を見通した社会課題が、人口構造

の変化だけではないことは言うまでも無い。SDGs が示すような幅広い課題への目配りは

2040 年からのバックキャスティングに欠かせない。 
2.2 SDGs アクションプログラム 2018.2019 

 政府は、SDGs を実施に移すプログラムとして、SDGs アクションプログラム 2018 を公

表し、翌年同 2019 を公表している。これは国の政策についてのアクションプログラムであ

り、地方自治体が参考とする必要は無いが、政府取組の方向性を知ることはできる。 

アクションプログラムでは、①破壊的イノベーションを通じた Society5.0 の推進、②地

方創生や強靱で環境に優しい街作り、③次世代、女性のエンパワメントを柱に取り組み進

めるとしている。一方、イノベーションにしても、②の街作り支援策として行われる SDGs
未来都市モデル事業にしても、そもそも政府からコンセプトが提示されるわけではなく、

取り組む具体的内容はイノベーター、自治体に委ねられることになる。 

 また「官民連携プラットフォーム」、「STI for SDGs プラットフォーム」、「次世代の SDGs
推進プラットフォーム」とプラットフォームが数多く用意されている。様々な主体のアイ
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ディアを政策の立案、実施につなげていく枠組みとして想定されているのだろうが、協働

やパートナーシップの視点からみると、実施責任の分担、費用負担、継続性の担保など、

その運用は容易ではないことは忘れてはなるまい。自治体戦略 2040 構想も今後の自治体

の役割として「プラットフォームビルダー」を示唆しているが、国自体、プラットフォー

ムに取組みの実質を委ねつつある。この点については熟慮が必要であろう。 

2.3 地域循環共生圏 

SDGs をベースにした第 5 次環境基本計画で提唱されているのが、「地域循環共生圏」4で

ある。各地域が自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え

合う関係を作っていくことを目指す。地域資源を生かしながら交流も増やし地域活性化を

はかろうとする動きは各地で見られており、それを踏まえたコンセプトでもある。 
環境政策の基本計画らしく、人や経済だけではなく、物質循環や生態系の視点も入れた

構想であることが特徴である5。目新しいものではないが、持続可能な開発・発展は、地球

環境の限界の認識をベースにしており、SDGs をベースに地域作りを考えていく際には重

要な視点を提供してくれる。地域循環共生圏についてもプラットフォームを担う 35 の活

動団体（自治体、大学、民間法人など多様）が選定されている 
2.4 まとめに 

グローバル社会、情報化社会の中、経済、人、情報が全国、地球大で活発に動いている。

社会の活動単位は、従来の地域や血縁に根ざしたものから、仕事や趣味、関心を媒介とし、

IT 技術によりつながるネットワークに依存したものに移行している。地域に拠ってたつ、

地方自治体や地域社会はどうあるべきか。 

例えば山、川、森林、農地、住宅地は、人がいなくなっても私たちの暮らしに影響を及

ぼしつづける。国土管理という観点からは、自治体・地域社会の役割は、人が減っても減

じないはずである。また、人口減による自治体の人的・資金的対処能力減少は、やはり取

組みへの様々な主体の参加を必要とするようである。最近の政府によれば「プラットフォ

ーム」、一般には「マルチステークホルダープロセス」と呼ばれる取組みが不可避となる。 

 こうしてみると、人の生活と環境双方の課題について、マルチステークホルダーでの取

組みを進める 2030 アジェンダ・SDGs には、今後の地域のあり方について検討する際、

地方自治体・地域社会が参照すべきことは多いと思われる。 

1 「地球の未来を守るために（Our common future）」環境と開発に関する世界委員会報告邦訳 福武

書店（1987） p66 
2 「環境問題は、それぞれのレベルで、関心のあるすべての市民が参加することにより最も適切に扱わ

れる。国内レベルでは、各個人が、有害物質や地域社会における活動の情報を含め、公共機関が有して

いる環境関連情報を適切に入手し、そして、意思決定過程に参加する機会を有しなくてはならない。各

国は、情報を広く行き渡たらせることにより、国民の啓発と参加を促進し、かつ奨励しなくてはならな

い。賠償、救済を含む手法及び行政手続きへの効果的なアクセスが与えられなければならない。」 
3 ①極度の貧困と飢餓、②初等教育、③ジェンダー平等、④乳幼児死亡、⑤妊産婦の健康、⑥疾病蔓延

防止、⑦環境、⑧global partnership、の 8 分野。 
4 第 5 次環境基本計画には次のように記述。「各地域がその特性を活かした強みを発揮し、自立・分散型

の社会を形成しつつ、それぞれの地域の特性に応じて近隣地域等と共生・対流し、より広域的なネット

ワーク（自然的なつながり（森・里・川・海の連関）や経済的つながり（人、資金等））を構築していく

ことで、新たなバリューチェーンを生み出し、地域資源を補完し支え合いながら農山漁村も都市も活か

す「地域循環共生圏」を創造」 
5 現在のコンセプト図は、https://www.env.go.jp/seisaku/list/kyoseiken/pdf/kyoseiken_02.pdf 
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ディアを政策の立案、実施につなげていく枠組みとして想定されているのだろうが、協働
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ＳＤＧｓを問い直す／ＳＤＧｓで問い直す 第２報告 

勝浦信幸 

城西大学経済学部客員教授 

“Transforming our world” “No one left behind” for SDGs の主体は、”We” !

【はじめに】

の目標 を示すまでもなく、多様な主体によるパートナーシップが に向け
た取り組みにとって不可欠である。同様に様々な自治体計画策定についても市民等多様な
主体の参加が求められており、これまでも計画策定審議会などに公募市民等が参加したり、
パブリックコメントが実施されたりしている。

しかしながら、連携・協働すべき多様な主体（住民、市民団体や企業など）が自分ごと化
して自ら地域づくりに取り組むところまでは至っていないのが現状ではないか。これはま
さに の取り組みについての課題でもある。

そこで、 年から市民手づくりによる地域福祉計画の策定に取り組んだ埼玉県 市の
事例を紹介し、計画策定過程での市民の関わり方や計画策定後の市民活動等への影響、さら
に市民活動を支援し、活動の主体や内容が拡大していくための制度や仕組みについて述べ
てみたい。また、地域福祉計画策定後 年が経過した現在の状況とその課題についても簡
単に紹介したい。

自治体が、市民が、 に取り組む際の参考の一助となれば、幸甚である。

【 市の地域福祉計画策定過程の特徴】

市では、地域福祉計画策定にあたって、住民代表、福祉関係者、学識経験者などで構成
される「計画策定委員会」の他に、その下部組織（作業部会）として「市民懇話会」を設置
した。そのメンバーは全て市民公募により構成された。市民懇話会メンバーは、勉強会を重
ねつつ、住民へのアンケート調査やグループインタビューなどで、地域の課題把握に取り組
んだ。地域課題を把握するのにはこれだけでは不十分と感じた市民懇話会メンバーは、
年 月から市内の小学校区８の区域ごとに「地域懇談会」を開催し、地域課題のあぶり出し
やその解決策について意見を住民に求めた。地域懇談会の主催者は市民懇談会であったが、
はじめの数回は行政への不満と要望が噴出し、若干混乱した。次第に地域福祉計画の趣旨も
理解され、建設的な意見が多く出され、課題もその解決も自分ごと化していくようになっ
た。実際に街路樹の下の草刈りなど、参加者が自主的、実践的に取り組み始めた。
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地域懇談会は、８区域それぞれの地域で熱心に議論が重ねられ、市民懇話会によって、現
状（課題）→原因→解決策（その主体と連携相手）が整理されていった。８ヶ月の間に計
回開催された地域懇談会は、延べ約 人の市民の参加を得て、 年 月に終了した。

【地域活動への展開、地域課題解決に向けた市民団体の誕生】

地域懇談会に参加した熱心な市民の何人かは、終了後も自主的な会合を重ねていた。彼ら
は、地域の課題やその解決策を話し合っただけで終わったのでは何とももったいないと考
え、地域課題解決に向け、それぞれに実践するための組織を作った。地元自治会、 、市
民活動団体等と連携・協働しながら、防犯パトロール、防災訓練、世代間交流事業、縁側サ
ロンなどに取り組み始めた。この取り組みは、８地区のうち７地区でスタートした。

【市民活動を支援し、主体を拡大するためのシステム】

行政としては、市民活動を支援し、参加を促すための仕組みを提供する必要がある。 市
では 年 月議会で市民協働推進条例と寄付によるまちづくり条例を可決し、 年
月から施行した。
また、同時進行として地域福祉計画策定に際して市民からの意見にもあった現代版井戸

端会議としての地域 の導入や地域で暮らす住民が自ら市民活動を選択してその市民団
体を寄付で応援する仕組みづくりについても研究を進めた。タイミングよく総務省の「地域

利活用モデル構築事業」への提案が採択され、地域 の機能を中心とした地域協働
ポータルサイトのシステムが完成した。街をみ
んなで支えあうといった意味から「 」
と名付けられたこのシステムは、 という情
報交換機能（単なる友だち間での情報交換だけ
でなく公益活動のカテゴリー別にプロジェク
ト（グループ）を立ち上げ、仲間の募集やプロ
ジェクト内で議論や情報交換に活用できる機
能）の他、市民活動やボランティアに参加した
際に交通系 カードをカードリーダーにタッ
チするだけで社会貢献ポイントを得たり、

に登録しているプロジェクトに交通
系 カードで簡単に寄付できたりするという機能も備える。さらにプロジェクトの活動を
動画で配信し、参加者や寄付を募集できるようにもなっている。

にこれらの機能を組み合わせたのは、地域社会活動への不参加理由の解決を図
るためである。 年度埼玉県政世論調査報告書の結果をまとめると地域社会活動への不

地域社会活動への不参加の理由
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参加理由は、左のグラフのとおりとなっている。「時間がない」人には興味のある活動に
気軽に寄付をして繋がってみてほしい。「きっかけがない」人にはポイントゲットをきっ
かけにしてほしい「情報がない」「興味がない」人
『 年度埼玉県政世論調査報告書』より はポータルサイトを覗いみてほしい。というわ
けである。

【その後の活動状況と課題】

地域福祉計画策定経過で誕生した地域の市民活動団体は、その後、行政主導で組織化され
た地域支えあい協議会と融合して活動を続けている団体、地域支えあい協議会とは役割の
線引きを明確にして独自の活動を続けている団体に別れている。
いずれも計画策定後 年経過した今でも活動を続けていることは、敬服に値すると思う。

ただ、担い手をなるメンバーの若返りは、ここでも大きな課題となっている。
地域福祉計画のビジョンは「いつまでもここで安心して暮らし続けられる街」であった。

持続可能なまちづくりの担い手は、間違いなくそこで暮らす市民たちであり、その発掘と支
援が行政の重要な役割であると思う。
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1

ＳＤＧｓ未来都市 堺の取組

令和元年８月２４日
堺市市長公室企画部

政策企画担当課長 塩見昌男

１．堺について～堺の歴史～１．堺について～堺の歴史～

古代

中近世

近代

現代

仁徳天皇陵古墳など
巨大古墳群の築造

海外貿易拠点、自治都市としての繁栄

臨海工業地帯、
泉北ニュータウンの造成

SDGｓ
未来都市

古代から継承されてきた
ものづくりの技術

慶応４年(明治元年)堺県
明治２２年国内最初の市に

1
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2

２．ＳＤＧｓ未来都市として ～選定の経緯～
○ 堺は、中世、南蛮貿易などにより海外との交流を積極的に進めてきた。これによりはぐくまれた多様性
の受け入れる精神は現在の人権尊重につながり、「セーフシティーズ・グローバル・イニシアティブ」
に国内で唯一参加するなど女性や子どもの安全・安心、ジェンダー平等に向けた先進的な取組を推進。

○ さらに、臨海工業地帯の造成による産業の発展の一方で地域環境が悪化し、公害問題を引き起こした苦
い歴史を踏まえ、太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入促進など環境モデルとして産業と環境が
調和し、発展する取組を推進。

～堺には古くからＳＤＧｓの理念や行動が根付いている～

平成３０年６月 ＳＤＧｓ未来都市に選定
⇒堺の歴史や取組を基に国に提案

2

○ また、子ども食堂ネットワークの形成をはじめとした子育て施策や児童用タブレット端末の整備による
ＩＣＴ教育の推進、百舌鳥・古市古墳群の世界文化遺産登録をはじめとする歴史・文化資源の保全、市
民の行政参加の仕組みである区民評議会の設置による市民とのパートナーシップを推進。

２．ＳＤＧｓ未来都市として ～主な取組～

経済 社会

環境 3

• 企業投資の促進
• 中小企業の経営基盤の強化
• 女性の仕事と子育ての両立支援や
企業の働き型改革の推進

• 多様な人材の雇用推進

• スマートハウス・ＺＥＨの普及促進
• 自立分散型エネルギーシステムの利
活用促進

• 生物多様性の普及促進
• 環境分野における国際協力の促進

• 子ども食堂ネットワークの形成
• 生活保護世帯の子どもの自立支援
• タブレットを活用した授業やネイ
ティブスピーカーによる英語教育

• お出かけ応援制度の推進多様な人材の雇用推進

自由と自治の精神を礎に、誰もが健康で活躍する笑顔あふれるまち
２０３０年のあるべき姿
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3

２．ＳＤＧｓ未来都市として ～特に注力する取組～

○ 泉北ニュータウンは、高度経済成長期の住宅需要に応えるため、大規模な計画市街地として整備され、緑豊
かな住環境を有するまちとして成長

多様な住宅構成 緑豊かな住環境・歩行者専用緑道

○ しかしながら、昭和42年のまちびらきから５０年以上が経過
○ 社会環境の変化とともに、人口の減少や少子・高齢化の進行、住宅や道路、橋梁などの都市施設の老朽化
など、様々な問題が顕著になっている

＜2030年の予測＞
【人口減少率（2015年比）】
＜泉北NT＞約29％減
【高齢化率】
＜堺市平均＞28.8％
＜泉北NT＞41.1％

■泉北ニュータウンの再生

4

２．ＳＤＧｓ未来都市として ～先導的取組～

経済 社会

環境

5

泉北ニュータウンで「社会」「経済」「環境」の取組を進め、
誰一人取り残さない、持続可能なまちを実現

水素を活用した
エネルギー地産地消

システムの構築
高齢者の外出支援に
次世代モビリティの導入

健康寿命延伸産業の誘致や
医工連携の推進

泉北ニュータウンの再生

モビリティの導入

医工連携の推進
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4

２．ＳＤＧｓ未来都市として ～普及・展開～

関西湾岸ＳＤＧｓチャレンジプロジェクト （SDGs×甲南大学）
・平成28年4月 甲南大学と包括連携協定
・甲南大学生と地元高校生でチーム編成
メンターとして朝日新聞記者も参加し、自治体（堺市、神戸市、和歌山市、徳島市）が連携

・SDGsを通じて行政の課題を検討し、その課題に対する解決策を提案・発表
・検討課題の抽出、フィールドワーク、提案・発表内容など、このプロジェクトは大学生と
地元高校生が主体的に実施

名刺サンプル・ロゴマーク・ピンバッジの作成

朝日地球会議への参加
・朝日新聞社主催の朝日地球会議２０１８に参加。
・「SDGsで街の未来をつくる」をテーマとしたパネルディスカッションで堺市のＳＤＧｓ達成に向けた
取組をＰＲ。

6

３．今後の展開に向けて

泉北
NT
泉北泉北泉北

○ 泉北ニュータウンにおける成果は、同様の課題を抱える全国のニュータウンへの普及展開が可能

○ これまで築きあげてきた都市間連携等あらゆるネットワーク・機会を通じ、同様の課題を抱える全国の
ニュータウン再生モデルとして波及することで、地方創生や日本のSDGs達成に貢献

■泉北ニュータウン

■関東圏のニュータウン
■中部圏のニュータウン

■ 泉北ニュータウンから全市に展開
そして全国のニュータウンの再生モデルに

7
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■ポスターセッション申込者一覧

団体名・個人名

公職研・月刊『地方自治職員研修』編集部

公人の友社

近畿自治体学会

北海道自治体学会

東海自治体学会

東北自治体学会

信州自治体学会

自治体学会堺大会プレ大会実行委員会

自治体学会研究支援部会

自治体学会学会賞委員会

自治体法務合同研究会関西おおつ大会実行委員会

淡海公民連携研究フォーラム

第57回日本医療・病院管理学会学術総会

内田　和博

NPO 法人田村明記念・まちづくり研究会

応援職員研究会

せたがや自治政策研究所

神奈川県政策研究センター

大阪経済大学 古賀敬作ゼミ

公立大学法人　静岡文化芸術大学　松本茂章研究室

大阪国際大学「ひと・まち・つくる　プロジェクト」

公益財団法人 特別区協議会
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運営スタッフ

自治体学会堺大会は、下記の企画部会員に加え、堺市役所職員、大阪国際大学・静岡芸術

文化大学学生の皆さんをはじめ近畿自治体学会の会員、自治体学会の各部会員等の協力によ

り運営されています。

企 画 部 会 員 名 簿

氏 名 所 属

部会長 宮 﨑 伸 光 法政大学

副部会長 竹 見 聖 司 丹波篠山市役所

部会員 青 山 彰 久 ジャーナリスト

部会員 猪 狩 廣 美 聖学院大学

部会員 井 上 武 史 東洋大学

部会員 岡 田 英 幸 愛知県庁

部会員 小 塩 優 也 三重県庁

部会員 織 田 裕 志 舞鶴市役所

部会員 久 住 智 治 文京区役所

部会員 小 林 博 株式会社

部会員 小 林 美智子 茨木市議会議員

部会員 嶋 田 暁 文 九州大学

部会員 申 龍 徹 山梨県立大学

部会員 田 中 優 大阪国際大学

部会員 長 沼 明 浦和大学

部会員 長谷川 裕 三重県庁

部会員 矢 野 由美子 東北自治体学会事務局

部会員 山 崎 栄 子 大野城市役所
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